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令和２年度第３回海老名市介護保険運営協議会 結果 

 

日 時：令和２年12月８日（火） 

                    午後２時～午後３時15分 

                場 所：海老名市役所７階 ７０３会議室 

 

出席委員 13名 

 髙橋会長、石渡副会長、大熊委員、大濱委員、窪倉委員、中島委員、浦野委員、

田中委員、鈴木委員、岩崎委員、川田委員、勝田委員、小野寺委員 

 

事務局（保健福祉部） ８名 

 内野市長、岡田保健福祉部長、小松保健福祉部次長、小黒介護保険課長、三浦

介護保険課主幹兼介護認定係長、三輪介護保険課介護保険係長、大野地域包括

ケア推進課主事、髙橋介護保険課主事補 

 

   傍聴者  １名 

 

 

１ 開 会 （司会：小黒介護保険課長） 

 

 

２ あいさつ（内野市長、髙橋会長） 

 

※内野市長、岡田保健福祉部長退席 

 

 

３ 議 題（進行：髙橋会長） 

（１） 第８期介護保険事業計画案について（三輪係長） 

 資料１に沿って説明 

（質疑・意見） 

委員：特別養護老人ホーム及び地域密着型介護老人福祉施設で海老名市民

の入所枠はいくつあるか。 

事務局：市内の施設でも、他市保険者の利用は可能であり、制限はない。 

地域密着型介護老人福祉施設は、原則、海老名市民のみ入所できる。 

 

（２） 第８期介護保険料について（三輪係長） 

 資料２に沿って説明 

（質疑・意見） 

委員：介護保険準備基金が令和２年３月末時点では、８億円残るが、第８期

計画で介護保険準備基金額を取り崩した場合、今後、介護保険準備基
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金は増えるのか。 

事務局：介護保険給付費の財源構成は公費半分と介護保険料半分であり、介

護保険料の部分だけは、最終的な実績で精算できないため、そこを

介護保険準備基金に積み、次期３年間の介護保険料の圧縮に使うと

いう流れになる。そのため、これまでの実績からも、介護保険準備

基金がなくなることはない。 

委員：地域区分の変更は確定か。 

事務局：本市としては、４級地を要望として挙げているが、まだ正式に確定は

していない。 

委員：地域区分が４級地になると神奈川県内の中で高くなるのか。 

事務局：近隣市では厚木市、藤沢市が現行４級地である。 

委員：介護保険料の負担割合が、第７段階は1.30 で第８段階は1.64 とある

が、所得が200万円未満と200万円以上で格差があるように感じる。 

事務局：介護保険料は、所得の区分に応じて負担割合を定め、基準額に負担割

合を乗じて算出している。 

委員：地域区分について、海老名市が４級地に該当する理由を教えてほしい。

また、事業に対する効果はどのようなことが見込まれるか。 

事務局：本市の公務員の地域手当に準じて、地域区分を上げる必要があるため、

第８期で変更したいと要望している。また、５級地から４級地へ変更

することで２％を人件費割合に上乗せできる。 

委員：地域区分が上がることで介護給付費は増額するが、第８期の給付見込

額には増額分が反映されているか。 

事務局：反映した給付見込額である。今後、報酬改定等で介護給付費は増額す

る可能性がある。 

 

（３） その他 

次回の運営協議会については、改めて開催通知をお送りさせていただきたい。 

委員の任期が３月で満了となるため、各団体の推薦及び公募で委員改選を行なう予定。 

 

 

４ 閉 会 

 



資　料　１

第８期(令和３年度～５年度)
介護保険事業計画(案)について

保健福祉部　介護保険課

令和2年12月8日





 

えびな高齢者プラン２１【第８期】の概要について 

 

 

１ 計画の概要 

（１）計画の構成  

高齢者福祉施策全般を定める「高齢者保健福祉計画」 及び 

介護保険サービス量及び保険料等を定める「介護保険事業計画」 を一体化した計画 

（２）計画期間 

 令和３年度から令和５年度の３か年間 

（３）策定方法 

公募市民や学識経験者等で構成される「海老名市高齢者保健福祉計画策定委員会」に

おいて協議を行い策定します。また、アンケートやニーズ調査、パブリックコメントを

実施することで、市民意見を取り入れる機会を確保しながら作業を進めています。 

 

 

２ 第８期の主な変更点 

（１）基本理念 

第８期 一人ひとりが笑顔で暮らしていける地域共生社会の実現 

第７期 
（参考） 

地域で共に支え合い生きがいを持って安心できる生活の実現 

第８期においては、えびな未来創造プラン 2020 の基本理念である「みんなが笑顔 住

みやすいまち えびな」にある『笑顔』を要素に加えることで、“海老名らしい”地域共

生社会の実現を目指します。   

   

（２）基本目標 

 基本理念を達成するため、以下の３本柱を中心に施策・事業を展開していきます。 

【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進 

【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進 

【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 

 

  



 （３）主な新規事業 

【基本目標２】 地域包括ケアシステムの一層の深化・推進 

（２）在宅支援事業 

新規①：高齢者の外出支援 

アンケートで要望の多かった「外出支援」について、 

ニーズに対応できる各種外出支援ツールの検討を行います。 

（３）地域支援事業の充実 

新規②：訪問型サービスＡ事業 ※）実際の事業は、令和２年度より開始しています。 

市の養成講座を受講した介護員が利用者宅を訪問し、調理や掃除、 

ごみ出し及び買い物代行など、ヘルパー資格が無くてもできる、 

簡易な生活援助サービスを提供します。 

新規③：高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

医療と介護の担当部署において、対象となる高齢者の検診結果や 

チェックリストなどのデータを共有し、これらの情報を活用した 

一体的なサービス提供を行います。 

新規④：生活支援コーディネーター、就労的活動支援コーディネーターの設置 

現在、市では、地域の多様なニーズを掘り起こしサービス創設につなぐ 

生活支援コーディネーターを設置しています。今後さらに、高齢者と 

介護事業所などの就労の場をマッチングする就労的活動支援コーディ 

ネーターの設置を行い、高齢者の社会参加を促します。 

【基本目標３】 介護保険制度の適正な運営 

新規⑤：（４）災害・感染症への対応 

昨今の、風水害の増加や新型コロナをはじめとした感染症拡大などを鑑み、

介護事業所などと組織的に訓練や啓発活動を実施するなど、平時から連携を

図ります。 

 

（４）施設整備の方向性 

特別養護老人ホームの待機者の解消に向け、地域密着型の特養やグループホームを 

整備するとともに、小規模多機能型居宅介護サービスの提供を軸に検討していきます。 

（具体的施策） 

① 地域密着型介護老人福祉施設を令和４年度及び５年度に１施設（29床）ずつ整備 

② 小規模多機能型居宅介護を令和４年度に１施設（定員29人）整備 

③ 認知症対応型共同生活介護施設（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）を令和４年度に１施設（18床）整備 

 

資料１‐２ 



 

 

 

 

 

 

えびな高齢者プラン２１【第８期】 
 

≪海老名市高齢者保健福祉計画≫ 

≪海老名市介護保険事業計画≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県海老名市 

修正素案
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Ⅰ 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の概要 

 

   令和７（2025）年に団塊世代が全員 75 歳以上となり、令和 22（2040）年には団塊ジュ

ニアといわれる世代が 65 歳以上を迎えるなど、わが国の高齢化は進展の一途を辿って

います。 

   本市においても、平成 24 年 10 月に高齢化率が 20％であったのに対し、令和２年８

月には 24.6％に増加し、高齢者人口は 33,484 人となっています。 

   高齢化の進展に伴い、高齢者の一人暮らしや高齢者のみの世帯に加え、75 歳以上

のみの世帯や、障がいを持つ子どもと同居している高齢者など、複合的な問題を抱える

世帯も増加している中で、一人ひとりが尊重され、複雑かつ多様な問題を抱えながらも、

地域との様々な関わりを基礎として、生きがいを持って安全で安心して暮らし続けてい

けるようにする取り組みが課題となっています。 

   本市では「えびな高齢者プラン２１」を策定し、介護保険制度の適正な運営に努める

とともに、地域に住む方々が安心して暮らし続けていけるよう、地域ごとの「医療」・「介

護」・「予防」・「住まい」・「生活支援」が一体的に提供できる「地域包括ケアシステム」を

推進してきました。 

   本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づく「老人福祉計画」と、介護保険法第 117

条に基づく「介護保険事業計画」とを一体化し、本市の高齢者保健福祉施策を総合的

に推進していくためのもので、平成 12 年度から３年毎に策定しています。 

   今後、高齢化が進む中で、地域の方が共に支え合い、生きがいを持って安心して暮

らしていけるように、地域で相互に支え合う仕組みづくりや、要介護状態にならないため

の介護予防施策を積極的に推進し、「地域包括ケアシステム」のさらなる深化に努めて

まいります。 
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２ 計画の位置づけ 

 

   本計画は「えびな未来創造プラン 2020」の下位計画として位置付けられ、「海老名市

地域福祉計画」のもと、各種計画と連動したものとなっています。 

 

≪計画の位置づけ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えびな未来創造プラン 2020（総合計画） 

（令和２年度～11 年度） 

海老名市 

地域福祉計画 

（令和２～６年度） 

海老名市 

障がい者 

福祉計画 

（令和３～５年度） 

海老名市 

子ども・子育て 

支援事業計画 

（令和２～６年度） 

えびな高齢者プラン２１ 

【第８期】 

（令和３～５年度） 

高齢者保健福祉計画 

介護保険事業計画 

海老名市 

社会福祉協議会地域活動計画

（第５次） 

（令和２～６年度） 
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３ 計画の構成 

 

   「えびな高齢者プラン２１」は、地域の高齢者保健福祉に関する総合計画である「高

齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体化した計画です。 

   「高齢者保健福祉計画」は、高齢者の生きがいづくり、一人暮らし高齢者の生活支援、

寝たきりや要介護状態の予防など、取り組むべき施策を定める保健福祉事業全般にわ

たる総合的な計画です。 

   一方「介護保険事業計画」は、要介護者などの人数、介護保険の給付対象となるサ

ービスごとの見込み量を定めるなど、介護保険運営の基盤となる計画です。 

   「高齢者保健福祉計画」は老人福祉法第 20 条の８、「介護保険事業計画」は介護保

険法 117 条の規定により、市町村が定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えびな高齢者プラン２１ 

高齢者保健福祉計画 

 〇地域の高齢者保健福祉に関する計画 

 〇市単独事業など、介護保険給付対象外のサービス及びその 

整備目標などを体系化した事業運営計画 

介護保険事業計画 

 〇介護保険給付対象者及び給付対象サービスの利用状況を示

し、整備目標値を示した基盤整備計画 

 〇介護保険事業の円滑な運営に関わる施策を体系化した事業

運営計画 

 〇介護保険事業に係る費用の見込み 
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４ 計画の期間 

 

   本計画では、団塊の世代が 75 歳となる令和７（2025）年及び団塊のジュニア世代が

65 歳以上となる令和 22（2040）年の高齢者介護のあるべき姿を見据えたうえ、今回の

第８期は令和３年度から５年度までの３年間を計画の期間としています。 

 

計画 

平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 

30 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

第７期 
            

第８期 
            

第９期 
            

第 10 期 
            

 

５ 日常生活圏域 

 

   日常生活圏域は、高齢者が長年住み慣れた地域で、これまで培ってきた地域におけ

る関わりを継続し、介護が必要となった場合でも生活を続けていくことを可能とする基盤

整備を目的として設定するものです。 

   本市では、介護保険サービス提供施設を総合的に勘案し、市全体を１つの圏域とし

てサービス基盤等の整備を推進していきます。 

名称 担当地域 

海老名東地域包括支援センター 柏ケ谷、東柏ケ谷、望地 

海老名北地域包括支援センター 上郷、下今泉、上今泉、扇町、泉、めぐみ町 

海老名中央地域包括支援センター 勝瀬、中央、国分南、国分北 

さつき町地域包括支援センター 中新田、さつき町、河原口、社家 

国分寺台地域包括支援センター 大谷、国分寺台、大谷北、大谷南、浜田町 

海老名南地域包括支援センター 
中河内、中野、今里、上河内、杉久保北、 

杉久保南、本郷、門沢橋 

基幹型地域包括支援センター 各包括支援センターの総括、後方支援 

- 4 -



各地区の状況（令和２年 11 月１日時点） 

地区 人口 
65 歳 

以上人口 
高齢化率 地区 人口 

65 歳 

以上人口 
高齢化率 

東柏ケ谷 14,660 3,547 24.2% 河原口 7,387 1,413 19.1% 

柏ケ谷 7,927 1,682 21.2% さつき町 1,828 811 44.4% 

望地 1,492 328 22.0% 中新田 9,275 2,225 24.0% 

上今泉 13,083 3,669 28.0% 国分寺台 5,794 2,302 39.7% 

下今泉 3,283 678 20.7% 大谷 9,338 2,285 24.5% 

上郷 2,928 805 27.5% 社家 3,952 931 23.6% 

めぐみ町 616 82 13.3% 今里 3,094 653 21.1% 

扇町 1,769 117 6.6% 杉久保 9,599 2,780 29.0% 

泉 2,461 224 9.1% 上河内 329 92 28.0% 

国分北 8,358 2,347 28.1% 中河内 582 167 28.7% 

国分南 9,053 2,048 22.6% 中野 3,059 795 26.0% 

中央 6,474 841 13.0% 門沢橋 5,573 1,439 25.8% 

勝瀬 661 115 17.4% 本郷 2,228 759 34.1% 

浜田町 1,210 497 41.1% 合計 136,013 33,632 24.7% 

                                               住民基本台帳より 

- 5 -



Ⅱ 高齢者を取り巻く状況 

 

 

令和２年 10 月に総務省統計局が公表した人口推計では、我が国の総人口は、令和２

年５月１日時点で、１億 2,589 万５千人。このうち 65 歳以上の高齢者人口は 3,607 万９千

人、総人口に占める割合（高齢化率）は 28.7％となり４人に１人以上が高齢者という状況

です。昭和 25（1950）年の約５％からすると高齢化が進んでいることを示しています。 

  内閣府の高齢社会白書によると、いわゆる団塊の世代が 65 歳以上になった平成 27

（2015）年に 3,387 万人を超え、さらに 75 歳以上となる令和７（2025）年には 3,677 万人に

達すると見込まれており、、令和 47（2065）年に高齢化率は 38.4％で 2.6 人に１人が高齢

者となると推測されています。 

 

１ 海老名市の人口構造 

 

   本市の人口構造は、下表のように、40 代後半の世代が最も多く、次いで 50 代前半

が多くなっています。しかし、将来的に社会を支えていく 24 歳以下については、少子化

の影響もあり、男女とも各年齢層が 3,000 人前後となっています。 

   少子化の進行に伴い、高齢化も大幅に進み、将来若い世代が高齢者世代を支えて

いくことが困難になることが予想されます。 

 

海老名市の人口構造（令和２年 11 月１日時点） 

 

 

住民基本台帳より 

2979
3052

3174
3286

3384
3886

4235
4630

5256
6170

5405
4276

3376
3767

4394
3474

2344
1046

327
42

5

2699
2881
3016
3168
3166

3456
3803

4297
4857

5729
4886

3892
3422

3970
4946

3952
2725

1597
778

231
34

0～4

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

90～94

100以上

7000 6000 5000 4000 3000 2000 1000 0     0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 

男性 女性 
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２ 計画期間の人口推計 

 

   本市の人口は、令和２年 11 月１日時点で 136,013 人となっており、そのうち 65 歳以

上の高齢者は 33,632 人、高齢化率は 24.7％（約４人に１人）となっています。 

   本計画期間中においては、総人口が増加傾向に対し 65 歳以上人口は減少するも

のの、75 歳以上の人口は増加すると見込まれています。 

令和 22（2040）年には総人口は減少し、高齢者の増加・高齢化率の上昇は避けられ

ないものと考えられています。 

 

  海老名市の人口推計 

 
令和２年 

（2020） 

令和３年 

（2021） 

令和４年 

（2022） 

令和５年 

（2023） 

令和７年 

（2025） 

令和 22 年 

（2040） 

総 人 口  136,233 136,393 136,589 136,752 136,492 127,717 

65 歳以上 33,080 33,141 33,045 32,998 32,735 33,928 

 割合（高齢化率） 24.3％ 24.3％ 24.2％ 24.1％ 24.0％ 26.6％ 

75 歳以上 15,764 15,947 16,726 17,520 18,744 14,200 

 割合 11.6％ 11.7％ 12.2％ 12.8％ 13.7％ 11.1％ 

 

海老名市人口ビジョンより 
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Ⅲ 計画の基本理念と施策等 

 

１ 基本理念 

 

   人口の高齢化は急速に進展しており、令和７（2025）年には団塊の世代の方が全員

75 歳以上を迎えます。そのような状況の中で、高齢者が生きがいをもって安心して暮ら

せる環境の整備がより一層求められており、地域で支え合う仕組み作りや健康で自立し

た生活を支援する体制づくりが必要となっています。 

   そのためには、家族や地域の人々の中でインフォーマルな助け合いとしての「互助」

がますます重要になってきています。「自助・共助・公助」に加えて「互助」を充実させて、

誰もが健康で自立した生活ができるよう、保健・福祉・医療に関わるサービスの充実、制

度の適正な運営を図ってまいります。 

   今後、高齢者の一人暮らしや高齢者のみ世帯など、地域で見守りや支援が必要な

高齢者が増加していくことが予想されます。さらに、障がいのある家族と高齢者のみの

世帯など、複合的な支援が必要な世帯も増えていくことが予想されます。 

   地域に住む方々が安心して暮らし続けていくためには、各福祉機関と地域が連携し、

地域ごとの「医療」・「介護」・「予防」・「住まい」・「生活支援」が一体的に提供される「地

域包括ケアシステム」のさらなる深化が重要となっています。 

   本計画では、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るとともに、地域で支え合う仕

組みづくり、要介護状態にならないための介護予防を重視した事業を推進していきます。 

   本計画における各種事業、一人ひとりが生きがいや役割をもって支え合いながら笑

顔で暮らしていける地域共生社会を実現させるための基本理念を以下の通り定め、高

齢者支援事業の充実と介護保険制度の円滑な運営を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本理念】 

一人ひとりが笑顔で暮らしていける地域共生社会の実現 
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２ 基本目標と施策 

 

   基本理念である「一人ひとりが笑顔で暮らしていける地域共生社会の実現」に向け、

高齢者を取り巻く現状や、前期計画の取り組みを踏まえ、以下の３つの基本目標を掲

げ、推進してまいります。 

 

基本目標１ 生きがいを持って健康生活を送るための事業推進 

 健康で毎日を笑顔で過ごすためには、心身の健康維持・増進を図ることや、生きがい

を持って生活することが大切であり、健康診査や健康教室などによる健康づくりの推進

と、生きがいを持つための学び・就業・交流の支援を行います。 

 

 

基本目標２ 地域包括ケアシステムの一層の深化・推進 

 住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、高齢者のニーズに応じた市独自の支

援サービスや医療、介護予防、そして高齢者の尊厳の保持といった取り組みが重要で

あり、関係機関との連携や地域資源の活用、地域での支え合いの仕組みづくりにより、

地域の特性にあった「地域包括ケアシステム」の一層の深化・推進を図ります。 

 

 

基本目標３ 介護保険事業の適正な運営 

介護保険制度は、急速な高齢化の進展に伴い、寝たきりや認知症の高齢者が急増し

たこと、介護期間が長期化する一方、核家族化や介護者の高齢化など介護する側の環

境も大きく変化してきたことを背景に、平成 12 年に創設されました。要介護状態になっ

ても、一人ひとりが有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、適切

な保健医療サービスおよび福祉サービスの総合的かつ効率的な提供に配慮します。 
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本計画の施策体系 

                基本目標                  施策体系  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一
人
ひ
と
り
が
笑
顔
で
暮
ら
し
て
い
け
る
地
域
共
生
社
会
の
実
現 

【基本目標１】 

生きがいを持っ

て健康生活を送

るための事業推

進 

【基本目標２】 

地域包括 

ケアシステムの

一層の深化・ 

推進 

【基本目標３】 

介護保険制度の

適正な運営 

（１）生きがいと健康づくり 

①高齢者の健康維持・増進 

②就業の場の確保に向けた支援 

③生きがい活動への支援 

④敬老意識の高揚 

（１）地域包括ケアシステムについて 

①地域における高齢者の生活支援 

及び関係機関との連携強化 

（２）在宅支援事業 

 ①在宅福祉サービス 

（３）地域支援事業の充実 

①介護予防・日常生活支援総合事業 

②包括的支援事業 

③地域ケア会議 

④任意事業 

（４）権利擁護の推進 

①高齢者虐待防止の推進 

②成年後見制度・市民後見人の活用 

（５）生活環境の整備 

①住みよいまちづくり 

②安全・安心の対策 

（１）利用しやすい介護保険制度の実現 

①要介護認定の平準化 

②介護サービスの適正化 

③低所得者対策・負担軽減策 

（２）介護サービス基盤の整備 

①介護保険サービス従事者の確保 

②在宅介護サービス事業者の質の   

向上と介護給付の適正化 

③入所施設の整備・充実 

④地域密着型サービスの整備・充実 

⑤有料老人ホームとサービス付き高齢者

向け住宅の基盤整備 

（３）財政基盤の整備 

（４）災害・感染症への対応 
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各事業体系図 

 

 

 

①高齢者の健康維持・増進 

ア 健康教育 Ｐ18 

イ 健康手帳の交付 Ｐ19 

ウ 健康相談 Ｐ20 

エ 訪問指導 Ｐ21 

オ オーラルフレイル事業 Ｐ21 

カ がん検診 Ｐ22 

キ 特定健康診査 Ｐ23 

ク 特定保健指導 Ｐ24 

ケ 後期高齢者健康診査 Ｐ25 

コ 高齢者向けスポーツの推進 Ｐ26 

サ プール利用助成 Ｐ27 

シ 在宅リフレッシュ事業 Ｐ28 

 

②就業の場の確保に向けた支援 

ア シルバー人材センターへの支援 Ｐ29 

 

③生きがい活動への支援 

ア ゆめクラブ活動への支援 Ｐ30 

イ 生きがい教室の充実 Ｐ31 

ウ ふれあいランチ事業 Ｐ32 

 

 

④敬老意識の高揚 

ア 地域ふれあい事業 Ｐ33 

イ 高齢者敬老祝金等の贈呈 Ｐ34 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
１
）
生
き
が
い
と
健
康
づ
く
り 

【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進 
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①地域における高齢者の生活支援及び関係機関との連携強化 

ア 地域包括支援センター Ｐ35 

イ 地域共生社会の実現に向けた 

取り組みの推進【重点】 Ｐ35 

ウ 相談受付体制・ＰＲの充実 Ｐ36 

 ａ 相談受付体制の充実 Ｐ36 

 ｂ ＰＲの充実 Ｐ36 

 

①在宅福祉サービス 

ア 配食サービス Ｐ37 

イ 介護用品の給付 Ｐ38 

ウ えびな安心キット・救急安心カードの配布 Ｐ39 

エ 寝たきり老人等短期入所 Ｐ40 

オ 老人福祉施設入所措置 Ｐ41 

カ 高齢者の外出支援【新規】 Ｐ42 

 

①介護予防・日常生活支援総合事業 

ア 介護予防・生活支援サービス事業 Ｐ43 

 ａ 従前の訪問介護相当サービス事業 Ｐ43 

 ｂ 訪問型サービスＡ事業【新規】 Ｐ44 

 ｃ ふれあい訪問 Ｐ45 

 ｄ 訪問介護予防事業 Ｐ45 

 ｅ 従前の通所介護相当サービス事業 Ｐ46 

 ｆ 通所型サービスＢ事業 Ｐ46 

 ｇ 通所介護予防事業 Ｐ47 

 ｈ 介護予防ケアマネジメント事業 Ｐ48 

イ 一般介護予防事業 Ｐ49 

 ａ 介護予防普及啓発事業 Ｐ49 

 ｂ 地域版ともの輪 Ｐ50 

 ｃ 地域サロン Ｐ50 

 ｄ 地域リハビリテーション活動支援事業 Ｐ50 

ウ 高齢者の保健事業と介護予防の 

一体的な実施について【新規】 Ｐ51 

エ えびな元気お裾分けクラブ Ｐ52 

 

地
域
包
括
ケ
ア 

 
 

シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て 

（
２
）
在
宅
支
援
事
業 
（
３
）
地
域
支
援
事
業
の
充
実
【
重
点
】 

【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進 

（
１
） 
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②包括的支援事業 

ア 在宅医療と介護の連携 Ｐ53 

 ａ 在宅医療・介護の連携体制の推進 Ｐ53 

 ｂ 在宅医療を担う人材の育成 Ｐ54 

イ 認知症高齢者支援の推進【重点】 Ｐ55 

 ａ 認知症初期集中チームの運営・活用 Ｐ55 

 ｂ 認知症地域支援推進員の活動の支援 Ｐ55 

 ｃ 認知症ケアパスの普及・啓発 Ｐ55 

 ｄ サロン等を活用した医師・保健師の派遣 Ｐ55 

 ｅ 認知症高齢者家族支援サービス Ｐ56 

 ｆ 認知症サポーター養成講座 Ｐ57 

ウ 生活支援体制の整備 Ｐ58 

 
ａ 生活支援コーディネーター、 

就労的活動支援コーディネーターの設置【新規】 Ｐ58 

 ｂ 地域における課題や資源の把握 Ｐ59 

 ｃ 担い手の育成 Ｐ59 

 

③地域ケア会議                  Ｐ60 

 

④任意事業 

ア 家族支援事業 Ｐ62 

イ 緊急通報システム貸与 Ｐ63 

 

①高齢者虐待防止の推進              Ｐ64 

 

②成年後見制度・市民後見人の活用         Ｐ64 

 

 

 

 

 

 

 

（
３
）
地
域
支
援
事
業
の
充
実
【
重
点
】 

（
４
）
権
利
擁
護
の
推
進 
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①住みやすいまちづくり              Ｐ65 

 

②安全・安心の対策 

ア ひとり暮らし高齢者安全点検 Ｐ65 

イ 孤立世帯・孤立死防止対策 Ｐ66 

ウ 避難行動要支援者名簿の作成 Ｐ66 

エ 高齢者消費被害対策 Ｐ66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
５
）
生
活
環
境
の
整
備 

- 14 -



 

 

 

①要介護認定の平準化 

ア 介護認定訪問調査 Ｐ67 

イ 審査会等の運営 Ｐ67 

 ａ 介護認定審査会 Ｐ67 

 ｂ 介護保険運営協議会 Ｐ67 

 

②介護サービスの適正化 

ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供 Ｐ68 

 ａ 訪問介護 Ｐ68 

 ｂ 訪問入浴・介護予防訪問入浴 Ｐ69 

 ｃ 訪問看護・介護予防訪問看護 Ｐ70 

 
ｄ 訪問リハビリテーション・ 

介護予防訪問リハビリテーション Ｐ71 

 ｅ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 Ｐ72 

 ｆ 通所介護 Ｐ73 

 
ｇ 通所リハビリテーション・ 

介護予防通所リハビリテーション Ｐ74 

 ｈ 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 Ｐ75 

 ｉ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 Ｐ76 

 
ｊ 特定施設入居者生活介護・ 

介護予防特定施設入居者生活介護 Ｐ77 

 ｋ 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 Ｐ78 

 
ｌ 福祉用具購入費の支給・ 

介護予防福祉用具購入費の支給 Ｐ79 

 ｍ 住宅改修費の支給・介護予防住宅改修費の支給 Ｐ80 

 ｎ 居宅介護支援・介護予防支援 Ｐ81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
１
）
利
用
し
や
す
い
介
護
保
険
制
度
の
実
現 

【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
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②介護サービスの適正化 

イ 地域密着型サービスの提供 Ｐ82 

 
ａ 小規模多機能居宅介護・ 

介護予防小規模多機能居宅介護 Ｐ82 

 
ｂ 認知症対応型通所介護・ 

介護予防認知症対応型通所介護 Ｐ83 

 
ｃ 認知症対応型共同生活介護・ 

介護予防認知症対応型共同生活介護 Ｐ84 

 ｄ 看護小規模多機能型居宅介護 Ｐ85 

 ｅ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 Ｐ85 

 ｆ 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 Ｐ86 

 ｇ 地域密着型特定施設入居者生活介護 Ｐ86 

 ｈ 夜間対応型訪問介護 Ｐ87 

 ｉ 地域密着型通所介護 Ｐ87 

ウ 施設サービスの提供 Ｐ88 

 ａ 介護老人福祉施設 Ｐ88 

 ｂ 介護老人保健施設 Ｐ89 

 ｃ 介護療養型医療施設 Ｐ90 

 ｄ 介護医療院 Ｐ91 

 

③低所得者対策・負担軽減策 

ア 高額介護サービス費 Ｐ92 

イ 高額医療合算介護サービス費 Ｐ93 

ウ 特定入所者介護サービス費 Ｐ94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
１
）
利
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①介護保険サービス従事者の確保【重点】     Ｐ96 

 

②在宅介護サービス事業者の質の向上と介護給付の適正化 

 Ｐ96 

 

③入所施設の整備・充実             Ｐ97 

 

④地域密着型サービスの整備・充実        Ｐ97 

 

⑤有料老人ホームと 

サービス付き高齢者向け住宅の基盤整備【重点】  Ｐ98 

 

①介護保険料                  Ｐ99 

 

②費用推計                   Ｐ102 

 

③介護保険料賦課徴収方式            Ｐ103 

 

①災害への対応                 Ｐ107 

 

②感染症への対応                 Ｐ107 

 

（
２
）
介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
整
備 

（
３
）
財
政
基
盤
の
整
備 

（
４
）
災
害
・
感
染
症
へ
の
対
応 

【
新
規
・
重
点
Ｐ 

 

】 

108 
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３ 各施策の内容 

 

基本目標１ 生きがいを持って健康生活を送るための事業推進 

 

   高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送るため、体を動かすことの大切さや、

健康に関する知識を学び、生きがいを感じることのできる場や、自身の健康について相

談できる環境の整備が必要となります。 

   多くの方に興味をもって参加いただけるよう、各事業の充実を図ります。 

 

 （１）生きがいと健康づくり 

① 高齢者の健康維持・増進  

高齢者の健康維持・増進を図るため、健康に関する知識の習得や健康相談に加

え、高齢者向けスポーツの普及に努めます。 

 

  ア 健康教育 

特定健康診査、特定保健指導、健康相談等の保健事業と連携をもって実施しま

す。市で実施している健康教室には、集団で行う「集団健康教育」と、対象者を特定

して行う「個別健康教育」があります。※延人数は事業中の 65 歳以上の人数 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

実施数 
予測 ２８０回 ２８０回 ２８０回 

実績 １９３回 １９４回 ２８０回 

延人数 
予測 １，４００人 １，４００人 １，４００人 

実績 ７５２人 ９１１人 １，４００人 

   【評価・課題】 

   日程、場所等の調整により計画を下回る結果となりました。 

引き続き、健康えびな普及員会等関係機関と連携を図りながら、教室の開催や保

健指導を行い、実施回数や参加者の増加に取り組んでいきます。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施回数 ２８０回 ２８０回 ２８０回 

延人数 １，５００人 １，５００人 １，５００人 

【施策の方向性】 

 「海老名市スポーツ健康推進計画」に基づき、メタボリックシンドローム、糖尿病、高

血圧などに関する知識の普及や重症化予防に力を入れた教室の開催や保健指導を

行います。 

 

  イ 健康手帳の交付 

    各種健康診査、がん検診等の受診結果の記録、健康相談、健康教育等の受講状

況を記入し、自己の健康管理に役立てるために交付します。 

   ※交付延人数は事業中の 65 歳以上の人数  

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

交付 

延人数 

予測 ５００人 ５００人 ５００人 

実績 ２０４人 ２１４人 ５００人 

   【評価・課題】 

    活用が難しい部分もあり、引き続き、活用方法を含め、普及・啓発を強化していく必

要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

交付延人数 ４００人 ４００人 ４００人 

【施策の方向性】 

    厚生労働省のホームページからダウンロードが可能となっていますが、高齢者の利 

便性も考慮し、引き続き紙媒体での配布も継続します。 

市民が自らの健康管理に活用できるよう普及・啓発に努めると共に保健事業との連 

携を図ります。 
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  ウ 健康相談 

    保健師や栄養士等が、個々の状況に応じた指導及び助言を行い、健康の保持増 

進を図ります。市で実施している健康相談には、心身の健康に関する一般的な相談 

等の「総合健康相談」と疾病別相談等の「重点健康相談」があります。 

※延人数は事業中の 65 歳以上の人数  

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

実施 

回数 

予測 １２０回 １２０回 １２０回 

実績 １３９回 １７４回 １２０回 

延人数 
予測 ２，４００人 ２，４００人 ２，４００人 

実績 ２，１５４人 １，８０７人 ２，４００人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。引き続き、充実を図っていく必要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施回数 １２０回 １２０回 １２０回 

延人数 １，５００人 １，５００人 １，５００人 

【施策の方向性】 

    生活習慣病の観点から、特にリスクの高い方を中心に、より効果的な相談ができる 

よう、特定健診・特定保健指導との連携の強化を図ります。 
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  エ 訪問指導 

    療養上の保健指導が必要であると認められる方及びその家族に対し、状態に応じ 

た、保健師・栄養士・歯科医師などの専門職による指導を行います。 

※指導人数は事業中の 65 歳以上の人数 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

指導 

人数 

予測 ８０人 ８０人 ８０人 

実績 ３１９人 ２人 ８０人 

   【評価・課題】 

    平成 30 年度は計画を大幅に上回る結果でしたが、令和元年度は、特定保健指導

の訪問がなくなり、大幅な減少となりました。今後訪問数を増やし、地域での支援の

充実を図っていく必要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

指導人数 ８０人 ８０人 ８０人 

   【施策の方向性】 

    重症化予防の保健指導が必要な方に対し訪問を行い、各種事業や医療・福祉関 

係機関と連携します。 

 

  オ オーラルフレイル事業（旧 成人歯科健康診査） 

     歯と口の健康を保ち、口腔機能の低下（オーラルフレイル）を抑えるため本市の委

託医療機関において個別健診を実施します。 

※利用人数は事業中の 65 歳以上の人数 

※平成 30 年度は成人歯科健康診査 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ５４５人 ５６０人 ５７５人 

実績 ７７３人 ３６９人 ５７５人 

   【評価・課題】 

    平成 30 年度は計画を上回る結果となりました。令和元年度以降は「オーラルフレイ

ル事業」に移行し、継続して周知を行っていきます。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ３４０人 ３４０人 ３４０人 

【施策の方向性】 

    積極的な利用を促進するため、周知・ＰＲを行います。 

 

  カ がん検診 

    健康の維持・増進とともに、がんの早期発見と早期治療を目的にがん検診を実施し 

ます。※人数は事業中の 65 歳以上の人数 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

胃がん 
予測 １，９５０人 ２，０１０人 ２，０７０人 

実績 ２，２１１人 ２，２８６人 ２，０７０人 

大腸 

がん 

予測 ２，６４０人 ２，７６０人 ２，８８０人 

実績 ３，１５４人 ３，０２５人 ２，８８０人 

肺がん 
予測 １，４００人 １，４２５人 １，４５０人 

実績 １，４９２人 １，４３５人 １，４５０人 

乳がん 
予測 ５６０人 ５８０人 ６００人 

実績 ６０８人 ５０７人 ６００人 

子宮 

がん 

予測 １，２９６人 １，４０４人 １，５１２人 

実績 ８２４人 ８０５人 １，５１２人 

前立

腺がん 

予測 １，３０２人 １，３３０人 １，３５８人 

実績 ２，０８７人 ２，１５８人 １，３５８人 

口腔 

がん 

予測 ６３０人 ６４０人 ６５０人 

実績 ８１４人 ７６３人 ６５０人 

   【評価・課題】 

    全体的に受診者については増加基調にあります。高齢者を中心にがんに対する関

心が高まっているものと推測できます。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

胃がん ２，２００人 ２，２００人 ２，２００人 

大腸がん ３，０００人 ３，０００人 ３，０００人 

肺がん １，４５０人 １，４５０人 １，４５０人 

乳がん ５５０人 ５５０人 ５５０人 

子宮がん ８２０人 ８２０人 ８２０人 

前立腺がん ２，０６０人 ２，０６０人 ２，０６０人 

口腔がん ７００人 ７００人 ７００人 

【施策の方向性】 

    早期発見の観点から、広報えびな、市ホームページ等を活用し、知識の普及・啓 

発、受診者数の増加を図ります。 

 

  キ 特定健康診査 

    40 歳以上 74 歳までの国民健康保険被保険者に対して、メタボリックシンドロームに 

着目した特定健康診査を実施します。 

※受診人数は事業中の 65 歳以上の人数  

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

受診 

人数 

予測 ６，１００人 ６，３００人 ６，５００人 

実績 ５，２６５人 ４，８８３人 ４，７６９人 

   【評価・課題】 

    受診者数が減少傾向のため、受診者増加に向けた取り組みが必要になります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受診人数 ４，４５６人 ３，９３２人 ３，４４２人 

   【施策の方向性】 

    重症化、合併症予防のため、未受診者への個別勧奨通知の活用により受診者の 

増加を図ります。また、生活習慣病の前段階であるメタボリックシンドロームを予防・改 

善することで医療費の適正化につなげます。 
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ク 特定保健指導 

特定健康診査の結果から、メタボリックシンドロームの該当者や予備群の早期発見 

に努め、受診者を積極的支援レベル・動機付け支援レベル・情報提供レベルに分け、

それぞれに合わせた保健指導を実施します。 

※指導人数は事業中の 65 歳以上の人数 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

指導 

人数 

予測 ６００人 ６２０人 ６４０人 

実績 ６２人 ６７人 ６８人 

指導率 
予測 ４５％ ４５％ ４５％ 

実績 １１．６％ １２．１％ １３．０％ 

   【評価・課題】 

  保健指導率が伸び悩んでいます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

指導人数 ７１人 ６９人 ６８人 

指導率 １４．５％ １６．０％ １８．０％ 

   【施策の方向性】 

    保健指導を通じて、自主的な生活習慣病改善の取り組みが継続できるよう支援し 

ていきます。特にメタボリックシンドロームによる生活習慣病のリスクが重なっている方 

を対象に、指導率向上のため、郵送による通知や電話訪問などによる案内に加え、 

個別・集団等保健指導の実施方法も工夫します。 
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  ケ 後期高齢者健康診査 

    後期高齢者医療制度の被保険者に対して、糖尿病等生活習慣病の早期発見や 

重症化予防を目的とした健康診査を実施し、健康の維持・増進を図ります。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

受診 

人数 

予測 ５，６７３人 ６，１０１人 ６，５６２人 

実績 ５，６２２人 ５，６７２人 ６，１９５人 

   【評価・課題】 

    計画値に満たないものの、受診人数については増加傾向にあります。高齢者の健 

康に対する関心が高まっていると推測されます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受診人数 ６，４００人 ７，２００人 ７，７００人 

   【施策の方向性】 

    生活習慣病の早期発見等及び健康維持・増進に取り組みます。 
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  コ 高齢者向けスポーツの推進 

    グラウンドゴルフやシルバーカルチャー教室について、海老名ゆめクラブ連合会に 

委託し、開催します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

グラウン

ドゴルフ 

予測 １６０人 １６５人 １７０人 

実績 ９６人 １６５人 １７０人 

ニュー 

スポーツ 

予測 １１０人 １１５人 １２０人 

実績 １６０人 １７３人 １２０人 

ﾀｰｹﾞｯﾄ

ﾊﾞｰﾄﾞ 

ｺﾞﾙﾌ 

予測 ８５人 ８７人 ８９人 

実績 ６９人 ６３人 ８９人 

ｼﾙﾊﾞｰ 

ｶﾙﾁｬｰ

教室 

予測 １３０人 １３２人 １３４人 

実績 １２２人 １０２人 １３４人 

   【評価・課題】 

  参加者数については、増加傾向にあります。 

知名度の低いニュースポーツ（スカットボール）においても多くの参加をいただくことが

できました 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

グラウンドゴルフ １７０人 １７２人 １７４人 

ニュースポーツ １７５人 １７７人 １７９人 

ﾀｰｹﾞｯﾄﾊﾞｰﾄﾞｺﾞﾙﾌ ６５人 ６７人 ６３人 

ｼﾙﾊﾞｰｶﾙﾁｬｰ １０５人 １０７人 １０２人 

   【施策の方向性】 

    生活習慣病の早期発見等及び健康維持・増進を目的にスポーツの普及に取り組

みます。 
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  サ プール利用助成 

    高齢者の体力の低下防止と健康の保持・増進を図ることを目的として、海老名市 

内に居住する 65 歳以上の高齢者に対し、高座施設組合屋内温水プール利用料の 

半額を助成します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ５，４００人 ５，４００人 ５，４００人 

実績 ５，４９５人 ３，０７５人 ５，４００人 

   【評価・課題】 

    令和元年 10 月に高座施設組合屋内温水プールの天井が落下する事故を受け、

使用が中止となったため、計画を下回る結果となっています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ５，５９０人 ５，６９０人 ５，７９０人 

   【施策の方向性】 

    「水中」を利用した運動は足腰への負担も少なく、健康の維持・増進につながること 

から、助成事業を継続します。 
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  シ 在宅リフレッシュ事業 

    要介護４及び５の方を在宅で介護している方の良好な介護環境を作ることを目的に、

「はり・灸・マッサージ・指圧」や「温泉施設」、「食事施設」などの助成券を交付するこ

とで、ストレス等の軽減と健康維持等を図ります。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ３７０人 ４１４人 ４６３人 

実績 ３１７人 ３４５人 ４６３人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。 

今後も高齢化に伴い、対象者の増加が見込まれます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ４７０人 ４７５人 ４８０人 

   【施策の方向性】 

    介護者の身体的・精神的負担軽減を目的としたサービスであり、今後も介護者のニ 

ーズについて情報収集を行いメニューを増やすなど、介護者の負担軽減に努めます。 
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 ② 就業の場の確保に向けた支援 

     高齢者の就労の場を提供している組織への支援を通じて高齢者の働く機会を増 

やします。 

    

ア シルバー人材センターへの支援 

働く意欲のある高齢者が、知識、経験、能力を活かし、自らの生きがいと社会参

加の機会を促進するため、シルバー人材センターに助成を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

会員数 
予測 ８３０人 ８４０人 ８５０人 

実績 ７４３人 ７６９人 ８５０人 

就業率 
予測 ８３．４％ ８３．８％ ８４．０％ 

実績 ８６．４％ ８８．０％ ８４．０％ 

   【評価・課題】 

    会員数は伸び悩んではいますが、就業率は高い水準を維持しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会員数 ８５０人 ８５０人 ８５０人 

就業率 ８４％ ８４％ ８４％ 

【施策の方向性】 

    高齢者の生きがいや社会参加、就労施策としてシルバー人材センターの重要性は 

増しており、今後も会員の拡大及び就労機会拡大の取り組みを支援します。 
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③ 生きがい活動への支援 

      ゆめクラブへの活動支援、生きがい教室の実施により、高齢者の生きがいの場を

提供します。 

 

ア ゆめクラブ活動への支援 

   60 歳以上の方の仲間づくりを通しての健康づくりと地域社会への参加活動等を支 

援・促進するために、ゆめクラブ連合会及び単位クラブへの助成を行い、高齢者の生 

きがい活動への支援を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

会員数 
予測 ２，８３０人 ２，８４０人 ２，８５０人 

実績 ２，７０７人 ２，５８８人 ２，８５０人 

クラブ数 
予測 ５０クラブ ５０クラブ ５０クラブ 

実績 ５０クラブ ５０クラブ ５０クラブ 

   【評価・課題】 

  概ね計画通りの結果となりました。引き続き会員取り込みに向けたＰＲなども強化して 

いきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会員数 ２，９００人 ２，９１０人 ２，９２０人 

クラブ数 ５０クラブ ５０クラブ ５０クラブ 

   【施策の方向性】 

    若年会員に魅力を感じてもらえるような内容にするなどの工夫、加入ＰＲの強化など 

の取り組みに支援します。 
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  イ 生きがい教室の充実 

 高齢者が趣味を楽しむことにより学習や創造の喜びを得るとともに、仲間と知り合う 

きっかけづくりの場とすることを目的に各種教室を開催します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

受講 

者数 

予測 ３６０人 ３６０人 ３８０人 

実績 ３２３人 ３３６人 ３８０人 

延人数 
予測 ２，０３０人 ２，０３０人 ２，１５０人 

実績 １，９７６人 １，７２４人 ２，１５０人 

教室数 
予測 １７教室 １７教室 １７教室 

実績 １７教室 １７教室 １７教室 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

受講者数 ３８０人 ３９０人 ３９５人 

延人数 ２，０００人 ２，０２０人 ２，０２５人 

教室数 ２０教室 ２０教室 ２０教室 

   【施策の方向性】 

    高齢者のニーズを的確に把握し、新規教室を企画するなど、さらに魅力的な教室 

を開催します。 
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  ウ ふれあいランチ事業 

    日頃、ひとりで食事をしている高齢者が集まり、楽しく食事をし、交流の場が広がる 

ことで、健康増進を図ります。また、食の創造館で調理した給食を提供します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

開催数 
予測 １０回 １０回 １１回 

実績 １１回 １０回 １１回 

参加 

人数 

予測 ２２０人 ２４０人 ２６５人 

実績 ３３６人 ２４５人 ２６５人 

   【評価・課題】 

    人気も高く、計画を上回る結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開催数 １０回 １０回 １０回 

参加人数 ２７０人 ２７０人 ２７０人 

   【施策の方向性】 

    孤食（一人での食事）を防ぎ、高齢者相互の交流を図るため、各コミュニティセンタ 

ーや常設サロンで開催します。ただし、コロナウイルスをはじめとした感染症拡大防止 

の観点から、開催に際しては十分に注意するとともに、必要に応じて開催の見送りも 

検討します。 
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  ④ 敬老意識の高揚 

      長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬い、広く市民の敬老意識の高揚を

図ります。   

 

  ア 地域ふれあい事業 

    地域でのふれあいを通じて高齢者福祉への関心と理解を深めるとともに、外出支援 

により高齢者自らの生活意欲の向上を促すことを目的に実施します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

対象 

者数 

予測 ３４，０００人 ３５，０００人 ３６，０００人 

実績 ３３，５６７人 ３４，０９３人 ０人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりましたが令和２年度については、新型コロナウイルス感染

拡大防止のため実施していません。今後状況を見ながら、地域力の強化を図るため、

支援を継続していきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象者数 ３６，５００人 ３７，０００人 ３７，５００人 

【施策の方向性】 

    地域において高齢者が他世代との交流を図る事業を行うことにより、地域の各種団

体が一体となり、地域力の更なる強化に向け支援します。 
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  イ 高齢者敬老祝金等の贈呈 

    多年にわたり社会に尽くしてきた高齢者を敬い、その長寿を祝うため、お祝い金や 

お祝い品を 88 歳、100 歳以上の方へ贈呈します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

88 歳 
予測 ３７０人 ３９５人 ４２２人 

実績 ３５２人 ３８２人 ４２２人 

100 歳

以上 

予測 ３２人 ３４人 ３６人 

実績 ５１人 ４２人 ３６人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。今後も高齢化により、対象者が増加してくるものと

考えられます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

88 歳 ３９０人 ３９５人 ４００人 

100 歳以上 ４５人 ５０人 ５５人 

【施策の方向性】 

    引き続き敬老意識の高揚を目的として実施します。 
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基本目標２ 地域包括ケアシステムの一層の深化・推進 

 

    今後高齢者のひとり暮らしや高齢者のみ世帯など、地域で見守りや支援が必要な

高齢者に加え、障がいのある家族と高齢者のみ世帯など複合的な支援が必要となっ

てくることが予想されるなかで、地域に住む方が安心して住み続けていけるよう、関係

機関と地域が連携し、地域ごとの「医療」・「介護」・「予防」・「住まい」・「生活支援」が

一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の更なる深化を図ります。 

 

 （１）地域包括ケアシステムについて 

 

 ① 地域における高齢者の生活支援及び関係機関との連携強化 

     高齢者が住み慣れた地域で住み続けていけるよう「自助・互助・共助・公助」を組 

み合わせながら包括的にサービスを組み合わせていけるよう努めていきます。また

「必要な支援を包括的に提供する」という地域包括ケアシステムの考え方を、障が

い者や子ども等にも対象を広げ、関係機関、地域住民と協働で支えていけるよう取

り組んでいきます。さらに地域包括ケアシステムの中核を成す、地域包括支援セン

ターの窓口機能の充実にも取り組みます。 

 

  ア 地域包括支援センター 

    本市における地域包括支援センターは保健師（看護師）、主任介護支援専門員、 

社会福祉士の３職種で構成されており、各包括に３職種の職員を含め４人程度の人

員がいます。市内には６か所に設置しており、市をはじめ、介護事業所、地域団体等

と連携し地域の課題解決に努めます。 

    平成 30 年度に開設した基幹型地域包括支援センターが、各地域包括支援セン 

ターの統括、総合調整及び後方支援を行います。 

 

イ 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進 【重点施策】 

    地域共生社会の実現に向け、地域住民が市と協働し、地域及び個人が抱える生 

活課題を解決していくことができる「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進していきます。

さらに、複雑化及び複合化する地域住民の支援ニーズに対応すべく、対象者の 

属性に関わりなく各関係部署・機関と連携しながら事案に取り組む包括的かつ重層 

的な支援体制の推進を図ります。 
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ウ 相談受付体制・ＰＲの充実 

 ａ 相談受付体制の充実 

   市役所地域包括ケア推進課の窓口をはじめ、各地域包括支援センター、えびな

在宅医療相談室等、相談を受けた際に迅速に対応するため、職員の意識向上及

び連携の強化等を含めた相談受付体制の充実を図っていきます。 

   また対応に際しては海老名市社会福祉協議会及び警察、神奈川県等の関係

機関とも連携を図ります。 

 

 ｂ ＰＲの充実 

   介護保険の概要が記載されている「あったかいね介護保険」、主に在宅の高齢

者を対象とした市のサービスが記載されている「高齢者ガイドブック」等を活用し、

高齢者やその家族に向けた情報提供を行います。また広報えびなや市ホームペー

ジなども活用し積極的な情報発信を実施します。 
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 （２）在宅支援事業 

 

 ① 在宅福祉サービス 

      市単独の在宅福祉サービスの充実を通じ、生活の安定のために必要な支援を

行います。 

 

  ア 配食サービス 

    ひとり暮らしや高齢者世帯の自宅に訪問し安否確認を行います。また同時に食時

のサービスを行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ２６０人 ２７０人 ２８０人 

実績 ２４８人 ２０６人 ２８０人 

延食数 
予測 ２８，９２０食 ２９，４６０食 ３０，０００食 

実績 ３０，３４５食 ２６，３０３食 ３０，０００食 

   【評価・課題】 

    利用者数については、減少傾向にあります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ２１０人 ２１０人 ２１０人 

延食数 ２６，５００食 ２６，５００食 ２６，５００食 

【施策の方向性】 

    民間の配食事業者も増加していることから、今後、利用者のニーズを把握しつつ、

別のサービスによる安否確認機能の充実の可否を検討します。 
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  イ 介護用品の給付 

    在宅の要介護３以上の寝たきりや認知症高齢者に紙おむつなどを支給します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ３８０人 ３９０人 ４００人 

実績 ４０５人 ４６６人 ４００人 

   【評価・課題】 

    計画を上回る利用人数となりました。高齢化に伴い要介護認定を受けた方々への

ニーズが高まっていることが推測されます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ４７０人 ４８０人 ４９０人 

   【施策の方向性】 

    今後、在宅での介護を希望される方の増加に伴いニーズも高まってくることが考え

られるため、引き続き事業継続を図ることにより介護者の負担軽減につなげます。 
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  ウ えびな安心キット・救急安心カードの配布 

    市内在住の 65 歳以上の高齢者を対象に、緊急時の連絡先等の情報を記入し保

存する、えびな安心キットや携帯できる救急安心カードを配付し、高齢者の不安解消

に努めます。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

安心 

キット 

予測 ９９５個 １，２９０個 １，６７７個 

実績 ４２２個 ３３５個 １，６７７個 

救急 

安心 

カード 

予測 ３００枚 ３００枚 ３００枚 

実績 １２７枚 ２０８枚 ３００枚 

   【評価・課題】 

    配布数が伸び悩んでいます。今後高齢化に伴うニーズの高まりが予測できますので、

引き続きＰＲ活動に取り組む必要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

安心キット ３５０個 ３７０個 ３９０個 

救急安心カード ２１０枚 ２３０枚 ２５０枚 

   【施策の方向性】 

    最新の状態に更新して保管してもらうなど活用方法についても周知徹底を図ります。 
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  エ 寝たきり老人等短期入所 

    介護者等が葬祭や事故、疾病等の理由で、一時的に居宅での介護ができなくなっ

たとき、一定期間入所できる事業です。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

特養 

延人数 

予測 ４０人 ４５人 ５０人 

実績 １３人 １２人 ５０人 

養護 

延人数 

予測 ４人 ５人 ５人 

実績 ０人 ０人 ５人 

緊急 

延日数 

予測 １００日 １００日 １００日 

実績 ５７日 ６５日 １００日 

   【評価・課題】 

    計画策定時は、利用者の増加を見込んだ数字設定をしていましたが、平成 30 年

度、令和元年度とも予測値を下回る結果で推移しました。引き続き適正な運用に努

めていきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特養延人数 １４人 １４人 １４人 

養護延人数 ５人 ５人 ５人 

   【施策の方向性】 

    緊急については、市内に短期入所施設が増加し利用頻度が落ちたため、令和３年

度以降は廃止し、受け入れに伴う定員超過に対する減算補てんに切り替えます。 

今後も虐待事案等サービスを必要とされる方が利用できるよう、適正に運用します。 
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  オ 老人福祉施設入所措置 

    身体上又は精神上の障がいにより常時介護を必要とする方で、居宅で適切な介護

を受けることが困難な 65 歳以上の方が入所しています。介護保険制度では契約入

所となりますが、高齢者本人が虐待や介護放棄など「やむを得ない事由」がある場合

には、保護措置として入所措置を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

特養措

置者数 

予測 ３人 ３人 ３人 

実績 １人 １人 ３人 

養護措

置者数 

予測 １３人 １４人 １５人 

実績 １５人 １４人 １５人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。今後高齢化に伴い、対象者の増加が見込まれる

ため、引き続き適正な運用に努めていく必要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特養措置者数 １人 ２人 ３人 

養護措置者数 １０人 １１人 １２人 

   【施策の方向性】 

    措置入所については、支援者、地域包括支援センター等と連携しながら適切に判

断します。 
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  カ 高齢者の外出支援 【新規施策】 

    近年、高齢者の免許の返納が進んでいる中で、返納後の移動手段として外出支援

ニーズが高まっています。 

    本市においては、福祉有償運送サービスをはじめ、高齢者外出支援ぬくもり号・さく

ら号の運行、そして公共交通不便地域の解消を目的に設置されたコミュニティバスの

ように外出支援対策に取り組んでいます。 

    高齢化の更なる進展に伴い、今後外出支援ニーズもより複雑化することが予想され

るため、ニーズに合った外出支援ツールについて検討します。 

 

（参考）海老名市の外出支援 

名称 福祉有償運送サービス ぬくもり号・さくら号運行 コミュニティバス 

内容 

ボラ ンティ アド ラ イ バ

ー（登録ボランティア）所

有 の 一 般 車 両 を 利 用

し、単 独 での外 出 が困

難 な 方 の 送 迎 を 行 う 。

（送 迎 例 ： 医 療 機 関 へ

の通院など） 

高齢者障がい者の外

出 の機 会 を増 やし、買

い物支援や健康増進に

つなげることを目的に、

時 刻 表 に沿 っ てワゴン

型 車 両 で指 定 ルートを

定期巡回する。（市内 7

ルート） 

公 共 交 通 不 便 地 域

の解 消を目 的に、市 内

３ルートでコミュニティバ

スの運 行 を実 施 してい

る。 

対象者 

交通機関を単独で利

用 す る こ と が 困 難 で あ

り、車両の乗り降りや乗

車中に見 守りが必 要 な

方が対象。 

（登録の必要：有） 

高 齢 者 、障 がい者 と

その介護者の方 

（登録の必要：無） 

利用者制限なし 

実施 

主体 

海 老 名 市 社 会 福 祉 協

議会ほか 

海老名市 海老名市 
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 （３）地域支援事業の充実 【重点施策】 

    地域支援事業とは、介護保険制度の円滑な実施の観点から、被保険者が要介護

状態になることを予防するとともに、要介護状態になった場合においても、可能な限り

地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援する事業です。 

 

 ① 介護予防・日常生活支援総合事業  

    要支援者・介護予防事業対象者に対し、既存の介護予防等の生活支援サービス

に加え、ボランティア等地域における社会資源の活用を図り総合的サービスを提供し

ます。また地域の高齢者が生活支援の担い手としての社会的役割を持つことで、生

きがいや介護予防につなげる取り組みを支援します。 

 

  ア 介護予防・生活支援サービス事業 

   ａ 従前の訪問介護相当サービス事業（旧 介護予防ホームヘルプサービス） 

    ホームヘルパーが家庭を訪問し、掃除や買い物などの身体介護や生活援助を行う

ことで、家族の介護負担の軽減を図る事業です。 

※平成 29 年４月より名称が「訪問介護相当サービス」となっています。 

※令和２年４月より名称が「従前の訪問介護相当サービス」となっています。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ３，１３０人 ３，１９３人 ３，２５６人 

実績 ２，６３６人 ２，４５０人 ３，２５６人 

   【評価・課題】 

    計画を下回る利用量であり、今後必要となるサービス供給量を見極めていきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ２，４９０人 ２，５３０人 ２，５８０人 

   【施策の方向性】 

    総合事業対象者及び要支援認定者の増加に伴う需要増加も予想されることから、

供給量については年度ごとに適切に見極めます。 
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  ｂ 訪問型サービスＡ事業 【新規施策】 

    従前の訪問介護相当サービスと異なり、市の養成講座を受講すれば、ホームヘル

パーの資格がなくてもサービス提供ができるといった、提供者の基準が緩和された事

業であり、具体的なサービス例として、調理や掃除、ごみの分別・ごみ出し及び買い

物代行などの生活援助があります。 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 １５人 ２５人 ３５人 

   【施策の方向性】 

    総合事業対象者及び要支援認定者の増加に伴う需要増加も予想されることから、

供給量については年度ごとに適切に見極めます。 

 

（参考）事業イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例）日常生活での悩み 

 かがめず、台所の床を掃除できない 

 上手に洗濯物を畳めない 

 長時間立ち仕事ができず、料理が作れない 

 足腰が悪く、買い物に行くことができない 

調理 掃除 選択 買い物代行 

訪問型サービスＡ事業 

サービス提供 
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  ｃ ふれあい訪問（訪問型サービスＢ事業） 

    総合事業対象者及び要支援認定者のうち、ひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの

世帯が対象となります。訪問員が自宅に訪問し安否確認を行います。同時にごみ出

し補助などの簡単な福祉支援を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 １００人 １００人 １００人 

実績 ９４人 ９１人 １００人 

   【評価・課題】 

    令和元年度に、家庭ごみの一部有料化に伴い、燃やせるゴミが戸別収集に変更さ

れたものの、ほぼ計画通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ９０人 ９２人 ９５人 

   【施策の方向性】 

    本事業については、委託先である海老名市社会福祉協議会と協議して対応します。 

 

  ｄ 訪問介護予防事業（訪問型サービス C 事業） 

    必要に応じて保健師、管理栄養士、歯科衛生士などが自宅を訪問し、その方に必

要な助言などを行います。 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ９０人 ９５人 １００人 

   【施策の方向性】 

    総合事業対象者及び要支援認定者の増加に伴う需要増加も予想されることから、

供給量については年度ごとに適切に見極めます。 
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  ｅ 従前の通所介護相当サービス事業（旧 介護予防デイサービス） 

    通所型サービスを提供する施設内にて、食事や入浴、排せつの介助、機能訓練等

を行い、利用者の心身機能の維持とともに、家族の身体的・精神的負担の軽減を図

る事業です。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ５，９３８人 ６，５３１人 ７，１８４人 

実績 ５，１３１人 ５，２７８人 ７，１８４人 

   【評価・課題】 

    計画を下回る利用量である、今後必要となるサービス供給量を見極めていきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ５，３７０人 ５，４６５人 ５，５６０人 

   【施策の方向性】 

    総合事業対象者及び要支援認定者の増加に伴う需要増加も予想されることから、

供給量については年度ごとに適切に見極めます。 

 

  ｆ 通所型サービスＢ事業（住民主体サービス） 

    ＮＰＯ、ボランティア等の住民が主体となって行う、要支援者及び事業対象者を含

む住民を対象とした通いの場の運営に対し支援します。 
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  ｇ 通所介護予防事業（通所型サービスＣ事業） 

    通所型サービスＣとは、生活機能を改善するため運動器の機能向上や栄養改善等

のプログラムを３～６か月の短期間で行うサービスで、保健師等によって自治会館な

どを会場にして行われます。日常生活に支障のある生活行為を改善するために、個

別に応じてプログラムを複合的に実施します。 

第７期実績 

（回数／延人数） 
平成 30 年度 令和元年度 

令和２年度 

（推計） 

まるごと介護 

予防教室 

予測 45 回/1,000 人 45 回/1,000 人 45 回/1,000 人 

実績 ４５回/６１４人 ４２回/４４３人 45 回/1,000 人 

水 中 ウォーキン

グ教室 

予測 ３６回/７００人 ３６回/７００人 ３６回/７００人 

実績 ３６回/５０４人 ２２回/４５１人 ３６回/７００人 

栄養改善 
予測 １８回/１００人 １８回/１００人 １８回/１００人 

実績 １８回/４８人 ７回/８人 １８回/１００人 

口 腔 機 能 の 向

上 

予測 １２回/１００人 １２回/１００人 １２回/１００人 

実績 １２回/５２人 ６回/１５人 １２回/１００人 

ト ラ ン ス フ ィ ッ ト

ネス教室 

予測 １２回/２００人 ※一 般 介 護 予 防 事 業 と

して実施 実績 １２回/１２１人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。引き続き、事業対象者の把握と自立支援に向け

たケアマネジメントを視野に入れ実施していきます。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

まるごと介護 

予防教室 

回数 ４２回 ４２回 ４２回 

延人数 ４４３人 ４４３人 ４４３人 

水 中 ウォーキング

教室 

回数 ２２回 ２２回 ２２回 

延人数 ４５１人 ４５１人 ４５１人 

栄養改善 
回数 ７回 ７回 ７回 

延人数 ８人 ８人 ８人 

口腔機能の向上 
回数 ６回 ６回 ６回 

延人数 １５人 １５人 １５人 

   【施策の方向性】 

    保健・医療の専門職による個別計画に基づいた運動指導を短期間で集中的に行

うことで、生活機能の維持・改善を図るとともに、運動の習慣化や地域活動への参加

など、事業終了後も一般介護予防事業への参加等介護予防の取り組みが継続され

るよう支援します。効果的な介護予防マネジメントと自立支援に向けたサービス実施

による重度化予防の推進等により、認定に至らない高齢者の増加に努めます。 

 

  ｈ 介護予防ケアマネジメント事業 

    介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ（遅らせ

る）」「要支援・要介護状態になってもその悪化をできる限り防ぐ」ために、高齢者自身

が地域において、一人ひとりの有する能力に応じ、自立した日常生活を送れるよう支

援するものであり、従来からのケアマネジメントのプロセスに基づくものです。 
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  イ  一般介護予防事業 

  ａ 介護予防普及啓発事業 

    市独自で行う事業や地域の互助、民間サービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢 

者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実さ 

せ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地 

域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立 

支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生きがい・役割をもって生活で 

きる地域の実現を推進します。 

第７期実績 

（回数/延人数） 
平成 30 年度 令和元年度 

令和２年度 

（推計） 

こころとカラダの健

康教室 

予測 200 回/4,000 人 200 回/4,000 人 200 回/4,000 人 

実績 372 回/4,420 人 356 回/4,795 人 200 回/4,000 人 

認知症予防 
予測 36 回/1,000 人 36 回/1,000 人 36 回/1,000 人 

実績 36 回/949 人 36 回/913 人 36 回/1,000 人 

運動機能向上（ビ

ナスポ活用術） 

予測 60 回/1,400 人 60 回/1,400 人 60 回/1,400 人 

実績 58 回/1,127 人 57 回/921 人 60 回/1,400 人 

トランスフィットネス

教室 

予測 12 回/200 人 24 回/480 人 18 回/360 人 

実績 12 回/170 人 24 回/289 人 18 回/360 人 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。高齢者が容易に通える範囲に通いの場を展開 

する必要があります。またどのレベルの方でも行えるよう検討が必要です。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

こころとカラダの健

康教室 

回数 ３５６回 ３５６回 ３５６回 

延人数 ４，７９５人 ４，７９５人 ４，７９５人 

認知症予防 
回数 ３６回 ３６回 ３６回 

延人数 ９１３人 ９１３人 ９１３人 

運動機能向上（ビ

ナスポ活用術） 

回数 ５７回 ５７回 ５７回 

延人数 ９２１人 ９２１人 ９２１人 

トランスフィットネス

教室 

回数 ２４回 ２４回 ２４回 

延人数 ２８９人 ２８９人 ２８９人 

   【施策の方向性】 

    介護予防の人材育成研修や地域活動組織の育成・支援、住民主体の通いの場等 

へのリハビリ専門職等の関与など、効果的かつ効率的な介護予防に資する事業を積 

極的に展開していきます。また地域における介護予防活動を把握するとともに、サー 

ビス事業の連携に努めます。 

 

  ｂ 地域版ともの輪（地域介護予防活動支援事業） 

    こころとカラダの健康教室「ともの輪」の受講者が中心となり、地域住民や自治会、 

民生委員、２層コーディネーター等地域の関係団体と協働し、住民主体で行う教室 

です。 

 

  ｃ 地域サロン 

    地域の方が「仲間づくり」、「生きがいづくり」を目的として集まる憩いの場で、おしゃ 

べりをして人とのつながりを作ったり、健康のために体操を行うなど、介護予防にも効 

果があります。 

 

  ｄ 地域リハビリテーション活動支援事業 

    地域における介護予防を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サー 

ビス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を 

促進します。 
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  ウ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について 【新規施策】 

これまで高齢者が「疾病予防・重症化予防」と「生活機能の維持・改善」の両面のニ 

ーズを有しているものの、「保健事業」と「介護予防」の実施主体が異なるために健康 

状況や生活機能の課題に一体的に対応できていない点が課題となっていました。 

今後、保健事業と介護予防事業健康づくり所管部署や国保・後期高齢者医療保 

険制度所管部署と連携し、医療・介護・健診などのデータを各部署が共有し、高齢者

の健康寿命の延伸に向けた保健事業と介護予防を一体的に実施できる体制を令和

６（2024）年度までに整備し、未病改善に向けた取り組みを展開します。 

 

 

（参考）市町村における実施のイメージ図 

 

 

厚生労働省ホームページ資料より 
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エ えびな元気お裾分けクラブ 

      65 歳以上の高齢者が、支援を必要とする高齢者宅や介護保険施設などで社会

貢献活動を行うことでポイントが付き、貯めたポイントはポイント数に応じて特典と交

換できる制度です。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

登録 

者数 

予測 １６５人 １７０人 １７５人 

実績 １５４人 １４７人 １７５人 

   【評価・課題】 

    登録者は伸び悩んでいます。今後は周知活動にも注力し登録者の増加に努め 

ます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者数 ２００人 ２２５人 ２５０人 

   【施策の方向性】 

    多くの方に登録してもらえるよう周知を強化していくとともに、研修等を通じて登録者 

のスキルアップを行います。また地域包括支援センターやケアマネージャーへも働き 

かけ、施設や高齢者宅などにおける活動の拡大に努めます。 
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 ② 包括的支援事業  

    高齢者及びその家族が地域で安心して笑顔で生活が送れるよう、医療・介護の支 

援を在宅で享受できる仕組みづくりをはじめ、認知症高齢者への支援等、包括的に 

取り組みます。 

 

  ア 在宅医療と介護の連携 

  ａ 在宅医療・介護の連携体制の推進 

    自宅等の住み慣れた場所で療養し、自分らしい生活を続けるため生活支援体制と 

医療連携体制の充実を図ります。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

在 宅 医

療 介 護

連 絡 協

議会 

予測 ３回 ３回 ３回 

実績 ３回 ３回 ３回 

   【評価・課題】 

  計画通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

在 宅 医 療 介 護 連

絡協議会 
３回 ３回 ３回 

   【施策の方向性】 

    市内の他の地域の支援につなげ生活支援体制と医療連携体制の充実を図ります。 
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  ｂ 在宅医療を担う人材の育成 

    年齢を重ねたり身体が不自由になったとしても自宅で安心して過ごせるように、かか 

りつけ医が在宅医療に取り組む動機付けや医療職と介護職が相互の知識を身につ 

けられるように、多職種向けに研修会を開催しています。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

多職種

研修会 

予測 ２回 ２回 ２回 

実績 ２回 ２回 ２回 

   【評価・課題】 

   計画通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

多職種研修会 ２回 ２回 ２回 

   【施策の方向性】 

    引き続き多職種向けの研修会を通じて、医療職と介護職の相互知識の定着に努 

めます。 
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  イ 認知症高齢者支援の推進 【重点施策】 

  ａ 認知症初期集中チームの運営・活用 

    認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮し続けら 

れるようにするため、専門のチームが支援します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 １２人 １２人 １２人 

実績 ５人 ６人 １２人 

   【評価・課題】 

  概ね計画通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 １０人 １５人 ２０人 

   【施策の方向性】 

  認知症が疑われる人及び認知症の人並びにその家族に対して、チーム員研修を受

けた、保健師・看護師・社会福祉士・専門医のほか、認知症の専門知識を持つスタッフ

で構成されるチームが自宅を訪問し、専門医療機関の受診、介護サービスに関する説

明や利用支援、認知症の状態に応じた助言などを行うなど早期に支援を行います。 

 

  ｂ 認知症地域支援推進員の活動の推進 

    地域に認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センターを含む医療機 

関や介護サービス及び地域の支援機関の間の連携を図るための支援や認知症の方 

の家族を支援する相談業務等を行います。 

 

  ｃ 認知症ケアパスの普及・啓発 

    「認知症ケアパス」とは、認知症かもしれないと不安に思っている方や認知症と診断 

された方、介護家族の方など多くの方に読んでいただくため、認知症の当事者や介 

護家族の実際の声をもとに「いつ・どこで・どのようなサービスが受けられるのか」の情 

報をまとめたものです。 

 

  ｄ サロン等を活用した医師・保健師等の派遣 

    認知症の早期発見のため、地域にあるサロンを活用し、認知症の方（疑いがある方） 

とその家族に対し医師や保健師の派遣を通じて、医療・介護などの関係機関と連携 

のもと、支援します。 
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  ｅ 認知症高齢者家族支援サービス 

    認知症高齢者の安全を守り、在宅介護している家族が安心して介護を続けられる 

よう、警察や関係機関が連携して早期発見するための「認知症等行方不明ＳＯＳネッ 

トワーク」や、ＧＰＳを利用した「はいかい高齢者位置探索システム」を導入しています。

さらに認知症によるはいかいの恐れがある高齢者を対象とした高齢者（認知症）あんし

ん補償事業（賠償責任保険）を平成 30 年７月に開始しました。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（推計） 

認 知 症 等 行 方

不明ＳＯＳネット

ワ ー ク シ ス テ ム

登録者数 

予測 ４０人 ４２人 ４４人 

実績 ７３人 １１１人 ４４人 

位 置 探 索 利 用

人数 

予測 １３人 １４人 １５人 

実績 １０人 ９人 １５人 

あんしん補償事業 ７３人 １０７人 １０７人 

【評価・課題】 

 高齢者の増加に伴い、はいかい高齢者も増加し、それに対応するため、登録者が

増加しているものと考えられます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認 知 症 等 行 方 不

明ＳＯＳネットワーク

システム登録者数 

１１２人 １１３人 １１４人 

位置探索 

利用人数 
１０人 １１人 １２人 

あんしん補償事業 １０７件 １０８件 １０９件 

   【施策の方向性】 

    今後、高齢者の増加に伴い、認知症高齢者のはいかいトラブルも増加してくること 

が予想されるため、引き続き効果的なシステムについて研究します。 
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  ｆ 認知症サポーター養成講座 

    認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者として、認知症サ 

ポーターを養成します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

回数 
予測 ２０回 ２０回 ２０回 

実績 ２３回 ２８回 ２０回 

延人数 
予測 ５００人 ５００人 ５００人 

実績 ６０９人 ６２３人 ５００人 

   【評価・課題】 

    今後も継続した講座開催を実施していきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

回数 ２８回 ２８回 ２８回 

延人数 ６３０人 ６３０人 ６３０人 

   【施策の方向性】 

    地域包括支援センターなどとの連携により、認知症の方やその家族を地域全体で 

支援する輪を広げます。 
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  ウ 生活支援体制の整備  

  ａ 生活支援コーディネーター、就労的活動支援コーディネーターの設置 【新規施策】 

    地域における多様な主体による多様な生活支援・介護予防サービス提供体制構築 

のため、生活支援コーディネーターを設置し、支援ニーズとサービスのコーディネート 

を行います。 

さらに、高齢者が生きがいや役割を持って社会参加を促す観点から、利用者に就 

労的活動を提供したいと考える介護事業所やＮＰＯ法人等に就労の場をマッチング

する就労的活動支援コーディネーターの配置も検討します。 

 

（参考）イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護事業所・ 

ＮＰＯ法人等 
民間企業等 

利用者等に対し就労活動

ができる場を提供したい 
仕事をお願いしたい。 

就労的活動支援コーディネータ

ー 

マッチング 
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  ｂ 地域における課題や資源の把握 

    地域におけるニーズや社会資源の状況を把握・整理を行います。また、多様な関 

係主体間の定期的な情報共有や連携を行う協議体等も開催し、地域課題の把握に 

努め、不足しているサービスの開発等、地域の支え合う体制づくりを推進します。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

協議体

開催 

予測 ２回 ２回 ２回 

実績 １回 ０回 ２回 

   【評価・課題】                    ※第 1 層協議体の開催回数のみ記載 

    コロナウイルスの影響等もあり、令和元年度は開催できませんでしたが、概ね計画

通りの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協議体開催 １３回 １３回 １３回 

※第８期は第１層協議体（市全体）及び第２層協議体（各地域）の開催回数を記載    

【施策の方向性】 

    引き続き、地域における課題及び資源の把握を行うべく取り組みます。 

    さらに、コロナ禍においても取り組みが継続できるよう、開催方法等について検討し 

ていきます。 

 

  ｃ 担い手の育成 

    高齢者等の地域住民の力を活用した多様な生活支援等サービスの創出に向けボ 

ランティア等の生活支援の担い手の養成に努めます。 
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 ③ 地域ケア会議  

    個別ケース検討を含めた地域ケア会議の開催を通じて、地域における課題の抽 

出・解決を図ります。また地域ケア会議開催による多職種や関係機関とのネットワーク 

構築を図ります。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

海老名

市 

予測 ２回 ２回 ２回 

実績 １回 ０回 ２回 

基幹型

包括 

予測 １０回 １０回 １０回 

実績 ５回 ５回 ５回 

東包括 
予測 １０回 １０回 １０回 

実績 １０回 ７回 １０回 

北包括 
予測 １８回 １８回 １８回 

実績 ２０回 １８回 １８回 

中央 

包括 

予測 ３０回 ３０回 ３０回 

実績 １５回 ７回 ３０回 

さつき町

包括 

予測 １０回 １０回 １０回 

実績 ４回 ２回 １０回 

国分寺

台包括 

予測 ４回 ４回 ４回 

実績 ４回 ２回 ４回 

南包括 
予測 ３回 ３回 ３回 

実績 ２回 ０回 ３回 

   【評価・課題】 

    概ね計画通りの結果となりました。定期的な開催により、地域の課題抽出、解決に 

つなげることができました。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

基幹型包括 ４回 ４回 ４回 

東包括 １０回 １０回 １０回 

北包括 ２０回 ２０回 ２０回 

中央包括 １０回 １０回 １０回 

さつき町包括 ６回 ６回 ６回 

国分寺台包括 ４回 ４回 ４回 

南包括 ４回 ４回 ４回 

   【施策の方向性】 

    問題を絞って会議を開催し、問題解決（政策提言など）を目指します。８期において 

は、各包括の総括を行う基幹型包括支援センターが各包括の会議を支援しながら、 

各地域の課題を吸い上げるなど、海老名市に替わって中心的な役割を担います。 
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 ④ 任意事業 

  ア 家族支援事業 

    「家族介護支援事業」として、高齢者を介護している家族に対して、介護方法や 

介護予防・介護者の健康づくり等についての知識・技術の習得を目的とした教室を 

開催します。 

第７期実績 

（回数/延人数） 
平成 30 年度 令和元年度 

令和２年度 

（推計） 

家族介護者教室 
予測 ６回/１８０人 ６回/１８０人 ６回/１８０人 

実績 ６回/１９７人 ６回/１８０人 ６回/１８０人 

   【評価・課題】 

    計画通りの結果となりました。介護を要する方の増加に伴い介護者も増加していく 

ことが予想されるため、介護に関する知識及び介護者の健康維持を目的として教室 

を充実させる必要があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

家族介護者教室 
回数 ６回 ６回 ６回 

延人数 １８０人 １８０人 １８０人 

   【施策の方向性】 

    教室の内容について、より介護者の役に立つよう充実を図ります。 
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イ 緊急通報システム貸与 

    ひとり暮らし高齢者等の不意の事故や病気等の緊急時に、ボタン一つで通報セン

ターを通じて消防署や協力員に通報が行き、安否を確認して健康と安全を守るシス

テムです。24 時間体制で通報センターが受け付け、緊急時以外にも健康の相談や

受診センターからの定期連絡としての安否確認を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

利用 

人数 

予測 ２６４人 ２５３人 ３１０人 

実績 ２７０人 ２９０人 ３１０人 

延件数 
予測 ７，０００件 ７，２００件 ７，４００件 

実績 １，７６７件 ２，０２７件 ７，４００件 

   【評価・課題】 

    利用人数、利用件数ともに抑えられています。今後はサービス内容についても、検

討していきます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 ３１０人 ３１０人 ３１０人 

延件数 ７，４００件 ７，４００件 ７，４００件 

【施策の方向性】 

    民生委員児童委員や地域住民へのサービス周知を図り、地域で協力体制が構築

できるよう努めます。 
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 （４）権利擁護の推進 

  

 ① 高齢者虐待防止の推進 

    家族をはじめとした介護者や、入所している施設の職員等による高齢者虐待が増

加し社会問題化している中で、早期発見の体制強化に努めるとともに、高齢者虐待

対策の検討や高齢者虐待防止の啓発を推進します。 

 

 ② 成年後見制度・市民後見人の活用 

    成年後見制度利用事業の効果的活用により、成年後見制度の周知を図るとともに,

後見が必要にもかかわらず申立てを行う配偶者及び４親等以内の親族が不在の場

合、本人の状況に応じて市民後見人等を活用しながら市長申立てを実施します。ま

た専門の相談窓口である成年後見・総合相談センターと連携し効果的な支援を行い

ます。 

 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

市長申

立件数 

予測 ７件 ７件 ７件 

実績 ０件 ３件 ７件 

   【評価・課題】 

    認知症があり身寄りがない高齢者が増加しており、今後市長申立てが必要は案件

が増えてくることが予想されるため、引き続き適正な運用に努めます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市長申立件数 ７件 ７件 ７件 

   【施策の方向性】 

    平成 28 年度に開設した「えびな成年後見・総合相談センター」の相談事業を中心

に関係機関と連携し支援体制の構築を図ります。 
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 （５）生活環境の整備 

 

 ① 住みやすいまちづくり 

     高齢者や障がいのある人が社会参画するうえでの障壁を取り除き、様々な分野に

おいて積極的に参加できる「福祉のまちづくり」を進めるため、バリアフリー施設等の

情報提供を行います。 

     また、高齢者や障がい者及び低所得者等の住宅確保要配慮者への居住支援と

して、本市は神奈川県居住支援協議会に加盟し、民間賃貸住宅への円滑な入居の

促進及び住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅の供給の促進、その他必要な措置に

ついて協議することで福祉の向上と豊かで住みやすい地域づくりに寄与することを目

的として取り組んでいます。 

 

② 安全・安心の対策（独居・高齢者のみ世帯） 

     ひとり暮らし高齢者の安全点検や孤立死対策のための定期的な見守り、災害時

の避難行動要支援者の把握等を通じて高齢者の方が安心して生活できる地域の構

築を図ります。 

 

  ア ひとり暮らし高齢者安全点検 

    ７０歳以上のひとり暮らし高齢者を対象に、生活の安全を確保するため、消防本部・

女性防火推進員・電気技術者の協力を得て、火気・電気の安全点検を行っていま

す。また、地震対策事業として家具の転倒防止安定板の設置を行います。 

第７期実績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

安全 

点検 

予測 １８０人 １９０人 ２００人 

実績 ３１人 ２５人 ２００人 

家具転

倒防止 

予測 ９０人 ９５人 １００人 

実績 １５人 ９人 １００人 

   【評価・課題】 

    計画を下回る結果となりました。引き続き周知徹底を図りつつ利用者の増加を目指

します。 
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予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

安全点検 ６０人 ６０人 ６０人 

家具転倒防止 ６０人 ６０人 ６０人 

   【施策の方向性】 

    高齢者の増加に伴い希望者も増加することが見込まれることから、点検の実施方法

や周知について検討します。 

 

  イ 孤立世帯・孤立死防止対策（高齢者見守り名簿） 

    65 歳以上で構成される世帯を対象とした「見守り世帯名簿」を作成し、孤立のリスク

の高い世帯について、民生委員等と協力して定期的な見守りを行います。 

 

  ウ 避難行動要支援者名簿の作成 

    災害時の避難にあたって特に支援を要する高齢者等の避難支援や安否確認を早

急に実施するため、本人の同意を得て名簿を作成し、民生委員をはじめ避難支援

関係部署へ名簿を提供します。さらに同意を得た方については個別支援計画も作

成し、避難支援者の登録など災害発生時の対応について関係機関で共有します。 

 

  エ 高齢者消費被害対策 

    悪質商法等の対策として、パンフレットの配布や注意喚起等の情報発信を積極的

に行います。また市役所に設置している「消費生活センター」では、高齢者の相談も

行います。 

 

 

 

- 66 -



 

 

 

基本目標３ 介護保険制度の適正な運営 

 

介護保険制度は、急速な高齢化の進展に伴い、寝たきりや認知症の高齢者が急

増したこと、介護期間が長期化する一方、核家族化や介護者の高齢化など介護する

側の環境も大きく変化してきたことを背景に、平成 12 年に創設されました。介護保険

事業は、国・県・市の「公費」と 40 歳以上の方が負担する「保険料」とで成り立ってい

ます。 

要介護状態になっても、一人ひとりが有する能力に応じて自立した日常生活を営

むことができるよう、適切な保健医療サービスおよび福祉サービスの総合的かつ効率

的な提供に配慮していきます。 

 

（１）利用しやすい介護保険制度の実現 

① 要介護認定の平準化  

ア 介護認定訪問調査 

介護保険サービスの円滑な提供を図るためには、要介護認定に必要な訪問

調査を行わなければなりません。調査が認定結果に大きな影響を与えることを十

分認識し、客観性、公平性の確保が重要です。調査員には、厳正かつ客観的な

判断が要求されることから、調査基準に則った調査が行えるよう、調査員に対す

る研修・指導を実施していきます。 

 

イ 審査会等の運営 

ａ 介護認定審査会 

介護認定審査会は、要介護認定の最終的な判定を行う審査機関であり、慎

重な審査が求められてきます。本市の介護認定審査会は３合議体により構成

されており、審査基準や判定結果の平準化を図る必要があることから、研修な

どを実施し、的確な審査会運営を行っていきます。 

 

ｂ 介護保険運営協議会 

介護保険制度を適正で効果的に運営するため、市長の諮問事項の審議及

び答申、介護保険事業計画の進行状況の管理及び評価、介護保険事業に

係る調査及び研究を行っていきます。 
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② 介護サービスの適正化 

ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供 

ａ 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問し、食事・排泄・入浴

などの身体介護や、掃除・洗濯・買い物・調理などの生活援助を行い、本人の

自立した生活を支援するとともに、家族の介護負担の軽減を図ります。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問介護 延回数 ２０１，５７６回 ２１１，５９６回 ２１７，６４４回 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

訪問介護 延回数 １１２，７０２回 １１７，４４５回 １２２，１４３回 

【評価・課題】 

各年度とも、計画の範囲内に収まる結果となりました。要介護者の増加に比

例して利用実績、給付費ともに増加しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護 延回数 ２０４，７５６回 ２０９，３２８回 ２２０，２２４回 

【施策の方向性】 

要介護者の在宅での生活を支える重要なサービスであり、既存事業者の事

業拡大や提供サービスの多様化により、供給量が確保できると見込まれます。

サービスの質が低下しないよう事業者との連携を図っていきます。 
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ｂ 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

訪問入浴車に簡易浴槽を積み、居宅内へ浴槽を持ち込んで入浴の介護や

介助を行うサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問入浴介護 延回数 ３，５７６回 ３，６００回 ３，６７２回 

介護予防 

訪問入浴介護 
延回数 １２回 １２回 １２回 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

訪問入浴介護 延回数 ３，８４７回 ４，４２８回 ５，０９２回 

介護予防 

訪問入浴介護 
延回数 １４回 ６４回 ７４回 

【評価・課題】 

ニーズの高まりから、計画を上回る結果となりました。要介護者の増加に比

例して利用実績、給付費ともに増加しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問入浴介護 延回数 ６，７８０回 ７，０４４回 ７，５９６回 

介護予防 

訪問入浴介護 
延回数 ８４回 ８４回 ８４回 

【施策の方向性】 

床ずれなどの予防や、入浴が持つ機能回復の効果、要介護状態の軽減や

悪化防止等の有用性も考慮し、適切なサービスの提供に努めます。 
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ｃ 訪問看護・介護予防訪問看護 

病状が安定期にある方の自宅を看護師などが訪問して、医師の指示のもと、

床ずれの手当てなど療養上の世話又は必要な診療補助を行うサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問看護 延回数 ４４，７７２回 ５２，１１６回 ５８，５００回 

介護予防 

訪問看護 
延回数 ８，８５６回 １１，５２０回 １４，０１６回 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

訪問看護 延回数 ２６，１０５回 ２８，８４８回 ３１，７３３回 

介護予防 

訪問看護 
延回数 ３，８０３回 ４，６４９回 ５，５７９回 

【評価・課題】 

医療ニーズのある後期高齢者が増加すると想定していましたが、計画を下

回る結果となりました。 

訪問看護の利用は年々増加しており、今後も需要が伸びることが予測される

ため、必要な供給量の確保が課題となります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問看護 延回数 ５７，２１６回 ５８，５６０回 ６０，０９６回 

介護予防 

訪問看護 
延回数 １２，４４４回 １３，９０８回 １４，５２０回 

【施策の方向性】 

在宅医療の充実が求められる中で、サービスの質を維持し、安定して提供

できるよう、事業所や医療機関との連携を深めていきます。 
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ｄ 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

心身機能の維持、回復のために主治医が必要と認める場合に、理学療法士

や作業療法士などの専門職が訪問し、機能訓練などのサービスを提供します。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １，５４８人 １，８９６人 ２，１２４人 

介護予防訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １８０人 １９２人 １９２人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １，３８８人 １６１５人 １，６２０人 

介護予防訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 ３７４人 ３８６人 ３９０人 

【評価・課題】 

訪問リハビリテーションについては、概ね計画の範囲内でしたが、介護予防

訪問リハビリテーションについては、計画を大幅に上回る結果となりました。これ

は、退院後、早期に利用することで日常生活動作の向上に取り組む要支援者

が増加していることが要因と考えられます。 

心身機能の維持、回復のために有効なサービスであり、効果的なサービスの

提供と供給体制の確保が必要です。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １，６３２人 １，７０４人 １，７２８人 

介護予防訪問 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 ３８４人 ３８４人 ３８４人 

【施策の方向性】 

日常生活動作（ＡＤＬ）の向上に効果があり、需要の増加が見込まれるため、

安定したサービスの提供に努めます。  
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ｅ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師等が居宅を訪問し療養上の指導や助言を行うサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

居宅療養管理 

指導 
延人数 ８，９８８人 １０，２６０人 １１，３６４人 

介護予防居宅 

療養管理指導 
延人数 ４５６人 ３８４人 ３１２人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

居宅療養管理 

指導 
延人数 １６，４７６人 １８，０３９人 １９，６６３人 

介護予防居宅 

療養管理指導 
延人数 １，０３８人 １，２６２人 １，５４０人 

【評価・課題】 

計画を大幅に上回る結果となりました。要介護度が上がるごとに医療と介護

の両方のサービスを必要とする方は増え、利用も増加しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅療養管理 

指導 
延人数 ９，６４８人 １０，００８人 １０，２４８人 

介護予防居宅 

療養管理指導 
延人数 １，０８０人 １，１８８人 １，２２４人 

【施策の方向性】 

利用者のニーズに応じた指導や通院困難な要介護者に対する継続的に医

学的管理ができるよう医師会・歯科医師会・薬剤師会との連携に努めていきま

す。 
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ｆ 通所介護（デイサービス） 

要介護認定者が、日帰りで施設での入浴や食事等の日常生活上の支援、

健康チェック、栄養指導、口腔ケアなどを受けられるサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

通所介護 延回数 ４８，７８０回 ５３，９８８回 ５５，４５２回 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

通所介護 延回数 ８４，７６０回 ８９，４１７回 ９３，８８８回 

【評価・課題】 

ニーズの高まりから、計画を上回る結果となりました。 

一定の利用があり、今後も需要が伸びることが予測されるため、必要な供給

量の確保が課題となります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

通所介護 延回数 ８４，３９６回 ８４，８６４回 ８５，６３２回 

【施策の方向性】 

在宅での家族介護負担の軽減や自立支援にも効果があることから、サービ

スの質を維持し、安定して提供できるよう、事業者等に働きかけていきます。 
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ｇ 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設や病院等に通って、その施設で理学療法や作業療法な

どの機能訓練を受けるサービスです。心身機能の維持、回復のために主治医

の指示のもとに行われます。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

通所 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延回数 ３２，６６４回 ３８，８２０回 ４４，２３２回 

介護予防通所

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １，０９２人 １，３４４人 １，５３６人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

通所 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延回数 ３３，１２３回 ３４，５７２回 ３５，９５５回 

介護予防通所

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 ９５０人 １，１２０人 １，３２２人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。 

心身機能の維持回復を図る大切なサービスで、一定の利用があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

通所 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延回数 ３２，７３６回 ３４，２６０回 ３６，５７６回 

介護予防通所

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 
延人数 １，１０４人 １，１６４人 １，１８８人 

【施策の方向性】 

今後も需要が伸びることが予測されるため、サービスの質を維持し、安定して提 

供できるよう、事業者等に働きかけていきます。 
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ｈ 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

介護老人福祉施設に短期間入所し、食事や着替え、入浴などの日常生活

の介護や機能訓練を受けるサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

短期入所生活

介護 
日 数 ３５，３５２日 ３６，１８０日 ３７，４１６日 

介護予防短期

入所生活介護 
日 数 ５６４日 ５７６日 ５７６日 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

短期入所生活

介護 
日 数 ３１，０９３日 ３０，００５日 ２９，５３２日 

介護予防短期

入所生活介護 
日 数 ８９６日 １，０３０日 １，１８５日 

【評価・課題】 

介護予防短期入所生活介護は、ニーズの高まりから、計画を大きく上回る

結果となりました。 

介護者の負担軽減につながるサービスとして一定の利用実績がありますが、

希望日が重複する特定時期に予約が取りにくい状況があります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

短期入所生活

介護 
日 数 ２６，７６０日 ２７，５７６日 ２８，５８４日 

介護予防短期

入所生活介護 
日 数 ６６０日 ６６０日 ６６０日 

【施策の方向性】 

介護者の身体・精神的負担の軽減や在宅生活継続のための重要なサービ

スであるため、利用者のニーズに対応できるようサービスの提供に努めます。 
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ｉ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

（介護老人保健施設・医療機関でのショートステイ） 

介護老人保健施設や医療機関に短期間入所し、医師や看護師、理学療法

士等による医学的管理のもと、機能訓練などの医療サービスを受けるものです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

短期入所療養

介護 
日 数 ５，９０４日 ７，２８４日 ７，６２０日 

介護予防短期

入所療養介護 
日 数 ５４日 ５４日 ５４日 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

短期入所療養

介護 
日 数 １，８１３日 １，７７５日 １，５１２日 

介護予防短期

入所療養介護 
日 数 ５５日 ８２日 ５２日 

【評価・課題】 

短期入所療養介護については、他の介護保険施設を代替として利用してい

ることで計画を下回っているものと考えられます。 

介護予防については、ニーズの高まりから、計画を上回る結果となりました。 

いずれも、家族等の介護者の負担軽減に効果があり、今後も一定の利用が

見込まれます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

短期入所療養

介護 
日 数 １，６８０日 １，６８０日 １，６９２日 

介護予防短期

入所療養介護 
日 数 ８４日 ８４回 ８４日 

【施策の方向性】 

介護者の身体・精神的負担の軽減や在宅生活継続のための重要なサービ

スであるため、利用者のニーズに対応できるようサービスの提供に努めます。 
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ｊ 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム等） 

介護付有料老人ホームなどに入居している高齢者に、日常生活上の支援

や介護を提供するサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

特定施設入居

者生活介護 
延人数 ３，５７６人 ３，９２４人 ４，３０８人 

介護予防 

特定施設入居

者生活介護 

延人数 ３６０人 ３６０人 ３６０人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

特定施設入居

者生活介護 
延人数 ３，２８９人 ３，２６９人 ３，４２０人 

介護予防 

特定施設入居

者生活介護 

延人数 ４５８人 ４８５人 ５２８人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果になりました。 

介護付有料老人ホームは、市内に８施設（５３６床）が整備されています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定施設入居

者生活介護 
延人数 ３，３６０人 ３，５４０人 ３，６７２人 

介護予防 

特定施設入居

者生活介護 

延人数 ５２８人 ５４０人 ５５２人 

【施策の方向性】 

既存施設の空室なども見受けられることから、現状では充足しているものと考え

ます。本計画中の介護付有料老人ホーム整備は短期入所生活介護からの転換

分のみとし、待機者数の動向によって、次期計画を見据えた準備を進めます。 
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ｋ 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

車いすや特殊寝台など日常生活の自立を助けるため福祉用具の貸与を行

うサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

福祉用具貸与 延人数 １４，６１６人 １６，４６４人 １７，１７２人 

介護予防 

福祉用具貸与 
延人数 ４，４０４人 ４，８１２人 ５，１００人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

福祉用具貸与 延人数 １４，９４４人 １５，６０３人 １６，２２７人 

介護予防 

福祉用具貸与 
延人数 ４，５１８人 ４，７５４人 ５，１７１人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。 

寝たきりを予防するなど利用ニーズが非常に高く、利用実績は年々増加して

おり、今後もこの傾向は続くと考えます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

福祉用具貸与 延人数 １５，８２８人 １６，１１６人 １７，０４０人 

介護予防 

福祉用具貸与 
延人数 ５，４２４人 ５，６５２人 ５，８４４人 

【施策の方向性】 

在宅生活をハード面で支えるサービスであり、寝たきりを予防する観点からも

非常に有効であるため、今後も適切なサービスの提供に努めます。 
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ｌ 福祉用具購入費の支給・介護予防福祉用具購入費の支給 

入浴または排せつなどの用具で貸与に適さない福祉用具等の購入費につ

いて、年間１０万円を上限として、利用者負担の割合に応じ９割～７割を支給

するサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

福祉用具 

購入費 
延人数 ３７２人 ４４４人 ５１６人 

介護予防福祉

用具購入費 
延人数 ２１６人 ２１６人 ２１６人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

福祉用具 

購入費 
延人数 ２５８人 ２４２人 ３２４人 

介護予防福祉

用具購入費 
延人数 ９７人 ７５人 １０８人 

【評価・課題】 

計画の範囲内での利用となりました。 

今後も一定の需要が見込まれます。状態に応じた福祉用具の選定が重要

であり、ケアマネジャーとの連携や情報収集が必要となります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

福祉用具 

購入費 
延人数 ３７２人 ３９６人 ４３２人 

介護予防福祉

用具購入費 
延人数 １２０人 １３２人 １３２人 

【施策の方向性】 

在宅生活をハード面で支えるサービスであり、利用者の一時的な負担を軽減 

する受領委任払い制度の周知を図りながら、引き続き、適切なケアマネジメントに

より利用を促します。 
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ｍ 住宅改修費の支給・介護予防住宅改修費の支給 

手すりの取り付けや段差の改修等、小規模な住宅改修について、一人につ

き２０万円までの費用を上限として、利用者負担の割合に応じ９割～７割を支

給するサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

住宅改修費 延人数 ３７２人 ４０８人 ４４４人 

介護予防 

住宅改修費 
延人数 １５６人 １８０人 ２０４人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

住宅改修費 延人数 ２２４人 ２５８人 ２７６人 

介護予防 

住宅改修費 
延人数 １５５人 １８５人 １４４人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。 

住環境を整えることで、身体機能の低下をハード面で支え、転倒事故等に 

よる要介護度の重度化を予防する観点から非常に有効なサービスです。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

住宅改修費 延人数 ２７６人 ２８８人 ３００人 

介護予防 

住宅改修費 
延人数 １０８人 １２０人 １２０人 

【施策の方向性】 

利用者の一時的な負担を軽減する受領委任払い制度の周知を図りながら、要 

介護状態に応じた適切な住宅改修の支援を図ります。 
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ｎ 居宅介護支援・介護予防支援 

居宅介護支援・介護予防支援は、在宅サービスの利用に当たり、本人の身

体状況や生活環境、意向などを考慮してサービス計画を作成し、介護保険サ

ービス事業所や施設との連絡調整を行うものです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

居宅介護支援 延人数 ２２，９９２人 ２５，３４４人 ２７，７９２人 

介護予防居宅

介護支援 
延人数 １０，５７２人 １１，５６８人 １２，８０４人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

居宅介護支援 延人数 ２２，３７７人 ２３，３７６人 ２３，７８８人 

介護予防居宅

介護支援 
延人数 ５，８７９人 ６，３４３人 ６，８１６人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。 

要介護認定者等の増加に伴い、介護予防を含めた居宅介護支援全体のサ

ービス利用が増えています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護支援 延人数 ２２，７４０人 ２２，８８４人 ２３，５０８人 

介護予防居宅

介護支援 
延人数 ７，０９２人 ７，３０８人 ７，５２４人 

【施策の方向性】 

過不足なく介護サービスを提供するケアプランが作成されているか、ケアプラン 

の点検を行うとともに、利用者が適切な居宅サービスを受けられるように、居宅 

介護支援事業者や地域包括支援センターとの連携に努めます。 
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イ 地域密着型サービスの提供 

ａ 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

サービス利用を主に生活圏域内にとどめることにより、地域の特性に応じ、

多様で柔軟なサービスを提供します。通いを基本に、利用者の状態やニーズ

に応じて訪問や宿泊サービスなどを同一施設で提供するため、いずれのサー

ビスを利用しても、馴染みの職員によるサービスが受けられることが特徴です。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

小規模多機能

型居宅介護 
延人数 ３９６人 ５０４人 ５６４人 

介護予防 

小規模多機能

型居宅介護 

延人数 ３６人 ９６人 １５６人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

小規模多機能

型居宅介護 
延人数 ２６４人 ３２０人 ４０８人 

介護予防 

小規模多機能

型居宅介護 

延人数 ２２人 １５人 １２人 

【評価・課題】 

新規事業所の開設が令和２年３月に遅れてしまい、計画を下回っているもの

と考えられます。 

利用者各々のニーズに対応する多様なサービスの提供が可能であることか

ら、一定の利用があり、現在２つの事業所を指定しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小規模多機能

型居宅介護 
延人数 ４６８人 ４９２人 ５４０人 

介護予防 

小規模多機能

型居宅介護 

延人数 １２人 １２人 １２人 

【施策の方向性】 

住み慣れた地域で可能な限り自立した生活を送れるよう通いを中心に日常

生活の支援をするサービスで、地域包括ケアシステムの中心的な役割を有す

るものと考えられ、積極的に整備を促進します。 
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ｂ 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の方が地域のデイサービス事業所へ通うサービスです。個々の状態

に応じたきめ細やかな介護サービスを提供します。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症対応型

通所介護 
延回数 ２，９６４回 ４，２４８回 ５，２９２回 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

認知症対応型

通所介護 
延回数 ２，２８０回 ２，３７９回 ２，４７４回 

【評価・課題】 

計画を下回る結果となりました。 

認知症対応型通所介護のサービス利用量は一定しており、介護予防認知症

型通所介護の利用実績はありませんでした。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型

通所介護 
延回数 ２，４７２回 ２，５６８回 ２，６２８回 

【施策の方向性】 

認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症対応型通所介護の需要は、増 

加するものと考えます。介護予防認知症型通所介護については、第８期計画期

間内の利用は見込んでいません。 
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ｃ 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

認知症の状態にある要介護（要支援）者が、共同生活を営みながら、入浴、

排せつ、食事等の介護など日常生活援助及び機能訓練を受けるサービスで

す。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症対応型

共同生活介護 
延人数 ９９６人 １，２６０人 １，３８０人 

介護予防 

認知症対応型

共同生活介護 

延人数 ０人 ６０人 ６０人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

認知症対応型

共同生活介護 
延人数 １，０６１人 １，１０７人 １，２９６人 

介護予防 

認知症対応型

共同生活介護 

延人数 ０人 ０人 ０人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。要支援の方を対象とした介護予防認知

症対応型共同生活介護については、実績がない原因を分析し、計画値を再考

します。 

第７期で２ユニット（３６床）を整備し、現在８施設（全１２６床）でサービス提供し

ています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型

共同生活介護 
延人数 １，４５２人 １，５８４人 １，６６８人 

介護予防 

認知症対応型

共同生活介護 

延人数 ０人 ０人 １２人 

【施策の方向性】 

認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症対応型共同生活介護の需

要は、増加するものと考えます。 
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ｄ 看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合せることにより、介護や看護

のケアを一体的に受けられるサービスです。複合型サービスとして、平成 24 年

度から新たなサービスとして位置付けられました。 

本市にサービス提供事業者がなく、利用実績はありません。ニーズの把握に

努めながら事業所指定をすることが必要です。第８期計画期間内の利用は見

込んでいません。 

 

 

ｅ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と

訪問看護を一体的に提供し、定期巡回と随時の対応を行うサービスです。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

延人数 －人 １６８人 ２２８人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計）

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

延人数 ３人 １０人 １２人 

【評価・課題】 

第７期で整備する計画でしたが、公募に応じる事業者がなく、また、代替サ

ービスである深夜早朝時間帯の利用実績がほとんどありませんでした。サービ

スを軌道に乗せるために、サービスの周知や利用者を増やすことが必要です。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

延人数 ３人 １０人 １２人 

※市外の事業所を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

事業所の整備目標は設定せずに、まずはサービスの利用促進を図ります。

ただし、ケアマネジャーから一定のニーズが報告されていることを踏まえ、事業

者からの相談には随時対応していきます。 
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ｆ 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

定員が 29 名以下の小規模な介護老人福祉施設に入所する方が、日常生

活上の世話や機能訓練などの介護サービスを受けられます。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

地域密着型介護

老人福祉施設入

居者生活介護 

延人数 １２人 １２人 １２人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計）

地域密着型介護

老人福祉施設入

居者生活介護 

延人数 １２人 １２人 １２人 

【評価・課題】 

計画どおりの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域密着型介護

老人福祉施設入

居者生活介護 

延人数 １２人 ３４８人 ６９６人 

※市外の施設を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

介護老人福祉施設の入所待機者の動向から、地域密着型介護老人福祉

施設入居者生活介護の需要は伸びると見込まれため、第８期中の整備を検討

します。 

 

ｇ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどの特定施設のうち、定員が２９名以下の小規模な介護

専用型特定施設に入居する方が、日常生活上の世話や機能訓練などの介護

サービスを受けることができますが、既存の特定施設入居者生活介護サービス

の利用でカバーします。第８期計画期間内の利用見込はありません。 
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ｈ 夜間対応型訪問介護 

ホームヘルパーが定期的に巡回したり、通報に基づいて随時緊急事態に対

応したりするなど、包括的なサービスを提供するものです。 

本市にサービス提供事業者がなく、利用実績はありません。ニーズの把握に

努めながら事業所指定することが必要です。第８期計画期間内の利用見込は

ありません。 

 

i 地域密着型通所介護 

利用定員が 18 人以下の小規模な通所介護事業所で、日常生活上の世話

や機能訓練などを提供するものです。 

在宅において家族の介護負担軽減や自立支援に効果があります。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

地域密着型 

通所介護 
延人数 ８，１９６人 １３，４８８人 １６，１２８人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

地域密着型 

通所介護 
延人数 ３，７６５人 ３，８４１人 ３，９３７人 

【評価・課題】 

利用は年々増加しており、今後も需要が伸びることが予測されるため、必要

な供給量の確保が課題となります。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域密着型 

通所介護 
延人数 ３，２５２人 ３，３１２人 ３，３９６人 

【施策の方向性】 

在宅での家族介護負担の軽減や自立支援にも効果があることから、サービ

スの質を維持し、安定して提供できるよう、事業者等に働きかけていきます。 
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ウ 施設サービスの提供 

ａ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常時介護を必要とする入所者に、施設サービス計画に基づき、介護等の日常 

生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の管理を行います。 

市内の介護老人福祉施設は９施設６１３床が整備されており、多くの利用があ

ります。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護老人 

福祉施設 
人 数 ４５５人 ４８１人 ５３３人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

介護老人 

福祉施設 
人 数 ４１０人 ４４３人 ４５５人 

【評価・課題】 

概ね結果どおりの結果となりました。第７期事業計画において１施設（１００床）

が整備され、現在９施設（全６１３床）でサービス提供しています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護老人 

福祉施設 
人 数 ５１４人 ５３４人 ５５４人 

※市外の施設を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

入所希望者は依然として多いが、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活 

介護の整備により、待機者の軽減が図られることから、本計画中の整備は短期入

所生活介護からの転換分のみとし、待機者数の動向によって、次期計画を見据

えた準備を進めます。 
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ｂ 介護老人保健施設（老人保健施設） 

慢性期医療とリハビリによって在宅復帰を目指す施設で、入所者に施設サ

ービス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護等の

世話及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の介護を行うサー

ビスを提供します。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護老人 

保健施設 
人 数 １９０人 １９０人 １９０人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

介護老人 

保健施設 
人 数 １６２人 １５９人 １５８人 

【評価・課題】 

市内に２施設１８５床が整備されておりますが、待機者はなく、充足した施設と 

考えます。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護老人 

保健施設 
人 数 １５５人 １５５人 １５５人 

※市外の施設を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

利用者のニーズに応じた適切なサービスの提供に努めます。 
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ｃ 介護療養型医療施設 

脳疾患や心疾患など急性期の治療後の長期療養施設で、施設サービス計

画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護等の世話及び

機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の介護を行うサービスですが、

市内に介護療養型医療施設はなく、利用者は市外の施設を利用しています。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護療養型 

医療施設 
人 数 １７人 １８人 １３人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

介護療養型 

医療施設 
人 数 １７人 １１人 ８人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。介護療養型医療施設はいずれ廃止さ

れることになっています。新施設への転換準備期間は令和６年３月まで延期さ

れています。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護療養型 

医療施設 
人 数 ８人 ８人 ８人 

※市外の施設を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

介護療養型医療施設の新たな受け皿となるのが「介護医療院」です。介護医

療院の整備は、第８期においては計画しておりませんが、若干名が他市町村

の施設を利用するものと見込みつつ、介護療養型医療施設は代替サービスの

転換まで現状と同程度の利用を見込みます。 
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ｄ 介護医療院 

介護療養型医療施設の廃止に伴い、新たな介護保険施設として創設され

た施設です。要介護者に対して「長期療養のための医療」と「日常生活上の世

話（介護）」を一体的に提供します。 

計 画 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護医療院 人 数 ０人 ０人 ６人 

実 績 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度（推計） 

介護医療院 人 数 ０人 ２人 ２人 

【評価・課題】 

概ね計画どおりの結果となりました。 

 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護医療院 人 数 ２人 ２人 ２人 

※市外の施設を含む海老名市保険者の利用人数 

【施策の方向性】 

介護医療院の整備は、第８期においては計画しておりません。若干名が他市 

町村の施設を利用する見込みです。 
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② 低所得者対策・負担軽減策 

ア 高額介護（介護予防）サービス費 

要介護者、要支援者が１ヶ月(同じ月)に支払った利用者負担の合計額（同

じ世帯に複数の利用者がいる場合には、世帯合計額）が一定の上限額を超え

たときは、要介護者には高額介護サービス費として、要支援者には高額介護

予防サービス費として支給されます。 

高額介護（介護予防）サービス費での１ヶ月(同じ月)の利用者負担上限額

は、所得区分に応じて、世帯単位及び個人単位で設定されています。 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

高額介護 

サービス費 
件数 ●●●件 ●●●件 ●●●件 

高額介護予防 

サービス費 
件数 ●●●件 ●●●件 ●●●件 

【施策の方向性】 

介護・介護予防サービスの利用者負担を軽減するために、一定額を超えた

分について支給するサービスです。サービス利用者の増加に伴い、件数・給付

額ともに年々増加しています。特に、自己負担割合が３割の被保険者が生じた

ことにより、この傾向は今後も続くと見込まれます。 

 

≪第８期計画≫介護保険制度改正にて変更の可能性あり 

利用者負担段階区分 利用者負担上限額 

現役並み所得世帯※１ 世帯 ４４，４００円 

一般世帯 世帯 ４４，４００円 

住民税世帯非課税 世帯 ２４，６００円 

 

・合計所得金額及び課税年金収入

額の合計が８０万円以下の方 

・老齢福祉年金の受給者 

個人 １５，０００円 

・生活保護の受給者 

・利用者負担を１５，０００円に減額することで生活保

護の受給者とならない場合 

個人 １５，０００円 

※１ 世帯内に課税所得１４５万円以上の被保険者がいる場合で、世帯年収５

２０万円以上（単身世帯の場合、３８３万円以上） 
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イ 高額医療合算介護（介護予防）サービス費 

介護と医療の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減するため、１年

間（８月１日～翌年の７月３１日）の負担額が介護と医療を合算（世帯内の同じ医

療保険に限ります。）して、所得区分に応じた基準額を超えた場合、この超えた

分が支給されます。 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

高額医療合算介護 

サービス費 
件数 ●●●件 ●●●件 ●●●件 

高額医療合算介護 

予防サービス費 
件数 ●●●件 ●●●件 ●●●件 

【施策の方向性】 

サービス利用者の増加に伴い、件数・給付額ともに年々増加しており、この

傾向は今後も続くと見込まれます。 

 

≪第８期計画≫ 

所得区分 
70 歳～74 歳の方 

がいる世帯 

後期高齢者医療制度

で医療を受ける人がい

る世帯 

現役並み 
所得者 ６７万円 ６７万円 

一般 ５６万円 ５６万円 

低所得者Ⅱ ３１万円 ３１万円 

低所得者Ⅰ １９万円 １９万円 

 

所得 

（基礎控除後の総所得金額等） 

70 歳未満の方 

がいる世帯 

９０１万円超 ２１２万円 

６００万円超 
９０１万円以下 

１４１万円 

２１０万円超 
６００万円以下 

６７万円 

２１０万円以下 60 万円 

住民税非課税世帯 ３４万円 
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ウ 特定入所者介護（介護予防）サービス費 

介護保険制度改正にて変更の可能性あり 

施設サービスの利用者負担を軽減するために、居住費と食費について、一定

の額を超えた分について、支給するサービスです。 

予 測 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定入所者介護

（予防）サービス費 
件数 ●●●件 ●●●件 ●●●件 

【施策の方向性】 

平成２８年８月から非課税年金を含めて判定することとなり、対象者が減少しま

したが、対象サービスの利用増加に伴い、件数は増加することが想定されます。 

 

≪第８期計画≫ 

 居住費の基準費用額 

・ユニット型個室  １，９７０円   ・ユニット型準個室 １，６４０円 

・従来型個室    １，６４０円 

（介護老人保健施設と短期入所生活介護は １，１５０円） 

・多床室         ３７０円 

（介護老人保健施設と短期入所生活介護は   ８４０円） 

 食費の基準費用額  １，３８０円 

 利用者負担段階 

・第１段階  本人及び世帯全員が住民税非課税であって、老齢福祉年金の

受給者、生活保護の受給者 

・第２段階  本人及び世帯全員が住民税非課税であって、合計所得金額＋

課税年金収入額＋非課税年金収入額が８０万円以下の方 

・第３段階  本人及び世帯全員が住民税非課税であって、利用者負担段階

が第２段階以外の方 
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※介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合の従来型個室の負担

限度額は、（ ）内の金額となります。  

利用者負担 

段階 

居住費等の負担限度額 
食費の 

負担限度額 
ユニット型 

個室 

ユニット型 

準個室 

従来型 

個室 
多床室 

第１段階 ８２０円 ４９０円 
４９０円 

(３２０円) 
０円 ３００円 

第２段階 ８２０円 ４９０円 
４９０円 

(４２０円) 
３７０円 ３９０円 

第３段階 １，３１０円 １，３１０円 
１，３１０円 

(８２０円) 
３７０円 ６５０円 
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（２）介護サービス基盤の整備 

①   介護保険サービス従事者の確保【重点施策】 

介護保険サービスは、サービス利用者一人ひとりの状況に応じた適切なサービス

提供が求められることから、直接サービスに携わる人材の役割は大きく、予測される

今後のサービス利用の増加に伴い、人材の確保・資質の向上は極めて重要なこと

となっています。 

このため、介護保険サービスに従事する人材の確保については、関係機関等と

の連携による取組を進めるとともに、特に、介護従事経験者などの潜在的人材への

啓発や、従事者の資質の向上に向けた研修の普及などについての展開を図って

いく必要があります。 

また、貴重な人材である市内の介護従事者について、市民のための介護に従事

していくことが可能となる環境整備を研究していくことも必要です。 

 

【施策の方向性】 

高齢社会の進展に伴い介護を要する人は今後も増え続け、その専門的な担

い手である介護従事者も比例して必要とされます。量、質ともに向上できるよう事

業者へ働きかけるとともに、関係機関との協議の場を設置し、介護人材育成のた

めに必要な情報交換を行います。 

 

②   在宅介護サービス事業者の質の向上と介護給付の適正化 

在宅介護サービスは、利用者の身体状況や意向などから、適切なサービス内

容・量を見極めたケアプランを作成し、これに基づく利用がなされます。 

このケアプランの作成については、今後も平準化や質の向上を図るため、ケアプ

ラン指導事業やケアプラン作成技術向上のための支援を行っていきます。 

また、居宅介護支援事業者、居宅介護サービス事業者及び介護保険施設との

連携を図り、質の高い適切なケアマネジメントを行うことができるよう、関係機関相互

の情報交換や連絡調整ができる体制の構築に努めます。 

要支援者に対しては、地域包括支援センターが中心となり、サービス利用者の

生活機能の回復につながるようなケアマネジメントを実施し、介護予防サービスの展

開を図ります。 

 

【施策の方向性】 

介護給付の適正化を図ることを目的に「真に必要なサービスが適切に提供さ

れているか」、「利用者の選択を阻害していないか」といった視点でケアプランの

点検を実施します。 
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③  入所施設の整備・充実 

介護保険サービスでは、要支援や要介護状態とならないよう予防したり、住み慣

れた地域で暮らすことができるように在宅サービスの充実を図ることが重要ですが、

虚弱な単身高齢者世帯や高齢者のみの世帯で、高齢者が高齢者を介護する世帯

が増加していることから、施設入所のニーズは高く、入所待機者もいます。 

また、認知症や重度の要介護者が増加し、介護を行う介護者の負担軽減の観

点からも、今後、介護者や高齢者が適切なサービスの選択が行えるよう、施設の量

や質の確保、充実が必要となります。 

第８期においては短期入所生活介護から介護老人福祉施設（特別養護老人ホ

ーム）への転換分 20 床及び介護付有料老人ホームへの転換分４床を確保します。 

整備目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護老人福祉施設 ６３３床 ６３３床 ６３３床 

介護老人保健施設 １８５床 １８５床 １８５床 

介護付有料老人ホーム ５４０床 ５４０床 ５４０床 

【施策の方向性】 

市内介護施設の動向や施設の待機者数等を勘案しながら、検討していきます。 

 

④  地域密着型サービスの整備・充実  

介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らしていけるように、市民が

受けられる介護サービスです。第８期では、認知症対応型共同生活介護施設（グ

ループホーム）を 1 施設、地域密着型介護老人福祉施設を２施設整備します。ま

た、通いを中心に利用者の選択に応じて訪問やショートステイのサービスを組み

合わせ多様なサービスを受けられる小規模多機能型居宅介護を１施設整備しま

す。なお、地域密着型特定施設については第８期における整備計画はありません。 

整備目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型共同生活 

介護（グループホーム） 
１２６床 １４４床 １４４床 

地域密着型介護老人 

福祉施設 
０床 ２９床 ５８床 

小規模多機能型居宅介護 ５８人 ８７人 ８７人 

【施策の方向性】 

市民の待機者の解消に向け、アンケートの結果や待機者数などを考慮しつつ、 

地域密着型サービスの充実を検討していきます。 

在宅介護実態調査の結果を考慮し、日中夜間の排泄、入浴洗身などの不安

を取り除くため「小規模多機能型居宅介護」のサービスの充実を図ります。 
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⑤  有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の基盤整備【重点施策】 

有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の本市の設置状況について

は表のとおりであり、整備率や空室の状況から供給量は充足していると考えてい

ます。そのため、基盤整備については、参入希望の事業者からの整備に関する

相談には個別に対応するとともに県と情報連携を図りながら、適切に進めていき

ます。 

 

設置状況 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
整備率 空

室 市 県 

住宅型有料老人ホーム ３１０室 ３２７室 ３４４室 0.84 0.69 有 

サービス付き高齢者向け住宅 ２６４室 ２８９室 ３１４室 0.60 0.59 有 

整備率…定員÷高齢者人口（第 1 号被保険者） 
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（３）財政基盤の整備 

①  介護保険料 

介護保険料基準額は、介護保険事業計画から算出した給付費の総額から、

国、県、市の負担金を控除し、予定保険料収納率で除したものを、さらに第１号

被保険者数で除した額となります。 

公費負担 50％の内訳は、国が 25％（施設等給付費 20％）、都道府県 12.5％

（施設等給付費 17.5％）、市町村が 12.5％となっています。 

 

国が負担する 25％（施設給付費等 20％）のうち、20％（施設給付費等 15％）

の部分は各市町村の標準給付費額に対して定率で交付されます。残りの５％の

部分は、市町村の努力では対応できない第１号保険料の格差を是正するための

調整交付金として交付されます。 

 

保険料負担 50％の内訳は、第１号被保険者分が２３％、第２号被保険者分が

２７％です。なお、第１号被保険者と第２号被保険者の負担割合は、事業計画期

間ごとに全国ベースの人口比率で定められます。 
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第１号被保険者の保険料は、保険者である市が条例で定めます。保険料の設

定にあたっては、保険給付の対象となる介護サービス見込み量に基づき給付費を

推計し、これに見合う保険料額を設定することになります。 

 

介護保険制度が創設された平成１２年度以降、本市の介護給付費は、高齢者

人口の増加と要介護・要支援認定者の増加に伴い、増加の一途をたどっており、

今後も介護給付費は増加し続けていくと見込んでいます。 

 

 

第８期計画期間における保険料については、サービス利用の増加や介護給付

費の増加のため、これまでよりも上昇せざるを得ません。 

 

しかし、これまで積み立ててきた介護保険給付費等準備基金を取り崩すこと、上

げ幅を抑制するとともに、非課税者の一部に国で定める料率より低い料率を設定

することで、引き続き、低所得者層に対して過重な負担とならないよう配慮します。 

 

 保険料基準額 （年額）   ●●●●円 

 

            （月額）   ●●●●円 
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※（A）及び（B）は、今後、変動があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料基準額の算定

区分

段階

最高負担率

標準給付費見込額（A)

地域支援事業費（B)

地域支援事業費のうち
介護予防・日常生活支援総合事業費（B')

補正後被保険者数（C)

第1号被保険者負担分相当額（D)
D＝（　A　+　B　）×２３％

調整交付金相当額（E)
E＝　（A　+　B')　×　５％

準備基金取崩額（H)

保険料収納必要額（I)
I＝　D　+　E　-　G - H

予定保険料収納率（J)

第1号被保険者基準保険料（年額）（K)
K＝　I　÷　J　÷　C

第1号被保険者基準保険料（月額）（H)
H＝　K　÷　１２

策定中

策定中

98.26%

策定中

12段階　【第７期】

2.10　　【第７期】

案

23,064,242,860円

1,582,543,111円

策定中

策定中

策定中

策定中

策定中
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②  費用推計 （※ 推計費用総額は、今後、変動があります。） 

介護保険給付費は、居宅サービス費、地域密着型サービス費、居宅介護支援

費、介護保険施設サービス費、介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービ

ス費、介護予防支援費、特定入所者介護等サービス費、高額介護等サービス費、

高額医療合算介護等サービス費及び審査支払手数料の合計額となります。 

（単位：千円） 

実 績 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

居 宅 サ ー ビ ス 費 ２，７５６，３４２ ２，９４１，２９５ ３，１０４，２５８ 

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 費 ５１５，９３０ ５５５，７１８ ５９５，７９３ 

居 宅 介 護 支 援 費 ２８３，４６８ ３０３，９２２ ３１８，０４３ 

施 設 サ ー ビ ス 費 １，９４３，９９４ １，９７６，７７６ １，９８９，２６５ 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 費 ２４８，１７３ １５９，６８２ １８０，１０８ 

地域密着型介護予防サービス費 ２，３６５ １，４２０ ８６９ 

介 護 予 防 支 援 費 ３４，６２６ ２７，３９５ ２９，８６２ 

特 定 入 所 者 介 護 等 サービス費 １７１，４５９ １７５，５１８ １７１，６０８ 

高 額 介 護 等 サ ー ビ ス 費 １４０，５７４ １４３，２４２ １７１，１８５ 

高額医療合算介護等サービス費 １７，０７５ １９，３０２ ２１，６６７ 

審 査 支 払 手 数 料 ４，７１８ ４，７５１ ５，８６６ 

合   計 ６，１１８，７２４ ６，３０９，０２１ ６，５８８，５２４ 

費 用 推 計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居 宅 サ ー ビ ス 費 ３，２５２，６４８ ３，３５０，０７０ ３，４７２，８１９ 

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 費 ７４５，０１２ ８２９，５７４ ９０９，５２６ 

居 宅 介 護 支 援 費 ３３２，３８９ ３３４，９０６ ３４３，７４７ 

施 設 サ ー ビ ス 費 ２，３５７，４９３ ２，４２６，０１１ ２，４９３，４７４ 

介 護 予 防 サ ー ビ ス 費 ２０７，８８５ ２２０，５５７ ２２６，５４２ 

地域密着型介護予防サービス費 ８９０ ８９１ ５，６５１ 

介 護 予 防 支 援 費 ３４，４８９ ３５，５５４ ３６，６０６ 

特 定 入 所 者 介 護 等 サービス費 ２０２，５９３ ２１１，４６３ ２１９，３３１ 

高 額 介 護 等 サ ー ビ ス 費 ２１２，２５９ ２３５，６５０ ２６１，６１９ 

高額医療合算介護等サービス費 ２５，５３７ ２７，９４５ ３０，５８０ 

審 査 支 払 手 数 料 ６，３９３ ６，８３６ ７，３１０ 

合   計 ７，３７７，５８８ ７，６７９，４５７ ８，００７，２０５ 

費 用 総 額 ※ ２３，０６４，２５０ 
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【評価・課題】 

高齢者人口増加に伴い、介護保険サービス利用者も増加し、介護保険給付費

も年を追うごとに増えています。介護サービスを必要とする人を適正に認定した上で、

真に必要なサービスを過不足なく提供していくことが必要です。 

 

③  介護保険料賦課徴収方式 

      【評価・課題】 

第７期の３年間における第１号被保険者の介護保険料は、第６期と同じ割合

とし、市民税非課税世帯に対する保険料軽減措置を実施しました。 

令和元年度の現年分の収納率は、９９．４％で前年度と変化ありませんでした。 

 

【施策の方向性】 

介護保険料は、制度の基盤となるものなので、被保険者間での公平性を確

保する上からも適切な賦課徴収に努めます。令和３年度からの第１号被保険

者の所得段階別介護保険料は 104 ページのとおりとなります。 
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【介護保険料賦課徴収状況】 

 

（単位：千円） 

保険料段階 項  目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

第１段階 

(年額 9,216 円) 

保険料額 63,623 74,486 56,294 

納付額 62,348 73,213 55,197 

収納率（％） 98.0 98.2 98.1 

第 ２ 段 階 

(年額 21,504 円) 

保険料額 48,164 62,011 53,005 

納付額 48,070 61,891 53,003 

収納率（％） 99.8 99.8 99.9 

第 ３ 段 階 

(年額 36,864 円) 

保険料額 51,687 65,149 64,002 

納付額 51,508 65,060 63,936 

収納率（％） 99.7 99.8 99.9 

第 ４ 段 階 

(年額 54,060 円) 

保険料額 248,384 282,747 277,878 

納付額 244,128 279,158 274,564 

収納率（％） 98.3 98.7 98.8 

第 ５ 段 階 

(年額 61,440 円) 

保険料額 225,418 270,803 279,431 

納付額 225,006 270,246 279,310 

収納率（％） 99.8 99.7 99.9 

第 ６ 段 階 

(年額 70,656 円) 

保険料額 247,071 299,804 307,817 

納付額 243,859 296,696 305,216 

収納率（％） 98.7 98.9 99.2 

第 ７ 段 階 

(年額 79,872 円) 

保険料額 342,695 397,918 411,659 

納付額 340,807 395,425 409,125 

収納率（％） 99.4 99.3 99.4 

第 ８ 段 階 

(年額 100,752 円) 

保険料額 314,720 375,452 378,785 

納付額 312,002 373,148 376,005 

収納率（％） 99.1 99.3 99.3 

第 ９ 段 階 

(年額 105,672 円) 

保険料額 97,961 117,762 119,938 

納付額 97,553 117,266 119,159 

収納率（％） 99.6 99.5 99.3 

第 10 段 階 

(年額 122,880 円) 

保険料額 51,407 64,020 60,040 

納付額 51,344 64,007 59,923 

収納率（％） 99.9 99.9 99.8 
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第 11 段 階 

(年額 126,564 円) 

保険料額 27,916 33,533 34,246 

納付額 27,826 33,178 34,182 

収納率（％） 99.7 98.9 99.8 

第 12 段 階 

(年額 129,024 円) 

保険料額 45,939 55,377 56,179 

納付額 45,862 55,243 56,145 

収納率（％） 99.8 99.7 99.9 

合    計 保険料額 1,764,985 2,099,062 2,099,274 

納付額 1,750,313 2,084,531 2,085,765 

収納率（％） 99.2 99.3 99.4 

※保険料段階毎の年額については、令和元年度のものとなります。 
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※１ 第１・２・３段階の月額保険料は、軽減強化後の額です。 

★１ ６段階以降の所得指標＝合計所得金額－譲渡所得特別控除額 

★２ １段階から５段階までの所得指標＝合計所得金額－譲渡所得特別控除額－公的

年金に係る雑所得  

第１号被保険者所得段階別保険料【第８期（令和３年度～令和５年度）】 

所得段階 対  象  者 
月額保険料 

（負担割合） 

第１段階 

生活保護者、世帯全員が住民税非課税の老齢福祉年金受

給者、本人及び世帯全員が住民税非課税で前年の課税年

金収入金額と所得指標★２の合計額が 80 万円以下の人 

 

第２段階 

本人及び世帯全員が住民税非課税で、前年の課税年金収

入金額と所得指標★２の合計額が 80 万円を超え 120 万円

以下の人 

 

第３段階 
本人及び世帯全員が住民税非課税で、前年の課税年金収

入金額と所得指標★２の合計額が 120 万円を超える人 
 

第４段階 

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者がいる場合）

で、前年の課税年金収入金額と所得指標★２の合計額が

80 万円以下の人 

 

第５段階 

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者がいる場合）

で、前年の課税年金収入金額と所得指標★２の合計額が

80 万円を超える人 

 

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 125 万円以

下の人 
 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 125 万円を超

え 200 万円未満の人 
 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 200 万円以

上 350 万円未満の人 
 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 350 万円以

上 500 万円未満の人 
 

第 10 段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 500 万円以

上 700 万円未満の人 
 

第 11 段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 700 万円以

上 1,000 万円未満の人 
 

第 12 段階 
本人が住民税課税で、前年の所得指標★１が 1,000 万円以

上の人 
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（４）災害・感染症への対応 【新規・重点施策】 

 

      避難訓練の実施や防災啓発活動及び各介護事業所で策定している防災計画

等の確認作業を通じて、介護事業所等におけるリスクや必要物資の備蓄状況等

の把握に努めていきます。 

      また介護事業所と連携し、感染拡大防止策の周知啓発、感染症発生時の代替

サービスの確保に向けた連携体制の構築を図っていきます。 

 

① 災害への対応 

平常時には、市内の社会福祉施設等の被災状況を速やかに把握できるよう、情 

報収集体制を整備します。 

また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に立地する施設等における避難確保

計画の作成状況の把握に努め、未作成の施設等においては、制度の周知徹底を図

るとともに、避難確保計画の作成支援を行います。 

災害時においては、避難施設として利用に関する協定を締結している社会福祉施

設等の協定先と被災した避難行動要支援者や要介護認定者等の受入れ調整を行

います。 

 

② 感染症への対応 

感染拡大防止における周知啓発を行うとともに、必要な情報提供を行いながら、介

護事業所との連携体制の強化を図ります。 

また、市内の介護事業所がサービスの提供を継続できるように、介護情報等の適

格な情報発信に努め、各種衛生用品の在庫の把握や要請量の取りまとめ報告等を

行います。 

感染症が発生した場合には、介護事業所の対応状況等を速やかに把握するととも

に、必要に応じた助言指導を行います。 
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 介護給付費適正化計画 

 

＜基本的な考え方＞ 

介護給付費適正化については、これまで三期にわたり各都道府県が「介護給付費適

正化計画」を策定し、都道府県と保険者が一体となって、その推進に取り組んでまいりまし

た。 

今般、平成２９年の介護保険法改正に伴い、市町村が介護給付等に要する費用の適正

化に関し、取り組むべき施策に関する事項及びその目標を定めるものとされたことから、本

計画を策定します。 

 

＜取組方針と目標＞ 

いわゆる団塊世代すべてが７５歳以上となる２０２５年（令和７年）、さらにはいわゆる団塊

ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年（令和２２年）に向けて、地域包括ケアシステムを

深化・推進していくためには、受給者が真に必要とするサービスを過不足なく提供するた

めの適正化事業を推進していくことが必要です。 

 そのため、国が指針に掲げる主要５事業である「要介護認定の適正化」、「ケアプランの

点検」、「住宅改修等の点検」、「縦覧点検・医療情報との突合」、「介護給付費通知」に

取り組みます。 

 

（１） 要介護認定の適正化 

ア 認定調査票の点検 

認定調査票全件の点検を実施します。不備が認められた場合、その都度認定

調査員に確認し、必要に応じて認定調査票を修正するとともに、指導を実施し認定

調査の平準化を図ります。 

 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認定調査・点検実施率 100％ 100％ 100％ 
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イ 介護認定審査会委員・認定調査員研修会の実施 

介護認定審査会委員や認定調査員を対象とした研修会を実施し、認定審査会

や認定調査における判断基準の適正化及び平準化を図ります。 

 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護認定審査会委員研修回数 ２回 ２回 ２回 

認定調査員研修回数 １回 １回 １回 

 

（２）ケアプランの点検 

地域包括支援センターを含む市内居宅介護支援事業所を対象に「真に必要なサー

ビスが適切に提供されているか」、「利用者の選択を阻害していないか」といった視点で

ケアプランの点検を実施し、介護給付の適正化を図ります。 

 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

点検個所件数 ３５件 ３５件 ３５件 

 

（３）住宅改修等の点検 

ア 住宅改修の点検 

住宅改修の点検は、基本的には理由書や見積書、写真等でその必要性を判断

し実施しますが、事前審査と完了審査の書類等に疑義が生じた場合には、ケアマ

ネへの確認や必要があれば現地調査を行い、適切な工事への改善指導を実施し

ます。 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

疑義が生じた改修の 

現地調査 
100％ 100％ 100％ 

 

イ 福祉用具購入・貸与 

福祉用具購入や貸与については、その必要性や利用状況等に疑義が生じた 

場合には、ケアマネへの確認や利用者宅へ訪問し実態調査を実施します。 

また、貸与調査は国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムを活用

し、不適切又は不要な利用の防止に努めます。 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

疑義が生じた用具の 

実態調査 
100％ 100％ 100％ 
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（４）縦覧点検・医療情報との突合 

国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムによる縦覧点検や医療

情報との突合情報を活用して、介護報酬の不正請求を発見し給付の適正化を図り

ます。 

 

目     標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

突合率 100％ 100％ 100％ 

 

（５）介護給付費通知 

利用したサービスの内容とその自己負担額を利用者本人（家族を含む。）に通

知することで、自らが受けているサービスを改めて確認してもらい、給付の適正化を

図ります。 

実施に当たっては、対象者や対象サービスの絞り込みやサービスを見直す節目

となる認定の更新時など受給者の理解を得やすい発送時期の工夫などを検討しま

す。 
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資料編 



１ 計画の策定体制 

 

   本計画は、被保険者の意見を反映させるために公募により選出された委員を含む「海老名

市高齢者保健福祉計画策定委員会」で検討を行い、策定しました。 

   また、策定委員会の審議の円滑な運営を図るため、保健福祉行政関係部署の職員により

構成する作業部会を設置し、計画における事業内容の検討及び素案作成等を行ってきました。 

   策定にあたっては市民アンケートやパブリックコメントを実施し、広く市民の声を反映させるこ

とに努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高経営会議 

政策会議 

議会 

【海老名市高齢者保健福祉計画策定委員会】 

〇 市民代表 ５名 

〇 学識経験者 ２名 

〇 三師会（医師、歯科医師、薬剤師） １名 

〇 介護保険運営協議会 １名 

〇 介護保険認定審査会 １名 

〇 地域包括ケア会議 １名 

〇 社会福祉協議会 １名 

 

【作業部会】 

〇 福祉政策課 １名 

〇 健康推進課 １名 

〇 介護保険課 ４名 

〇 障がい福祉課 １名 

〇 国保医療課 １名 

〇 こども育成課 １名 

〇 地域包括ケア推進課 ３名 

 

介
護
保
険
運
営
協
議
会 
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２ アンケート調査結果 

 

Ⅰ 海老名市高齢者保健福祉計画策定に係るアンケート調査 

 

１ 実施概要 

（１）目的    高齢者保健福祉や介護保険サービスのニーズの把握 

（２）実施時期 令和２年２月～３月 

（３）調査方法 郵送によるアンケート調査 

（４）対象    在宅で生活している 40 歳以上の市民 3,000 人 

※要支援・要介護者 23％を含む 

 

２ 調査結果 

（１）回収件数 1,466 件（回収率 48.9％） 

（２）回答者属性  

①年齢 

年齢 40～64 歳 65～74 歳 75 歳以上 不明 

今回 
350 人 

（23.9％） 

459 人 

（31.3％） 

652 人 

（44.5％） 

5 人 

（0.3％） 

※前回 
368 人 

（23.1％） 

565 人 

（35.4％） 

654 人 

（41.0％） 

5 人 

（0.3％） 

 

 

②介護認定の有無 

介護認定 あり なし 未回答 

今回 
282 人 

（19.2％） 

1,180 人

（80.5％） 

4 人 

（0.3％） 

※前回 
335 人 

（21.0％） 

1,249 人 

（78.4％） 

８人 

（0.5％） 
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３ 結果概要 

項目 回答の傾向 課題の分析 

生
活
の
様
子 

・65 歳以上では前回同様「夫婦２人世帯」

が最も多く、老々介護の世帯が多く存在し

ていると推測されます。 

・大半が「海老名市内」を日常生活の範囲

としています。 

・介護認定がある方は通院、買い物といっ

た外出支援のニーズが高く、介護認定を

持たない方は気軽に行ける居場所や会話

の相手のニーズが高いです。 

 

・高齢者のみの世帯が多くあることから、

引き続き地域における支援、見守り体制

の強化が必要となります。併せて見守りを

兼ねた在宅福祉サービスの充実を図って

いく必要があります。 

・コミバス、ぬくもり号、福祉有償運送サー

ビスなど外出支援ツールの充実及び気軽

に行ける居場所づくりに取り組む必要があ

ります。 

健
康
や
生
き
が
い 

・現時点で病気等はしていないが、将来

に備えて認知症や寝たきり予防について

知りたい方が多いです。 

・今後行ってみたいこととして「趣味の活

動」と回答する方が多いです。 

・認知症サポーター養成講座をはじめ、認

知症・寝たきり予防に関する教室や講演

会を充実させていく必要があります。 

・生きがい活動への支援、趣味として興味

を持ってもらえるような魅力ある教室、講

座の開催が必要となります。 

介
護 

・介護で困ったときの相談先として、前回と

比較して「地域包括支援センター」と回答

する割合が増加しています。 

・希望する介護については、前回と比較し

て、年齢が上がるごとに『在宅』を希望する

割合が増加している傾向に変わりはありま

せんでしたが、全ての年代で『在宅』を希

望する割合が『施設入所』を希望する割合

を上回る結果となっています。 

・年代を問わず、在宅による生活を念頭に

置いている方が増えています。 

・市のサービスについて、40％以上の方が

「利用したい」と回答しています。 

・身近な相談先として地域包括支援センタ

ーが選ばれるよう広報への掲載等による

周知徹底を図る必要があります。 

・年代により希望する介護に違いはあるも

のの、「施設整備」、「在宅福祉サービスの

充実」双方に取り組んでいく必要がありま

す。 

 

介
護
予
防 

・介護予防教室に参加できない理由とし

て、自身の要因に加え、日程等が合わな

いなど運用方法を要因とする回答が一定

数ありました。 

・参加希望が可能な限り参加できるよう、

開催回数の増加など柔軟に取り組んでい

く必要があります。 
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介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス 

・在宅でのサービスでは利用希望が多か

ったです。 

・施設入所については「検討していない」、

「将来的には検討したい」という回答が大

半を占めました。 

・施設に入所・入居を希望しているが、で

きない理由として、「利用料金の高さ」が最

も多くなりました。 

・年代により希望する介護に違いはあるも

のの、「施設整備」、「在宅福祉サービスの

充実」双方に取り組んでいく必要がありま

す。 

高
齢
者
福
祉 

・『在宅福祉サービスの充実』、『自宅での

医療体制の充実』といった、自宅で生活で

きるような環境整備を希望される方が多い

結果となりました。また、『入所できる施設

の増加』を希望する回答も多くありました。 

 

・施設整備については給付費との兼ね合

いを含め検討する必要があります。 

・在宅での生活を念頭においている方が

多く、今後も在宅福祉サービスの充実を

図っていく必要があります。 

 

 

４ まとめ 

  高齢者のみの世帯が多数あり、高齢者が高齢者を介護する老々介護を行っている世帯が

多くあることが推測できることから、引き続き地域全体で高齢者を見守り、支援していく取り組

みが必要となっています。 

   認知症、寝たきり予防に対する関心も高まっている中で、より重要性の意識づけを図ってい

くことが求められています。 

   施設での介護を希望される方も一定数はいますが経済面等で入所が難しい方も多くいます。 

また年齢が上がるにつれ在宅での介護を希望される方も増えています。 

   こういった状況を鑑み、在宅においても、安全で安心に介護を受けられるよう、地域支援事

業の充実や医療と介護の連携、生きがい活動や総合的な健康づくり、介護予防への取り組み

を支援し、地域包括ケアシステムの深化につなげていく必要があります。 
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海老名市高齢者保健福祉計画策定に係るアンケート調査結果（詳細） 

 

１ 高齢者の生活の様子 

（１）世帯構成 

 

 

 

 

 

 

今回 

項目 全 体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

ひとり暮らし世帯 274 18.7% 57 16.3% 77 16.8% 137 21.0% 

夫婦２人世帯 495 33.8% 70 20.0% 199 43.4% 225 34.5% 

夫婦と子供の世帯 342 23.3% 134 38.3% 100 21.8% 107 16.4% 

子どもや孫との世帯 161 11.0% 18 5.1% 40 8.7% 103 15.8% 

その他 193 13.2% 70 20.0% 43 9.4% 80 12.3% 

未回答 1 0.1% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 

前回 

項目 全 体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

ひとり暮らし世帯 219 13.8% 39 10.6% 70 12.3% 110 16.8% 

夫婦２人世帯 566 35.6% 92 25.0% 246 43.2% 228 34.9% 

夫婦と子供の世帯 360 22.6% 159 43.2% 115 20.2% 86 13.1% 

子どもや孫との世帯 183 11.5% 14 3.8% 54 9.5% 115 17.6% 

その他 198 12.4% 53 14.4% 64 11.2% 81 12.4% 

未回答 66 4.1% 11 3.0% 21 3.7% 34 5.2% 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体としては、前回のアンケート同様、『夫婦２人世帯』が最も多く、次いで『夫婦と子供

の世帯』となっています。世帯構成について、前回と大きな変動はなく、以前老々介護を

行っている世帯も多数あると推測されます。 

 また、介護認定の有無で比較した場合で大きな変化は見られませんでした。 

40～64歳 65～74歳 75歳以上

 ひとり暮らし世帯    夫婦２人世帯    夫婦と子供の世帯    子供や孫との世帯    その他 
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（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

ひとり暮らし世帯 59 20.9% 1 33.3% 6 14.6% 52 21.8% 

夫婦２人世帯 85 30.1% 0 0.0% 19 46.3% 66 27.7% 

夫婦と子供の世帯 38 13.5% 1 33.3% 7 17.1% 30 12.6% 

子どもや孫との世帯 44 15.6% 1 33.3% 3 7.3% 40 16.8% 

その他 56 19.9% 0 0.0% 6 14.6% 50 21.0% 

未回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

ひとり暮らし世帯 213 18.1% 55 15.9% 71 17.0% 84 20.4% 

夫婦２人世帯 408 34.6% 70 20.2% 179 42.9% 158 38.3% 

夫婦と子供の世帯 304 25.8% 133 38.4% 93 22.3% 77 18.7% 

子どもや孫との世帯 117 9.9% 17 4.9% 37 8.9% 63 15.3% 

その他 137 11.6% 70 20.2% 37 8.9% 30 7.3% 

未回答 1 0.1% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 

※『年齢不明』を除く 
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（２）日常生活の範囲 

 

 

 

 

今回 

項目  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅からの徒歩圏内 707 48.2% 140 40.0% 220 47.9% 347 53.2% 

徒歩圏以外の海老名市内 534 36.4% 140 40.0% 175 38.1% 219 33.6% 

近隣市町村 183 12.5% 70 20.0% 60 13.1% 53 8.1% 

そ の 他 11 0.8% 0 0.0% 2 0.4% 9 1.4% 

未回答 26 1.8% 0 0.0% 2 0.4% 24 3.7% 

前回 

項目  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅からの徒歩圏内 642 40.3% 126 34.2% 242 42.5% 274 41.9% 

徒歩圏以外の海老名市内 477 30.0% 120 32.6% 185 32.5% 172 26.3% 

近隣市町村 132 8.3% 51 13.9% 42 7.4% 39 6.0% 

そ の 他 87 5.5% 9 2.4% 17 3.0% 61 9.3% 

未回答 254 16.0% 62 16.8% 84 14.7% 108 16.5% 

※『年齢不明』を除く 

  

 前回のアンケート同様、『自宅からの徒歩圏内』が最も多く、次いで『徒歩圏以外の海老名

市内』となっています。 

 また介護認定の有無で比較した場合でも大きな変化は確認できませんでした。 

  自宅からの徒歩圏内     徒歩圏以外の海老名市内    近隣市町村    その他 

 

未回答 

日常生活の範囲（全体）
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（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅からの徒歩圏内 145 51.4% 3 100.0% 20 48.8% 122 51.3% 

徒歩圏以外の海老名市内 79 28.0% 0 0.0% 13 31.7% 66 27.7% 

近隣市町村 25 8.9% 0 0.0% 5 12.2% 20 8.4% 

その他 11 3.9% 0 0.0% 2 4.9% 9 3.8% 

未回答 22 7.8% 0 0.0% 1 2.4% 21 8.8% 

 

（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅からの徒歩圏内 563 47.7% 136 39.3% 200 48.0% 224 54.4% 

徒歩圏以外の海老名市内 456 38.6% 140 40.5% 162 38.8% 152 36.9% 

近隣市町村 157 13.3% 70 20.2% 54 12.9% 33 8.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

未回答 4 0.3% 0 0.0% 1 0.2% 3 0.7% 

※『年齢不明』を除く 
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（３）地域で生活し続けるために必要なこと 

 

 

 

 

 

（複数回答） 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

掃除、洗濯などの 
家事支援 

205 14.0% 53 15.1% 46 10.0% 106 16.3% 

調理、食事の準備等 
の支援 

193 13.2% 55 15.7% 45 9.8% 92 14.1% 

通院、買い物等の 
外出支援 

385 26.3% 107 30.6% 96 20.9% 182 27.9% 

ゴミ出し等の力仕事の支援 218 14.9% 64 18.3% 59 12.9% 94 14.4% 

見守りや安否確認 317 21.6% 102 29.1% 80 17.4% 134 20.6% 

気軽に行ける居場所づくり
や会話の相手 

331 22.6% 95 27.1% 93 20.3% 143 21.9% 

悩み相談の相手 155 10.6% 59 16.9% 42 9.2% 54 8.3% 

公共料金の支払い 
手続きの代行 

91 6.2% 26 7.4% 19 4.1% 46 7.1% 

その他 346 23.6% 68 19.4% 126 27.5% 149 22.9% 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
50

100
150
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250
300
350
400
450

地域で暮らし続けていくために必要なこと（全体）

 全体では、どの年代においても『通院・買い物等の外出支援』が最も多い回答となりまし

た。介護認定の有無で比較した場合、介護認定を持っている方は『通院・買い物等の外出

支援』を必要と考えていますが、介護認定を持たない方は、『その他』を除き、『気軽に行け

る居場所や会話の相手』を最も必要としている結果となりました。 
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【その他回答】 

・コミバスの増便・ルートの回数増加、・タクシーを利用できる利用券の配布や割引補助 

・運転免許証返納後の交通手段の整備・支援・補助      など 

 

（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

掃除、洗濯などの 
家事支援 

79 28.0% 1 33.3% 8 19.5% 70 29.4% 

調理、食事の準備等 
の支援 

68 24.1% 1 33.3% 6 14.6% 61 25.6% 

通院、買い物等の 
外出支援 

116 41.1% 2 66.7% 13 31.7% 101 42.4% 

ゴミ出し等の力仕事の支援 68 24.1% 0 0.0% 9 22.0% 59 24.8% 

見守りや安否確認 69 24.5% 1 33.3% 7 17.1% 61 25.6% 

気軽に行ける居場所づくり
や会話の相手 

61 21.6% 1 33.3% 7 17.1% 53 22.3% 

悩み相談の相手 33 11.7% 2 66.7% 4 9.8% 27 11.3% 

公共料金の支払い 
手続きの代行 

28 9.9% 0 0.0% 4 9.8% 24 10.1% 

その他 48 17.0% 0 0.0% 7 17.1% 41 17.2% 
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（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

掃除、洗濯などの 
家事支援 

126 10.7% 52 15.0% 38 9.1% 36 8.7% 

調理、食事の準備等 
の支援 

125 10.6% 54 15.6% 39 9.4% 31 7.5% 

通院、買い物等の 
外出支援 

268 22.7% 105 30.3% 82 19.7% 81 19.7% 

ゴミ出し等の力仕事の支援 150 12.7% 64 18.5% 50 12.0% 35 8.5% 

見守りや安否確認 248 21.0% 101 29.2% 73 17.5% 73 17.7% 

気軽に行ける居場所づくり
や会話の相手 

270 22.9% 94 27.2% 86 20.6% 90 21.8% 

悩み相談の相手 122 10.3% 57 16.5% 38 9.1% 27 6.6% 

公共料金の支払い 
手続きの代行 

63 5.3% 26 7.5% 15 3.6% 22 5.3% 

その他 297 25.2% 68 19.7% 119 28.5% 107 26.0% 

※『年齢不明』を除く 
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２ 健康や生きがいについて 

（１） 現在の健康状態について 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『年齢不明』、『未記入』を除く 

        

 
 
 
 
 
 
 
 

今回 

項目 全体 40～64 歳 65～74 歳 75 歳以上 

医者にかかるような病気もなく、と

ても健康である 
338 23.1% 164 46.9% 113 24.6% 59 9.0% 

薬は飲んでいるものの、大した病

気や障がいもなく、普通に生活し

ている 

662 45.2% 150 42.9% 236 51.4% 274 42.0% 

病気や障がいなどはあるが、日常

生活はおおむね自分で行うことが

でき、近くであれば一人で外出も

できる 

247 16.8% 30 8.6% 73 15.9% 143 21.9% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活はおおむね自分で行

っているが、外出は一人ではでき

ない 

94 6.4% 2 0.6% 10 2.2% 82 12.6% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活に手助けが必要で、ベ

ッド（ふとん）上での生活が主体で

ある 

33 2.3% 0 0.0% 5 1.1% 28 4.3% 

病気や障がいなどがあって、トイ

レ、食事、着替えなども介助を要

し、一日中ベッド（ふとん）上にいる 

41 2.8% 1 0.3% 10 2.2% 30 4.6% 

 40～64 歳にについては、『健康である』という回答が最も多く、65 歳以上については、

『大した病気や障がいもなく普通に生活している』という回答が多い結果となりました。 

 65 歳以上については、前回と同様の傾向となっています。 

 また介護認定の有無で比較した場合、介護認定がある方は、病気や障がいにより、自立

した生活が困難であると回答されている傾向にありました。 
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前回 

項目 40～74 歳 65～74 歳 75 歳以上 

医者にかかるような病気もなく、と

ても健康である 

※前回実施せず 

104 21.1% 35 6.9% 

薬は飲んでいるものの、大した病

気や障がいもなく、普通に生活し

ている 

268 54.5% 184 36.5% 

病気や障がいなどはあるが、日常

生活はおおむね自分で行うことが

でき、近くであれば一人で外出も

できる 

85 17.3% 137 27.2% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活はおおむね自分で行

っているが、外出は一人ではでき

ない 

14 2.8% 75 14.9% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活に手助けが必要で、ベ

ッド（ふとん）上での生活が主体で

ある 

14 2.8% 33 6.5% 

病気や障がいなどがあって、トイ

レ、食事、着替えなども介助を要

し、一日中ベッド（ふとん）上にいる 

7 1.4% 40 7.9% 

現在の健康状態（全体）

医者にかかるような病気もなく、とても健康である。

薬は飲んでいるものの、大した病気や障がいもなく、普通に生活している。

病気や障がいはあるが、日常生活はほぼ自便で行うことができ、近くであれば一人で外出もできる。

病気や障がいがあって、家の中での生活はおおむね自分で行っているが、外出は一人ではできない。

病気や障がいがあって、家の中での生活に手助けが必要でベッド（ふとん）の上での生活が主体である。

病気や障がいがあって、トイレ、食事、着替えなども介助を要し、一日中ベッド（ふとん）の上にいる。

未記入

その他 - 13 -



 

 

 

 

（介護認定あり） 

※『未記入』除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 小 計 40～64 歳 65～74 歳 75 歳以上 

医者にかかるような病気もなく、と

ても健康である 
4 1.4% 0 0.0% 0 0.0% 4 1.7% 

薬は飲んでいるものの、大した病

気や障がいもなく、普通に生活し

ている 

35 12.4% 0 0.0% 4 9.8% 31 13.0% 

病気や障がいなどはあるが、日常

生活はおおむね自分で行うことが

でき、近くであれば一人で外出も

できる 

64 22.7% 1 33.3% 12 29.3% 51 21.4% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活はおおむね自分で行

っているが、外出は一人ではでき

ない 

84 29.8% 1 33.3% 8 19.5% 75 31.5% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活に手助けが必要で、ベ

ッド（ふとん）上での生活が主体で

ある 

32 11.3% 0 0.0% 5 12.2% 27 11.3% 

病気や障がいなどがあって、トイ

レ、食事、着替えなども介助を要

し、一日中ベッド（ふとん）上にいる 

41 14.5% 1 33.3% 10 24.4% 30 12.6% 
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（介護認定なし） 

※『年齢不明』、『未記入』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 小 計 40～64 歳 65～74 歳 75 歳以上 

医者にかかるような病気もなく、と

ても健康である 
333 28.2% 163 47.1% 113 27.1% 55 13.3% 

薬は飲んでいるものの、大した病

気や障がいもなく、普通に生活し

ている 

627 53.1% 150 43.4% 232 55.6% 243 59.0% 

病気や障がいなどはあるが、日常

生活はおおむね自分で行うことが

でき、近くであれば一人で外出も

できる 

182 15.4% 29 8.4% 60 14.4% 92 22.3% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活はおおむね自分で行

っているが、外出は一人ではでき

ない 

9 0.8% 1 0.3% 2 0.5% 6 1.5% 

病気や障がいなどがあって、家の

中での生活に手助けが必要で、ベ

ッド（ふとん）上での生活が主体で

ある 

1 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2% 

病気や障がいなどがあって、トイ

レ、食事、着替えなども介助を要

し、一日中ベッド（ふとん）上にいる 

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
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 （２）健康について知りたいこと 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 

※『年齢不明』を除く 

 

今回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

がんや高血圧などの病気を
予防するための工夫につい
て 

349 23.8% 121 34.6% 106 23.1% 122 18.7% 

食生活について 267 18.2% 78 22.3% 76 16.6% 113 17.3% 

運動の方法について 280 19.1% 73 20.9% 97 21.1% 110 16.9% 

検診の内容や受け方などに

ついて 
217 14.8% 80 22.9% 68 14.8% 69 10.6% 

寝たきりにならないための予

防について 
479 32.7% 80 22.9% 150 32.7% 249 38.2% 

認知症予防について 556 37.9% 138 39.4% 191 41.6% 225 34.5% 

歯の健康について 241 16.4% 78 22.3% 70 15.3% 93 14.3% 

その他 168 11.5% 35 10.0% 56 12.2% 76 11.7% 

前回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

がんや高血圧などの病気を
予防するための工夫につい
て 

418 26.3% 113 30.3% 142 25.1% 163 24.9% 

食生活について 397 24.9% 90 24.1% 145 25.7% 162 24.8% 

運動の方法について 336 21.1% 89 23.9% 122 21.6% 125 19.1% 

検診の内容や受け方などに

ついて 
271 17.0% 99 26.5% 77 13.6% 95 14.5% 

寝たきりにならないための予

防について 
606 38.1% 104 27.9% 205 36.3% 297 45.4% 

認知症予防について 708 44.5% 161 43.2% 265 46.9% 282 43.1% 

その他 121 7.6% 32 8.6% 44 7.8% 45 6.9% 

わからない 201 12.6% 42 11.3% 70 12.4% 89 13.6% 

 前回のアンケート同様、各年齢層とも、『認知症予防について』の回答が多く認知症に

対する関心が高い結果となっています。 

 介護認定の有無で比較すると、介護認定を持っていない方が『認知予防』への関心が高

いのに対し介護認定を持っている方は『寝たきり予防』への関心が高いことが分かります。 
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【その他回答】 

・今のところ特になし、かかりつけ病院や主治医に聞いている 

・穏やかな病死・老衰について 

・訪問看護・介護・リハビリ等の制度や利用方法について 

・新型コロナウイルス対応や予防について             など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

100

200

300

400

500

600
健康について知りたいこと（全体）
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（介護認定あり） 

 

（介護認定なし） 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

がんや高血圧などの病気を
予防するための工夫につい
て 

34 12.1% 1 33.3% 1 2.4% 32 13.4% 

食生活について 45 16.0% 1 33.3% 3 7.3% 41 17.2% 

運動の方法について 53 18.8% 2 66.7% 7 17.1% 44 18.5% 

検診の内容や受け方などに

ついて 
25 8.9% 0 0.0% 1 2.4% 24 10.1% 

寝たきりにならないための予

防について 
96 34.0% 2 66.7% 9 22.0% 85 35.7% 

認知症予防について 84 29.8% 1 33.3% 11 26.8% 72 30.3% 

歯の健康について 45 16.0% 1 33.3% 7 17.1% 37 15.5% 

その他 27 9.6% 0 0.0% 6 14.6% 21 8.8% 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

がんや高血圧などの病気を
予防するための工夫につい
て 

313 26.5% 120 34.7% 104 24.9% 89 21.6% 

食生活について 221 18.7% 76 22.0% 73 17.5% 72 17.5% 

運動の方法について 226 19.2% 70 20.2% 90 21.6% 66 16.0% 

検診の内容や受け方などに

ついて 
192 16.3% 80 23.1% 67 16.1% 45 10.9% 

寝たきりにならないための予

防について 
383 32.5% 78 22.5% 141 33.8% 164 39.8% 

認知症予防について 471 39.9% 137 39.6% 179 42.9% 153 37.1% 

歯の健康について 195 16.5% 77 22.3% 62 14.9% 56 13.6% 

その他 141 11.9% 35 10.1% 50 12.0% 55 13.3% 
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 （３）自身が今後行ってみたいこと 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 

今回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

働くこと 276 18.8% 128 36.6% 91 19.8% 57 8.7% 

学習や教養を高める活動 375 25.6% 137 39.1% 132 28.8% 106 16.3% 

趣味の活動 792 54.0% 214 61.1% 256 55.8% 321 49.2% 

社会奉仕活動（ボランティア） 210 14.3% 76 21.7% 83 18.1% 51 7.8% 

地域や自治会の活動 119 8.1% 31 8.9% 40 8.7% 48 7.4% 

そ の 他 171 11.7% 11 3.1% 52 11.3% 107 16.4% 

前回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

働くこと 357 22.4% 124 33.2% 157 27.8% 76 11.6% 

学習や教養を高める活動 409 25.7% 140 37.5% 157 27.8% 112 17.1% 

趣味の活動 909 57.1% 262 70.2% 354 62.7% 293 44.8% 

社会奉仕活動（ボランティア） 220 13.8% 57 15.3% 113 20.0% 50 7.6% 

自治会活動 49 3.1% 8 2.1% 19 3.4% 22 3.4% 

そ の 他 217 13.6% 25 6.7% 51 9.0% 141 21.6% 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回同様どの年齢層においても『趣味の活動』が最も多くなっています。 

 『その他』としては、『考えていない』、『体調等の問題でできない』という意見もありました。 

  介護認定の有無で比較すると、介護認定がない方の大半が『趣味』と回答しているのに

対し、介護認定がある方は、体調等の問題で取り組むことが難しいため『その他』として回答

される方が多くいました。 
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（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

働くこと 16 5.7% 0 0.0% 2 4.9% 14 5.9% 

学習や教養を高める活動 29 10.3% 1 33.3% 5 12.2% 23 9.7% 

趣味の活動 89 31.6% 1 33.3% 6 14.6% 82 34.5% 

社会奉仕活動（ボランティア） 10 3.5% 0 0.0% 2 4.9% 8 3.4% 

地域や自治会の活動 10 3.5% 0 0.0% 1 2.4% 9 3.8% 

そ の 他 65 23.0% 1 33.3% 11 26.8% 53 22.3% 

 

（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

働くこと 259 21.9% 127 36.7% 89 21.3% 43 10.4% 

学習や教養を高める活動 345 29.2% 135 39.0% 127 30.5% 83 20.1% 

趣味の活動 701 59.4% 212 61.3% 250 60.0% 238 57.8% 

社会奉仕活動（ボランティア） 198 16.8% 75 21.7% 80 19.2% 43 10.4% 

地域や自治会の活動 108 9.2% 30 8.7% 39 9.4% 39 9.5% 

そ の 他 106 9.0% 10 2.9% 41 9.8% 54 13.1% 

※『年齢不明』を除く 

0
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900

今後行ってみたいこと（全体）
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３ 介護について 

 （１）相談や支援窓口としての「地域包括支援センター」の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

知っているし、相談したことがある 250 17.1% 24 6.9% 62 13.5% 164 25.2% 

知っている 710 48.4% 153 43.7% 226 49.2% 329 50.5% 

知らない 468 31.9% 172 49.1% 161 35.1% 132 20.2% 

知らなかったが、相談したい 22 1.5% 1 0.3% 9 2.0% 12 1.8% 

未回答 16 1.1% 0 0.0% 1 0.2% 15 2.3% 

※『年齢不明』を除く 

（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

知っているし、相談したことがある 134 47.5% 1 33.3% 20 48.8% 113 47.5% 

知っている 102 36.2% 2 66.7% 15 36.6% 85 35.7% 

知らない 34 12.1% 0 0.0% 6 14.6% 28 11.8% 

知らなかったが、相談したい 2 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.8% 

未回答 10 3.5% 0 0.0% 0 0.0% 10 4.2% 

 

（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

知っているし、相談したことがある 115 9.7% 23 6.6% 42 10.1% 50 12.1% 

知っている 607 51.4% 151 43.6% 211 50.6% 243 59.0% 

知らない 432 36.6% 171 49.4% 154 36.9% 104 25.2% 

知らなかったが、相談したい 20 1.7% 1 0.3% 9 2.2% 10 2.4% 

未回答 6 0.5% 0 0.0% 1 0.2% 5 1.2% 

※『年齢不明』を除く 

 全体では『知っている』の割合が最も多く、地域包括支援センターが地域の相談先として

認知されてきたことが伺えます。 

 また、介護認定の有無で比べた場合、介護認定がない方は認知のみであるのに対し、介

護認定があると、実際に利用している方も多くいることが分かります。 
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（２）介護で困ったときの相談先 

 

 

 

 

 

 

 

(複数回答) 

今回 

 全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

家族や親戚 746 50.9% 182 52.0% 228 49.7% 335 51.4% 

かかりつけ医 293 20.0% 60 17.1% 74 16.1% 157 24.1% 

民生委員児童委員 122 8.3% 8 2.3% 37 8.1% 77 11.8% 

知人、友人 169 11.5% 61 17.4% 59 12.9% 47 7.2% 

市役所の窓口 705 48.1% 210 60.0% 241 52.5% 253 38.8% 

地域包括支援センター 675 46.0% 147 42.0% 199 43.4% 327 50.2% 

そ の 他 44 3.0% 8 2.3% 16 3.5% 20 3.1% 

前回 

 全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

家族や親戚 1,070 67.2% 240 64.3% 370 65.5% 460 70.3% 

かかりつけ医 475 29.8% 92 24.7% 154 27.3% 229 35.0% 

民生委員児童委員 135 8.5% 11 2.9% 44 7.8% 80 12.2% 

知人、友人 223 14.0% 87 23.3% 83 14.7% 53 8.1% 

市役所の窓口 797 50.1% 248 66.5% 304 53.8% 245 37.5% 

地域包括支援センター 413 25.9% 84 22.5% 128 22.7% 201 30.7% 

そ の 他 61 3.8% 7 1.9% 9 1.6% 45 6.9% 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前回実施時と比較して、65 歳以上で『家族や親戚』と回答する割合が減少しているのに

対し、『地域包括支援センター』と回答する割合が上昇しています。新たな相談先として地

域包括支援センターが認知されてきていることが伺えます。 

 介護認定の有無で比較した場合、介護認定を持ち、介護が直近の問題となっている方

は相談先として地域包括支援センターを、介護認定がない方は市役所の窓口を相談先と

して考えていることが分かります。 
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（介護認定あり） 

 小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

家族や親戚 138 48.9% 1 33.3% 17 41.5% 120 50.4% 

かかりつけ医 66 23.4% 1 33.3% 6 14.6% 59 24.8% 

民生委員児童委員 23 8.2% 0 0.0% 5 12.2% 18 7.6% 

知人、友人 19 6.7% 0 0.0% 1 2.4% 18 7.6% 

市役所の窓口 86 30.5% 2 66.7% 15 36.6% 69 29.0% 

地域包括支援センター 157 55.7% 2 66.7% 20 48.8% 135 56.7% 

そ の 他 26 9.2% 0 0.0% 7 17.1% 19 8.0% 

 

（介護認定なし） 

 小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

家族や親戚 607 51.4% 180 52.0% 211 50.6% 215 52.2% 

かかりつけ医 226 19.2% 59 17.1% 68 16.3% 97 23.5% 

民生委員児童委員 99 8.4% 8 2.3% 32 7.7% 59 14.3% 

知人、友人 150 12.7% 61 17.6% 58 13.9% 29 7.0% 

市役所の窓口 618 52.4% 208 60.1% 225 54.0% 184 44.7% 

地域包括支援センター 517 43.8% 145 41.9% 179 42.9% 191 46.4% 

そ の 他 18 1.5% 8 2.3% 9 2.2% 1 0.2% 

※『年齢不明』を除く 

介護に困ったときの相談先（全体）

  家族や親戚     かかりつけ医     民生委員児童委員    知人・友人 

 

  市役所の窓口    地域包括支援センター    その他 
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 （３）介護が必要になったときに希望する介護 

  

 

 

 

 

 

 

今回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅で家族に介護をしてもら

いたい 
172 11.7% 30 8.6% 47 10.2% 94 14.4% 

在宅サービスを利用しながら、
家族にも介護をしてもらいたい 

569 38.8% 115 32.9% 173 37.7% 279 42.8% 

老人ホームなどの施設へ入所
して、介護をしてもらいたい 

548 37.4% 141 40.3% 190 41.4% 216 33.1% 

在宅や施設は問わないが、財

産管理や契約行為を成年後

見人に任せて介護をしてもら

いたい 

78 5.3% 39 11.1% 20 4.4% 19 2.9% 

その他 61 4.2% 20 5.7% 23 5.0% 18 2.8% 

未回答 38 2.6% 5 1.4% 6 1.3% 26 4.0% 

前回 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅で家族に介護をしてもら

いたい 
141 8.9% 22 5.9% 51 9.0% 68 10.4% 

在宅サービスを利用しながら、
家族にも介護をしてもらいたい 

487 30.6% 97 26.0% 176 31.2% 214 32.7% 

老人ホームなどの施設へ入所
して、介護をしてもらいたい 

649 40.8% 182 48.8% 236 41.8% 231 35.3% 

※『年齢不明』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回と比較して、すべての年代で『在宅』（「自宅で家族に介護してもらいたい」と「在宅

福祉サービスを利用しながら、家族にも介護してもらいたい」の回答をした方）の割合が施

設入所による介護の割合を上回っています。 

 介護認定の有無での比較では、介護認定を持っている方のほうが、ない方に比べ在宅

での介護を希望する傾向にあります。 

- 24 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅で家族に介護をしてもらい

たい 
57 20.2% 0 0.0% 9 22.0% 48 20.2% 

在宅サービスを利用しながら、家
族にも介護をしてもらいたい 

104 36.9% 1 33.3% 13 31.7% 90 37.8% 

老人ホームなどの施設へ入所し
て、介護をしてもらいたい 

82 29.1% 1 33.3% 15 36.6% 66 27.7% 

在宅や施設は問わないが、財産

管理や契約行為を成年後見人

に任せて介護をしてもらいたい 

9 3.2% 0 0.0% 1 2.4% 8 3.4% 

その他 9 3.2% 0 0.0% 2 4.9% 7 2.9% 

未回答 21 7.4% 1 33.3% 1 2.4% 19 8.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どのような介護を希望

自宅で家族に介護をしてもらいたい

在宅サービスを利用しながら、家族にも介護をしてもらいたい。

老人ホームなどの施設に入所して、介護をしてもらいたい。

在宅や施設は問わないが、財産管理や契約行為を成年後見人に任せて介護をしてもらいたい。

その他

未回答
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（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

自宅で家族に介護をしてもらい

たい 
114 9.7% 29 8.4% 38 9.1% 46 11.2% 

在宅サービスを利用しながら、家
族にも介護をしてもらいたい 

464 39.3% 114 32.9% 160 38.4% 188 45.6% 

老人ホームなどの施設へ入所し
て、介護をしてもらいたい 

466 39.5% 140 40.5% 175 42.0% 150 36.4% 

在宅や施設は問わないが、財産

管理や契約行為を成年後見人

に任せて介護をしてもらいたい 

69 5.8% 39 11.3% 19 4.6% 11 2.7% 

その他 52 4.4% 20 5.8% 21 5.0% 11 2.7% 

未回答 15 1.3% 4 1.2% 4 1.0% 6 1.5% 

※『年齢不明』を除く 
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 （４）介護保険以外の市独自サービスについて 

 

 

 

 

 

 

 

今回 

 
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 26 1.8% 656 44.7% 153 10.4% 393 26.8% 

安全点検 16 1.1% 633 43.2% 175 11.9% 366 25.0% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

31 2.1% 579 39.5% 175 11.9% 388 26.5% 

在宅介護者リフレッシュ

事業助成券交付 
14 1.0% 705 48.1% 126 8.6% 389 26.5% 

前回 

 
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 22 1.7% 627 48.9% 194 15.1% 438 34.2% 

安全点検 18 1.4% 661 52.6% 145 11.5% 432 34.4% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

29 2.3% 652 51.8% 141 11.2% 436 34.7% 

在宅介護者リフレッシュ

事業助成券交付 
23 1.8% 551 43.9% 167 13.3% 513 40.9% 

※『未回答』を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各サービスとも前回同様『利用したい』が最も多い回答となりました。また『わからない』とい

う回答の割合が減少していることから、周知が進んでいるものと推測できます。 

 介護認定がない方が全ての項目において『利用したい』が最多であったのに対し、介護

認定がある方は『わからない』と回答している方が一定数あることから、サービス内容につい

て十分に理解していない方がいることが想定されます。 
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安全点検

利用している 利用したい 利用したくない

わからない 未回答

地震対策援助事業（家具転倒防止）

利用している 利用したい 利用したくない

わからない 未回答

在宅介護者リフレッシュ事業

利用している 利用したい 利用したくない

わからない 未回答

配食サービス

利用している 利用したい 利用したくない

わからない 未回答
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（介護認定あり） 

【40～64 歳】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

安全点検 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 

※『未回答』を除く 

 

【65～74 歳】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 1 2.4% 9 22.0% 7 17.1% 8 19.5% 

安全点検 0 0.0% 11 26.8% 5 12.2% 8 19.5% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

1 2.4% 9 22.0% 7 17.1% 7 17.1% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
2 4.9% 15 36.6% 2 4.9% 10 24.4% 

※『未回答』を除く 

 

【75 歳以上】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 20 8.4% 69 29.0% 24 10.1% 56 23.5% 

安全点検 8 3.4% 62 26.1% 28 11.8% 56 23.5% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

13 5.5% 62 26.1% 22 9.2% 63 26.5% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
10 4.2% 86 36.1% 21 8.8% 58 24.4% 

※『未回答』を除く 
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（介護認定なし） 

【40～64 歳】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 1 0.3% 219 63.3% 26 7.5% 95 27.5% 

安全点検 1 0.3% 209 60.4% 33 9.5% 94 27.2% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

0 0.0% 194 56.1% 40 11.6% 100 28.9% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
1 0.3% 235 67.9% 29 8.4% 78 22.5% 

※『未回答』を除く 

 

【65～74 歳】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 1 0.2% 196 47.0% 43 10.3% 136 32.6% 

安全点検 0 0.0% 187 44.8% 53 12.7% 129 30.9% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

2 0.5% 166 39.8% 49 11.8% 141 33.8% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
1 0.2% 198 47.5% 25 6.0% 147 35.3% 

※『未回答』を除く 

 

【75 歳以上】 
小 計 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

配食サービス 3 0.7% 161 39.1% 51 12.4% 94 22.8% 

安全点検 7 1.7% 162 39.3% 52 12.6% 77 18.7% 

地震対策援助事業 
（家具転倒防止） 

15 3.6% 147 35.7% 53 12.9% 75 18.2% 

在宅介護者リフレッシュ事

業助成券交付 
0 0.0% 169 41.0% 45 10.9% 94 22.8% 

※『未回答』を除く 
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４ 介護予防について 

 （１）介護予防教室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
41 2.8% 468 31.9% 368 25.1% 290 19.8% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
57 3.9% 600 40.9% 269 18.3% 264 18.0% 

ストレッチなどの簡単な体操 87 5.9% 694 47.3% 208 14.2% 237 16.2% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
49 3.3% 583 39.8% 238 16.2% 333 22.7% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
75 5.1% 393 26.8% 321 21.9% 400 27.3% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
52 3.5% 350 23.9% 338 23.1% 411 28.0% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
25 1.7% 486 33.2% 216 14.7% 431 29.4% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほとんどの項目で『（参加できていないが）参加したい』が多い結果となりました。 

 介護認定の有無で比較すると、介護認定がない方の多くは『（参加できていないが）参加

したい』との回答が多く、介護認定を持っている方は『（参加できていないが）参加したくな

い』という回答も一定数ありました。 

 参加できていない理由として、介護認定を持っていない方は『健康で参加する必要を感

じていない』と回答しているのに対し、介護認定を持っている方は『その他』と回答しており、

その内容としては、認知症や障がい等により参加が難しいという回答がありました。 
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（介護認定あり） 

40～64 歳 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
0 0.0% 0 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
0 0.0% 0 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 

ストレッチなどの簡単な体操 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
0 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 

※『未回答』を除く 

 

65～74 歳 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
1 2.4% 4 9.8% 14 34.1% 7 17.1% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
2 4.9% 8 19.5% 8 19.5% 6 14.6% 

ストレッチなどの簡単な体操 5 12.2% 9 22.0% 7 17.1% 8 19.5% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
6 14.6% 8 19.5% 6 14.6% 9 22.0% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
3 7.3% 8 19.5% 8 19.5% 11 26.8% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
1 2.4% 3 7.3% 11 26.8% 10 24.4% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
2 4.9% 6 14.6% 10 24.4% 9 22.0% 

※『未回答』を除く 
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75 歳以上 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
6 2.5% 25 10.5% 77 32.4% 41 17.2% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
14 5.9% 42 17.6% 57 23.9% 39 16.4% 

ストレッチなどの簡単な体操 19 8.0% 59 24.8% 42 17.6% 33 13.9% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
21 8.8% 68 28.6% 34 14.3% 37 15.5% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
19 8.0% 55 23.1% 46 19.3% 35 14.7% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
4 1.7% 16 6.7% 71 29.8% 52 21.8% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
10 4.2% 52 21.8% 31 13.0% 52 21.8% 

※『未回答』を除く 

（介護認定なし） 

40～64 歳 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
5 1.4% 177 51.2% 62 17.9% 89 25.7% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
7 2.0% 203 58.7% 40 11.6% 86 24.9% 

ストレッチなどの簡単な体操 6 1.7% 214 61.8% 38 11.0% 78 22.5% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
0 0.0% 169 48.8% 58 16.8% 102 29.5% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
3 0.9% 115 33.2% 83 24.0% 130 37.6% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
4 1.2% 150 43.4% 58 16.8% 120 34.7% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
0 0.0% 163 47.1% 37 10.7% 132 38.2% 

※『未回答』を除く 
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65～74 歳 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
9 2.2% 165 39.6% 98 23.5% 92 22.1% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
19 4.6% 212 50.8% 68 16.3% 79 18.9% 

ストレッチなどの簡単な体操 25 6.0% 236 56.6% 51 12.2% 69 16.5% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
8 1.9% 190 45.6% 69 16.5% 108 25.9% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
12 2.9% 117 28.1% 95 22.8% 141 33.8% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
21 5.0% 118 28.3% 90 21.6% 133 31.9% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
6 1.4% 150 36.0% 58 13.9% 146 35.0% 

※『未回答』を除く 

 

75 歳以上 参加している 
参加できない 

わからない 
参加したい 参加したくない 

温水プールで行うウォーキング

などの運動 
20 4.9% 97 23.5% 112 27.2% 59 14.3% 

室内で行うトレーニング器具を

使用した運動 
14 3.4% 134 32.5% 91 22.1% 53 12.9% 

ストレッチなどの簡単な体操 31 7.5% 173 42.0% 67 16.3% 47 11.4% 

計算やパズル、軽い体操など

の認知症予防に関する脳トレ 
14 3.4% 145 35.2% 68 16.5% 76 18.4% 

おしゃべりなど地域での交流の

場 
37 9.0% 96 23.3% 84 20.4% 82 19.9% 

生きがいや地域貢献などのボ

ランティア活動 
22 5.3% 61 14.8% 104 25.2% 95 23.1% 

病気や食生活、口腔などに関

する相談 
7 1.7% 114 27.7% 75 18.2% 90 21.8% 

※『未回答』を除く 
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 （１）―① 「（参加できていないが）参加したい」、「（参加できていないが）参加したくない」 

と回答した理由 

  全  体 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

健康であり、参加する必要を

感じていない 
347 25.6% 117 41.2% 116 26.2% 114 18.2% 

既に自身で取り組んでいる 232 17.1% 24 8.5% 86 19.5% 119 19.0% 

近くに会場がなく、行くことが

困難である 
112 8.3% 8 2.8% 34 7.7% 70 11.2% 

回数や日程、時間などのス

ケジュールが合わない 
134 9.9% 40 14.1% 51 11.5% 43 6.9% 

外に出るのが億劫である 93 6.9% 11 3.9% 29 6.6% 53 8.5% 

会場での交流が面倒である 130 9.6% 30 10.6% 45 10.2% 55 8.8% 

一人で参加することが不安

である 
116 8.6% 13 4.6% 26 5.9% 77 12.3% 

興味がある内容がない 64 4.7% 21 7.4% 17 3.8% 26 4.1% 

その他 128 9.4% 20 7.0% 38 8.6% 70 11.2% 

※『年齢不明』を除く 

 

（介護認定あり） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

健康であり、参加する必要を

感じていない 
4 1.7% 0 0.0% 1 2.4% 3 1.5% 

既に自身で取り組んでいる 24 9.9% 0 0.0% 6 14.6% 18 9.0% 

近くに会場がなく、行くことが

困難である 
35 14.5% 0 0.0% 5 12.2% 30 15.0% 

回数や日程、時間などのス

ケジュールが合わない 
14 5.8% 0 0.0% 5 12.2% 9 4.5% 

外に出るのが億劫である 41 16.9% 0 0.0% 7 17.1% 34 17.0% 

会場での交流が面倒である 20 8.3% 0 0.0% 3 7.3% 17 8.5% 

一人で参加することが不安

である 
45 18.6% 0 0.0% 6 14.6% 39 19.5% 

興味がある内容がない 10 4.1% 0 0.0% 2 4.9% 8 4.0% 

その他 49 20.2% 1 100% 6 14.6% 42 21.0% 

※『年齢不明』を除く 
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（介護認定なし） 

  小 計 ４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５歳以上 

健康であり、参加する必要を

感じていない 
343 30.8% 117 41.3% 115 28.7% 111 26.1% 

既に自身で取り組んでいる 208 18.7% 24 8.5% 80 20.0% 101 23.7% 

近くに会場がなく、行くことが

困難である 
77 6.9% 8 2.8% 29 7.2% 40 9.4% 

回数や日程、時間などのス

ケジュールが合わない 
120 10.8% 40 14.1% 46 11.5% 34 8.0% 

外に出るのが億劫である 52 4.7% 11 3.9% 22 5.5% 19 4.5% 

会場での交流が面倒である 110 9.9% 30 10.6% 42 10.5% 38 8.9% 

一人で参加することが不安

である 
71 6.4% 13 4.6% 20 5.0% 38 8.9% 

興味がある内容がない 54 4.9% 21 7.4% 15 3.7% 18 4.2% 

その他 78 7.0% 19 6.7% 32 8.0% 27 6.3% 

※『年齢不明』を除く 
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５ 介護保険について 

（１） 介護保険の利用について（65 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 65～74 歳 75 歳以上 

利用している 225 20.3% 30 6.5% 195 29.9% 

利用していない 799 71.9% 397 86.5% 402 61.7% 

未回答 87 7.8% 32 7.0% 55 8.4% 

 

 

 （１）―①介護保険を利用しない理由 

  件数 

介護までは必要としていない 730 

家族の介護で十分に足りている 56 

介護保険以外のサービスを利用している 9 

自己負担が重く介護保険のサービスを利用できない 15 

利用したい介護保険サービスがない 16 

介護保険制度の申請の方法がわからない 36 

介護保険制度を知らない 37 

申請したが、介護保険の対象とならなかった 6 

現在介護保険の申請手続き中である 3 

これから介護保険を利用する予定である 61 

その他 30 

 

 

 

 

 

 

 『６５～７４歳』の回答者では、86.5％の方が『利用していない』と回答しています。７５歳以上

では、『利用している』が 29.9％となり、65～74 歳よりも大幅に増えています。 

 また介護保険を利用しない理由としては、現状『介護までは必要としていない』という回答が

圧倒的に多い結果となりました。 
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（２） 介護保険サービス（在宅）について 

 

 

 

 

 

今回 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

通所介護（デイサービス） 77 5.3% 427 29.1% 158 10.8% 314 21.4% 

通所リハビリ（デイケア） 42 2.9% 449 30.6% 155 10.6% 320 21.8% 

訪問介護（ホームヘルプ） 18 1.2% 352 24.0% 182 12.4% 368 25.1% 

訪問リハビリテーション 23 1.6% 387 26.4% 168 11.5% 348 23.7% 

訪問入浴介護 8 0.5% 257 17.5% 248 16.9% 394 26.9% 

訪問看護 30 2.0% 456 31.1% 136 9.3% 316 21.6% 

居宅療養管理指導 20 1.4% 417 28.4% 142 9.7% 356 24.3% 

福祉用具貸与 87 5.9% 491 33.5% 116 7.9% 287 19.6% 

特定福祉用具販売（購入
費支給） 34 2.3% 468 31.9% 109 7.4% 323 22.0% 

住宅改修費支給 70 4.8% 525 35.8% 98 6.7% 278 19.0% 

短期入所生活・療養介護

（ショートステイ） 
55 3.8% 427 29.1% 137 9.3% 334 22.8% 

前回 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

通所介護（デイサービス） 104 7.6% 639 46.7% 144 10.5% 480 35.1% 

通所リハビリ（デイケア） 57 4.2% 737 54.6% 126 9.3% 429 31.8% 

訪問介護（ホームヘルプ） 38 2.9% 663 49.7% 148 11.1% 484 36.3% 

訪問リハビリテーション 37 2.8% 697 52.3% 136 10.2% 463 34.7% 

訪問入浴介護 17 1.3% 617 46.6% 190 14.3% 501 37.8% 

訪問看護 29 2.2% 793 59.8% 103 7.8% 402 30.3% 

居宅療養管理指導 28 2.1% 717 54.5% 117 8.9% 453 34.4% 

福祉用具貸与 105 7.7% 905 66.3% 73 5.3% 283 20.7% 

特定福祉用具販売（購入
費支給） 47 3.5% 865 64.6% 77 5.7% 351 26.2% 

住宅改修費支給 88 6.5% 839 62.2% 82 6.1% 339 25.1% 

短期入所生活・療養介護

（ショートステイ） 
57 4.2% 758 56.3% 111 8.2% 421 31.3% 

※『未回答』を除く 

サービスを通して約 30％の方が『利用したい』と回答。特に『利用したい』割合の高いサービス

としては『訪問看護』、『福祉用具貸与』、『特定福祉用具販売』『住宅改修費支給』などが 30％を

超えています。一方で『利用したくない』という回答が比較的多いのは『訪問入浴介護』でした。 
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（介護認定あり） 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

通所介護（デイ

サービス） 

40～64 歳 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 11 26.8% 1 2.4% 7 17.1% 2 4.9% 

75 歳以上 64 26.9% 27 11.3% 22 9.2% 26 10.9% 

通所リハビリ

（デイケア） 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 8 19.5% 4 9.8% 4 9.8% 5 12.2% 

75 歳以上 33 13.9% 35 14.7% 23 9.7% 37 15.5% 

訪問介護（ホ

ームヘルプ） 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 0 0.0% 2 4.9% 10 24.4% 6 14.6% 

75 歳以上 18 7.6% 21 8.8% 33 13.9% 42 17.6% 

訪問リハビリテ

ーション 

40～64 歳 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 

65～74 歳 5 12.2% 5 12.2% 8 19.5% 3 7.3% 

75 歳以上 18 7.6% 34 14.3% 37 15.5% 31 13.0% 

訪問入浴介護 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 

65～74 歳 1 2.4% 3 7.3% 11 26.8% 4 9.8% 

75 歳以上 7 2.9% 17 7.1% 45 18.9% 39 16.4% 

訪問看護 

40～64 歳 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 5 12.2% 4 9.8% 8 19.5% 4 9.8% 

75 歳以上 23 9.7% 30 12.6% 28 11.8% 37 15.5% 

居宅療養管理

指導 

40～64 歳 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 4 9.8% 4 9.8% 8 19.5% 5 12.2% 

75 歳以上 16 6.7% 31 13.0% 25 10.5% 46 19.3% 

福祉用具貸与 

40～64 歳 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 2 66.7% 

65～74 歳 13 31.7% 2 4.9% 9 22.0% 2 4.9% 

75 歳以上 73 30.7% 40 16.8% 7 2.9% 26 10.9% 

特定福祉用具
販売（購入費
支給） 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 6 14.6% 4 9.8% 5 12.2% 6 14.6% 

75 歳以上 28 11.8% 40 16.8% 14 5.9% 38 16.0% 

住宅改修費 

支給 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 9 22.0% 5 12.2% 5 12.2% 6 14.6% 

75 歳以上 49 20.6% 44 18.5% 9 3.8% 30 12.6% 

短期入所生

活・療養介護

（ショートステ

イ） 

40～64 歳 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 9 22.0% 6 14.6% 4 9.8% 3 7.3% 

75 歳以上 43 18.1% 37 15.5% 29 12.2% 26 10.9% 

※『未回答』を除く 
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（介護認定なし） 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

通所介護（デイ

サービス） 

40～64 歳 1 0.3% 192 55.5% 37 10.7% 97 28.0% 

65～74 歳 0 0.0% 107 25.7% 40 9.6% 110 26.4% 

75 歳以上 0 0.0% 97 23.5% 50 12.1% 78 18.9% 

通所リハビリ

（デイケア） 

40～64 歳 0 0.0% 200 57.8% 34 9.8% 96 27.7% 

65～74 歳 0 0.0% 112 26.9% 42 10.1% 107 25.7% 

75 歳以上 0 0.0% 96 23.3% 49 11.9% 74 18.0% 

訪問介護（ホ

ームヘルプ） 

40～64 歳 0 0.0% 167 48.3% 43 12.4% 115 33.2% 

65～74 歳 0 0.0% 90 21.6% 40 9.6% 122 29.3% 

75 歳以上 0 0.0% 70 17.0% 55 13.3% 81 19.7% 

訪問リハビリテ

ーション 

40～64 歳 0 0.0% 179 51.7% 34 9.8% 112 32.4% 

65～74 歳 0 0.0% 91 21.8% 35 8.4% 121 29.0% 

75 歳以上 0 0.0% 77 18.7% 52 12.6% 79 19.2% 

訪問入浴介護 

40～64 歳 0 0.0% 126 36.4% 67 19.4% 132 38.2% 

65～74 歳 0 0.0% 60 14.4% 52 12.5% 132 31.7% 

75 歳以上 0 0.0% 49 11.9% 69 16.7% 86 20.9% 

訪問看護 

40～64 歳 2 0.6% 208 60.1% 25 7.2% 90 26.0% 

65～74 歳 0 0.0% 119 28.5% 32 7.7% 105 25.2% 

75 歳以上 0 0.0% 91 22.1% 42 10.2% 79 19.2% 

居宅療養管理

指導 

40～64 歳 0 0.0% 189 54.6% 30 8.7% 108 31.2% 

65～74 歳 0 0.0% 104 24.9% 34 8.2% 115 27.6% 

75 歳以上 0 0.0% 85 20.6% 42 10.2% 81 19.7% 

福祉用具貸与 

40～64 歳 0 0.0% 223 64.5% 23 6.6% 84 24.3% 

65～74 歳 0 0.0% 125 30.0% 32 7.7% 99 23.7% 

75 歳以上 0 0.0% 100 24.3% 42 10.2% 74 18.0% 

特定福祉用具
販売（購入費
支給） 

40～64 歳 0 0.0% 204 59.0% 25 7.2% 99 28.6% 

65～74 歳 0 0.0% 122 29.3% 27 6.5% 106 25.4% 

75 歳以上 0 0.0% 96 23.3% 37 9.0% 73 17.7% 

住宅改修費支

給 

40～64 歳 0 0.0% 225 65.0% 23 6.6% 81 23.4% 

65～74 歳 2 0.5% 144 34.5% 26 6.2% 89 21.3% 

75 歳以上 10 2.4% 104 25.2% 33 8.0% 71 17.2% 

短期入所生

活・療養介護

（ショートステ

イ） 

40～64 歳 1 0.3% 190 54.9% 28 8.1% 110 31.8% 

65～74 歳 0 0.0% 104 24.9% 36 8.6% 111 26.6% 

75 歳以上 1 0.2% 87 21.1% 39 9.5% 83 20.1% 

※『未回答』を除く 
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 （３）介護保険サービス（地域密着型） 

 

 

 

 

 

 

 

今回 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

地域密着型通所介護（デイ

サービス） 
70 4.8% 466 31.8% 140 9.5% 335 22.9% 

夜間対応型訪問介護 3 0.2% 375 25.6% 157 10.7% 408 27.8% 

認知症対応型通所介護 5 0.3% 395 26.9% 137 9.3% 405 27.6% 

認知症対応型共同生活介

護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 
11 0.8% 259 17.7% 221 15.1% 442 30.2% 

小規模多機能型居宅介護 3 0.2% 355 24.2% 171 11.7% 402 27.4% 

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護 
7 0.5% 410 28.0% 127 8.7% 404 27.6% 

看護小規模多機能型居宅

介護（旧複合型サービス） 
6 0.4% 356 24.3% 147 10.0% 420 28.6% 

前回 

  
全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

地域密着型通所介護（デイ

サービス） 
34 2.6% 615 46.7% 122 9.3% 545 41.4% 

夜間対応型訪問介護 0 0.0% 684 51.7% 102 7.7% 536 40.5% 

認知症対応型通所介護 1 0.1% 597 45.7% 109 8.3% 599 45.9% 

認知症対応型共同生活介

護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 
6 0.5% 434 33.3% 224 17.2% 641 49.1% 

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護 
4 0.3% 662 50.9% 95 7.3% 539 41.5% 

看護小規模多機能型居宅

介護（旧複合型サービス） 
2 0.2% 543 42.2% 109 8.5% 632 49.1% 

※『未回答』を除く 

 

 

 

 

 

サービスを通して、約 25％の方が『利用したい』と回答。特に『利用したい』割合の高いサービ

スとしては、『地域密着型通所介護（デイサービス）』、『認知症対応型通所介護』、『定期巡回・

随時対応型訪問介護看護』。一方で、『利用したくない』という回答が比較的多かったのは、『認

知症対応型共同生活介護（グループホーム）』でした。 
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（介護認定あり） 

  

全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

地域密着型通所

介護（デイサービ

ス） 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 8 19.5% 5 12.2% 6 14.6% 6 14.6% 

75 歳以上 61 25.6% 34 14.3% 25 10.5% 36 15.1% 

夜間対応型訪問

介護 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 2 4.9% 7 17.1% 8 19.5% 7 17.1% 

75 歳以上 1 0.4% 30 12.6% 33 13.9% 59 24.8% 

認知症対応型通

所介護 

40～64 歳 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 2 66.7% 

65～74 歳 1 2.4% 5 12.2% 8 19.5% 8 19.5% 

75 歳以上 4 1.7% 38 16.0% 27 11.3% 52 21.8% 

認知症対応型共

同生活介護（ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

40～64 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 
100.0

% 

65～74 歳 1 2.4% 3 7.3% 11 26.8% 8 19.5% 

75 歳以上 10 4.2% 27 11.3% 47 19.7% 46 19.3% 

小規模多機能型

居宅介護 

40～64 歳 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 0 0.0% 1 2.4% 11 26.8% 10 24.4% 

75 歳以上 3 1.3% 41 17.2% 35 14.7% 44 18.5% 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

40～64 歳 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 3 7.3% 4 9.8% 9 22.0% 7 17.1% 

75 歳以上 4 1.7% 33 13.9% 25 10.5% 62 26.1% 

看護小規模多機

能 型 居 宅 介 護

（旧 複 合 型 サ ー

ビス） 

40～64 歳 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 

65～74 歳 1 2.4% 1 2.4% 9 22.0% 11 26.8% 

75 歳以上 5 2.1% 40 16.8% 30 12.6% 48 20.2% 

※『未回答』を除く 
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（介護認定なし） 

  

全    体 

利用している 利用したい 利用したくない わからない 

地域密着型通所

介護（デイサービ

ス） 

40～64 歳 1 0.3% 197 56.9% 30 8.7% 104 30.1% 

65～74 歳 0 0.0% 117 28.1% 36 8.6% 113 27.1% 

75 歳以上 0 0.0% 112 27.2% 41 10.0% 73 17.7% 

夜間対応型訪問

介護 

40～64 歳 0 0.0% 166 48.0% 36 10.4% 127 36.7% 

65～74 歳 0 0.0% 97 23.3% 39 9.4% 127 30.5% 

75 歳以上 0 0.0% 74 18.0% 39 9.5% 86 20.9% 

認知症対応型通

所介護 

40～64 歳 0 0.0% 178 51.4% 33 9.5% 118 34.1% 

65～74 歳 0 0.0% 89 21.3% 33 7.9% 136 32.6% 

75 歳以上 0 0.0% 84 20.4% 34 8.3% 88 21.4% 

認知症対応型共

同生活介護（ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

40～64 歳 0 0.0% 122 35.3% 58 16.8% 147 42.5% 

65～74 歳 0 0.0% 65 15.6% 48 11.5% 138 33.1% 

75 歳以上 0 0.0% 42 10.2% 55 13.3% 99 24.0% 

小規模多機能型

居宅介護 

40～64 歳 0 0.0% 155 44.8% 42 12.1% 128 37.0% 

65～74 歳 0 0.0% 91 21.8% 40 9.6% 125 30.0% 

75 歳以上 0 0.0% 65 15.8% 41 10.0% 93 22.6% 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

40～64 歳 0 0.0% 181 52.3% 30 8.7% 117 33.8% 

65～74 歳 0 0.0% 101 24.2% 29 7.0% 127 30.5% 

75 歳以上 0 0.0% 88 21.4% 32 7.8% 89 21.6% 

看護小規模多機

能 型 居 宅 介 護

（旧 複 合 型 サ ー

ビス） 

40～64 歳 0 0.0% 160 46.2% 37 10.7% 131 37.9% 

65～74 歳 0 0.0% 84 20.1% 35 8.4% 135 32.4% 

75 歳以上 0 0.0% 69 16.7% 34 8.3% 94 22.8% 

※『未回答』を除く 
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 （４）介護保険サービス（施設）について 

 

 

 

 

 

 

  人数 割合 

検討していない 613 41.8% 

検討したが、入所・入居できない 56 3.8% 

検討もしくは申し込みをしている 65 4.4% 

現在必要は感じていないが、将来は

検討したい 
451 30.8% 

未回答 281 19.2% 

 

（介護認定あり） 

  人数 割合 

検討していない 

40～64 歳 1 33.3% 

65～74 歳 12 29.3% 

75 歳以上 70 29.4% 

検討したが、入所・入居できない 

40～64 歳 0 0.0% 

65～74 歳 10 24.4% 

75 歳以上 26 10.9% 

検討もしくは申し込みをしている 

40～64 歳 0 0.0% 

65～74 歳 5 12.2% 

75 歳以上 46 19.3% 

現在必要は感じていないが、将来は

検討したい 

40～64 歳 0 0.0% 

65～74 歳 9 22.0% 

75 歳以上 58 24.4% 

未回答 

40～64 歳 2 66.7% 

65～74 歳 5 12.2% 

75 歳以上 38 16.0% 

 

 

 

 

 全体では約 40％の方が『検討していない』と回答しています。さらに、介護認定の有無で

比較しても『検討していない』が最も多い回答となっています。 

 また、『入所・入居できない』の理由では、『料金が高い』との回答が圧倒的に多く、検討

先の施設については、『特別養護老人ホーム』が最も多い結果となりました。 
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（介護認定なし） 

  人数 割合 

検討していない 

40～64 歳 167 48.3% 

65～74 歳 189 45.3% 

75 歳以上 172 41.7% 

検討したが、入所・入居できない 

40～64 歳 3 0.9% 

65～74 歳 5 1.2% 

75 歳以上 10 2.4% 

検討もしくは申し込みをしている 

40～64 歳 2 0.6% 

65～74 歳 5 1.2% 

75 歳以上 7 1.7% 

現在必要は感じていないが、将来は

検討したい 

40～64 歳 163 47.1% 

65～74 歳 104 24.9% 

75 歳以上 115 27.9% 

未回答 

40～64 歳 11 3.2% 

65～74 歳 114 27.3% 

75 歳以上 108 26.2% 

 

 （４）―①入所・入居できない理由 

  人数 割合 

施設に空きがない 9 16.1% 

利用料金が高い 44 78.6% 

その他 3 5.4% 

 

 （４）―②検討先施設 

  人数 割合 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 26 40.0% 

介護老人福祉施設（老人保健施設） 11 16.9% 

介護療養型医療施設 0 0.0% 

介護医療院 4 6.2% 

サービス付高齢者向け住宅 3 4.6% 

介護付き有料老人ホーム 13 20.0% 

ケアハウス（軽費老人ホームＣ型） 4 6.2% 

その他 4 6.2% 
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６ 高齢者福祉について 

 （１）海老名市の高齢者福祉や介護保険制度について 

 

 

 

 

 

 

  件数 割合 

在宅者向けの福祉サービスを 

充実してほしい 
832 23.9% 

自宅で診療を受けられる医療体制を 
充実してほしい 

827 23.8% 

入所できる施設を増やしてほしい 805 23.1% 

介護保険制度だけでなく、地域で支え合
う体制づくりを進めてほしい 

368 10.6% 

生きがい活動の支援や健康づくりなどの
事業を増やしてほしい 

462 13.3% 

虐待防止などの権利擁護を推進してほし
い 

110 3.2% 

その他 77 2.2% 

 『在宅福祉サービスの充実』、『自宅での医療体制の充実』といった、自宅で生活で

きるような環境整備を希望される方が多い結果となりました。また、『入所できる施設の

増加』を希望する回答も多くありました。 
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Ⅱ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

１ 実施概要 

（１）目的   要介護状態になるリスクや日常生活・社会参加等の状況、地域課題の把握 

（２）対象者 要介護１～５以外の 65 歳以上の市民    1,500 人 （層化抽出法） 

（内訳） 65 歳以上               1,300 人 

               65 歳以上かつ要支援認定あり   200 人 

（３）調査方法 郵送によるアンケート 

（４）調査時期 令和２年２月中旬～３月下旬 

 

２ 調査結果 

（１）回答者数  1,099 人  

（２）回答率     73.2％ 

 

３ 考察 

   経済的に一定の生活水準は維持しており、外出の頻度も高い傾向にあることが分かりました。 

   また、活動への参加についても、参加意欲は非常に高いものの、実際に自身が中心となっ

て参加することには抵抗がある方が多い傾向にありました。 

   心配事や愚痴については、配偶者以外に友人にも話す方が多いのに対し、看病について

は、より相談しやすい配偶者、家族にお願いする方が多い結果となりました。 
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№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

1

Ｐ19

健康手帳の交付

厚生労働省のホームページからダウンロー

ドが可能になっていますが、高齢者の利便

性も考慮し、引き続き紙媒体での配布も継

続します。

文言追加

2

Ｐ21

オーラルフレイル事業

歯と口の健康を保ち、口腔機能の低下

（オーラルフレイル）を抑えるため

文言追加

オーラルフレイルの内容説明

3

Ｐ30

ゆめクラブ活動への支援

若年会員が参加しやすいような環境整備 若年会員に魅力を感じてもらえるような内

容にするなどの工夫

文言修正

委員意見による修正

4

Ｐ32

ふれあいランチ事業

ただし、コロナウイルスをはじめとした感

染症拡大防止の観点から、開催に際しては

十分に注意するとともに、必要に応じて開

催の見送りも検討します。

文言追加

委員意見による追加

5
Ｐ34

高齢者敬老祝金等の贈呈

引き続き健康で安心して暮らし続けていけ

るよう実施します。

引き続き敬老意識の高揚を目的として実施

します。

文言修正

6
Ｐ35

地域共生社会の実現に向け

た取り組みの推進

包括的な支援体制の構築を図ります。 包括的かつ重層的な支援体制の推進を図り

ます。

文言修正

7
Ｐ36

相談受付体制の充実

窓口及び相談受付体制の充実を図っていき

ます。

職員の意識向上及び連携の強化等を含めた

相談受付体制の充実を図っていきます。

文言修正

委員意見による修正

修正箇所一覧

 令和２年12月８日
介護保険運営協議会
 　 資料１－２



№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

修正箇所一覧

8
Ｐ41

老人福祉施設入所措置

身体上又は精神上著しい障がいがあるため

に

身体上又は精神上の障がいにより 文言修正

”著しい”表現削除

9
Ｐ42

高齢者の外出支援

（参考）海老名市の外出支援（表） 表追加

10

Ｐ44

訪問型サービスＡ事業

人員等を緩和した基準で提供される訪問介

護サービス（生活援助）を行います。

従前の訪問介護相当サービスと異なり、市

の養成講座を受講すれば、ホームヘルパー

の資格がなくてもサービス提供ができると

いった、提供者の基準が緩和された事業で

あり、具体的なサービス例として、調理や

掃除、ごみの分別・ごみ出し及び買い物代

行などの生活援助があります。

文言修正

委員意見による内容説明追加

11
Ｐ44

訪問型サービスＡ事業

（参考）事業イメージ図 イメージ図追加



№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

修正箇所一覧

12

Ｐ51

高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施について

健康づくり所管部署や国保・後期高齢者医

療保険制度所管部署と連携し、医療・介

護・健診などのデータを活用して、高齢者

の健康寿命の延伸に向け、保健事業と介護

予防を一体的に実施し、未病改善に取り組

みます。

これまで高齢者が「疾病予防・重症化予

防」と「生活機能の維持・改善」の両面の

ニーズを有しているものの、「保健事業」

と「介護予防」の実施主体が異なるために

健康状況や生活機能の課題に一体的に対応

できていない点が課題となっていました。

 今後、保健事業と介護予防事業健康づく

り所管部署や国保・後期高齢者医療保

険制度所管部署と連携し、医療・介護・健

診などのデータを各部署が共有し、高齢者

の健康寿命の延伸に向けた保健事業と介護

予防を一体的に実施できる体制を令和６

（2024）年度までに整備し、未病改善に向

けた取り組みを展開します。

文言修正

委員意見による内容説明追加

13

Ｐ51

高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施について

（参考）市町村における実施のイメージ図 イメージ図追加

14

Ｐ52

えびな元気お裾分けクラブ

（予測）登録者数

令和３年度 １５５人

令和４年度 １６０人

令和５年度 １６５人

（予測）登録者数

令和３年度 ２００人

令和４年度 ２２５人

令和５年度 ２５０人

予測値増加



№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

修正箇所一覧

15

Ｐ58

生活支援コーディネー

ター、就労的活動支援コー

ディネーターの設置

さらに就労的活動を提供したいと考える介

護事業所やＮＰＯ法人等とこれら就労的活

動ができる場所とをマッチングする

さらに、高齢者が生きがいや役割を持って

社会参加を促す観点から、利用者に就労的

活動を提供したいと考える介護事業所やＮ

ＰＯ法人等に就労の場をマッチングする

文言修正

16

Ｐ58

生活支援コーディネー

ター、就労的活動支援コー

ディネーターの設置

（参考）イメージ図 イメージ図追加

17

Ｐ59

地域における課題や資源の

把握

【評価・課題】

概ね計画通りの結果となりました。

【評価・課題】

コロナウイルスの影響もあり、令和元年度

は開催できませんでしたが、概ね計画通り

の結果となりました。

文言修正

・コロナウイルスの影響記載

・実績は第１層協議体の開催回数のみ

18

Ｐ59

地域における課題や資源の

把握

（予測）協議体開催

令和３年度 ２回

令和４年度 ２回

令和５年度 ２回

（予測）協議体開催

令和３年度 13回

令和４年度 13回

令和５年度 13回

予測値増加

・第８期は第１層及び第２層の協議体

開催回数記載

19

Ｐ59

地域における課題や資源の

把握

【施策の方向施】

引き続き、地域における課題及び資源の把

握を行うべく取り組みます。

さらに、コロナ禍においても取り組みが継

続できるよう、開催方法等について検討し

ていきます。

文言追加



№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

修正箇所一覧

20

Ｐ64

成年後見制度・市民後見人

の活用

当該制度について広く周知を図るとともに

後見が必要にもかかわらず手続きが困難な

方に対し、市民後見人等をかつようしなが

ら市⾧申立てを実施します。

成年後見制度利用事業の効果的活用によ

り、成年後見制度の周知を図るとともに,後

見が必要にもかかわらず申立てを行う配偶

者及び４親等以内の親族が不在の場合、本

人の状況に応じて市民後見人等を活用しな

がら市⾧申立てを実施します。

文言修正

委員意見による修正

成年後見制度利用事業の説明

21

Ｐ65

住みやすいまちづくり

また、高齢者や障がい者及び低所得者等の

住宅確保要配慮者への居住支援として、本

市は神奈川県居住支援協議会に加盟し、民

間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び住宅

確保要配慮者向けの賃貸住宅の供給の促

進、その他必要な措置について協議するこ

とで福祉の向上と豊かで住みやすい地域づ

くりに寄与することを目的として取り組ん

でいます。

文言追加

委員意見による修正

住宅確保要配慮者者に対する支援

22

Ｐ66

避難行動要支援者名簿の作

成

さらに同意を得た方については個別支援計

画も作成します。

さらに同意を得た方については個別支援計

画も作成し、避難支援者の登録など災害発

生時の対応について関係機関で共有しま

す。

文言修正

委員意見による修正

23

Ｐ96

介護保険サービス従事者の

確保

量、質ともに、向上できるよう事業者へ働

きかけます。

量、質ともに向上できるよう事業者へ働き

かけるとともに、関係機関との協議の場を

設置し、介護人材育成のために必要な情報

交換を行います。

文言修正

委員意見による修正



№ 該当箇所 修正前 修正後 備考

修正箇所一覧

24

Ｐ97

入所施設の整備充実

第８期においては、短期入所生活介護から

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

への転換分20床を確保します。

第８期においては、短期入所生活介護から

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

への転換分20床及び介護付き有料老人ホー

ムへの転換分４床を確保します。

文言追加

表の修正

25

Ｐ98

有料老人ホームとサービス

付き高齢者向け住宅の基盤

整備

有料老人ホームとサービス付き高齢者向け

住宅の基盤整備については、県と情報連携

を図りながら、適切に進めていきます。

有料老人ホームとサービス付き高齢者向け

住宅の本市の設置状況については表のとお

りであり、整備率や空室の状況から供給量

は充足していると考えています。そのた

め、基盤整備については、参入希望の事業

者からの整備に関する相談には個別に対応

するとともに県と情報連携を図りながら、

適切に進めていきます

文言修正

委員意見による修正

表の修正

26

Ｐ107

災害・感染症への対応

①災害への対応

②感染症への対応

文言追加



 

えびな高齢者プラン２１【第８期】素案に対するパブリックコメントの実施について 

 

「えびな高齢者プラン２１【第８期】素案」に対する、市民からの意見を広く 

募集するため、パブリックコメントを以下のとおり実施します。 

 なお、介護保険料については、未確定のため具体的な数字の表記は行いません。 

 

１ 実施期間 

 令和２年 12 月 23 日（水）から令和３年１月 22 日（金）までの 31 日間 

※ 広報えびな（12/15 号）に、パブコメ実施を掲載 

 

２ 素案閲覧場所 

 （１）海老名市役所 ２階 地域包括ケア推進課窓口 

 （２）海老名市役所 １階 情報公開コーナー 

 （３）海老名市ホームページ内 

 

３ 意見提出方法等 

 任意の書式に①意見のほか、②住所、③氏名、④電話番号を記入していただき、 

次のいずれかの方法で地域包括ケア推進課に提出。 

 （１）地域包括ケア推進課窓口に直接持参 （２）郵送 （３）ＦＡＸ 

 （４）海老名市ホームページの問合せフォーム 

※電話による意見受付は行わない。 

 

 

４ 今後のスケジュール 

月   日 内   容 

令和２年 12 月９日 
臨時最高経営会議 

（パブリックコメント実施について） 

令和２年 12 月 23 日 

～令和３年１月 22 日 
パブリックコメント実施 

令和３年１月下旬 
海老名市高齢者保健福祉計画策定員会（第８回） 

（パブリックコメント結果報告・計画最終案決定） 

令和３年２月 

政策会議、最高経営会議 

（パブリックコメント結果報告・計画最終案につい

て報告及び決定） 

令和３年３月 議会（文教社会常任委員会）に報告 

 

 令和２年12月８日
介護保険運営協議会
 　 資料１－３

※　パブリックコメント用の計画案については、パブリックコメントの実施に
　あわせて、各委員あてに送付させていただきます。



資　料　２

第８期(令和３年度～５年度)
介護保険料について

保健福祉部　介護保険課

令和2年12月8日



【第８期介護保険料の概要】 （令和３年度～令和５年度）

○　被保険者の介護保険料の負担割合

１号被保険者
(65歳以上)

２号被保険者
(40歳～64歳)

＜第７期＞ 23% 27%

＜第８期＞ 23% 27%

○地域区分

地域区分 上乗せ割合

＜第７期＞ ５級地 10% ★各サービスの人件費割合に、さらに、地域区分

＜第８期＞ ４級地 12% の上乗せ割合を乗じた額を１単位当たりの単価とする

○介護給付費推計（保険給付費・地域支援事業費）

＜第７期＞実績 （平成30年度及び令和元年度は実績値、令和２年度は見込値）

平成30年度 平成31年度 令和２年度 合計

給付費総額(千円) 6,756,318 7,038,233 7,394,295 21,188,846

＜第８期＞見込

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計

給付費総額(千円) 8,221,849 8,377,441 8,635,260 25,234,550

○保険料段階

保険料段階

＜第７期＞ 12段階

＜第８期＞ 12段階

○介護保険料推計

＜第７期＞

基準月額(円） 基準年額(円)

＜第８期＞

基準月額(円） 基準年額(円)

※　介護報酬改定により
変動する場合があります

介護保険準備基金

取り崩し＝500,000～600,000千円

算定中 算定中財政安定化基金交付金

-

介護保険準備基金

取り崩し＝532,000千円

5,120 61,440財政安定化基金交付金

-

１３ ４０.５億円（１９．１％増）％増
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【第８期（R３～R５）介護保険料の検討事項】

１　所得段階及び負担割合の上限について

２　所得段階ごとの負担割合について

所得段階 負担割合

第１段階 0.35

第２段階 0.60

第３段階 0.65

第４段階 0.88

第５段階 1.00

第６段階 1.15

第７段階 1.30

第８段階 1.64

第９段階 1.72

第１０段階 2.00

第１１段階 2.06

第１２段階 2.10

３　介護保険準備基金の取り崩しについて

・第８期介護保険料を設定するに当たり、基金を取り崩して介護保険料の上昇抑制を図る。

＜介護保険準備基金（令和元年３月末残高）＞

対象となる人

第７期（H30～R２） 第８期（R３～R５）

１２段階 １２段階

・保険料率は、各段階の上り幅を基準額の上昇率と同じとするため、第７期を踏襲することとす
る。

　現行の12段階について、合計所得金額の幅を１００万円刻みで１６段階に細分化し、本市の第１
号被保険者の所得状況でシミュレーションしたところ、
（１）負担割合の上限を現行の２．１としたところ、保険料基準額は下がらなかった。
（２）負担割合の上限を２．３とし、現行の１２段階２．１で算出した基準額と比較したところ、基準額
はほぼ同額となったものの、段階ごとの保険料上昇幅に差が生じ、基金取り崩しによる保険料の
抑制効果が公平に届かない。
　この２点が確認できたため、第8期については、第７期の段階と負担割合の上限を継続し、１２段
階２．１としたい。

 836,946,855

生活保護者、老齢福祉年金受給者、本人および世帯全員が住民税非課税で、前年の合
計所得金額と課税年金収入額の合計額が80万円以下の人

本人および世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計
額が80万円を超え120万円以下の人

本人および世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計
額が１２0万円を超える人

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、前年の合計所得金額と課
税年金収入金額の合計額が80万円以下の人

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、前年の合計所得金額と課
税年金収入金額の合計額が80万円を超える人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以下の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円を超え200万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上350万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が350万円以上500万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上700万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が700万円以上1000万円未満の人

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が1,000万円以上の人
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1　人口推計

　えびな未来創造プラン２０２０の作成時に用いた人口推計を参考にしています。
　第８期介護保険事業計画の最終年度になる令和５年の総人口は１３６，７５２人と推計されます。
同じく６５歳以上の人口は３２，９９８人で高齢化率は２４．１％になると予測されます。

（単位：人）

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

136,233 136,393 136,589 136,752

24,935 25,110 25,337 25,486

8,208 8,081 7,687 7,307

65～69歳 3,841 3,587 3,397 3,277

70～74歳 4,367 4,494 4,290 4,030

6,676 6,718 6,978 7,230

75～79歳 3,325 3,188 3,283 3,375

80～84歳 2,137 2,206 2,272 2,365

85～89歳 890 985 1,072 1,108

90歳以上 324 339 351 382

23,571 23,726 23,969 24,178

9,108 9,113 8,632 8,171

65～69歳 4,069 3,834 3,517 3,481

70～74歳 5,039 5,279 5,115 4,690

9,088 9,229 9,748 10,290

75～79歳 4,039 3,837 4,000 4,218

80～84歳 2,689 2,926 3,142 3,340

85～89歳 1,463 1,546 1,659 1,745

90歳以上 897 920 947 987

33,080 33,141 33,045 32,998

24.3% 24.3% 24.2% 24.1%

11.6% 11.7% 12.2% 12.8%

前期高齢者

総人口

後期高齢者

計

高齢者人口

高齢化率

後期高齢化率

男

女

40～64歳

前期高齢者

後期高齢者

40～64歳
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２　要介護認定者数

　要介護（要支援）認定者の推移については、年々上昇傾向にあり、認定率は令和５年には１７．２％
と予測しています。
　令和５年の認定者は、要支援１と２で１，８３９人、要介護１から５で３，８４８人、合計で５，６８７人と
なることが予測されます。

（単位：人）

区　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援１ 641 698 735 765

要支援２ 931 988 1,036 1,074

要支援の
認定者数合計

1,572 1,686 1,771 1,839

要介護１ 1,262 1,273 1,330 1,384

要介護２ 739 755 788 812

要介護３ 626 657 681 707

要介護４ 565 569 589 612

要介護５ 319 313 324 333

要介護の
認定者数合計

3,511 3,567 3,712 3,848

合計 5,083 5,253 5,483 5,687

＊認定率 15.4% 15.9% 16.6% 17.2%

＊認定率は、要介護（要支援）認定者数を第１号被保険者数で割ったものになります。
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３　サービス利用者

　高齢者人口の推計値、あわせてこれまでの推移から算出しました認定率及び利用率、今後の整備
方針などによりサービス利用者数を推計しています。

（１）施設・居住系サービス

【利用者数の推計】
　　施設・居住系サービスの１月あたりの利用者数の推計は、令和５年に１，２２２人になると見込まれ
　ます。

【整備方針】
　　第７期介護保険事業計画では、第６期計画で整備予定であった、介護老人福祉施設（特別養護老人
　ホーム）１００床を整備しました。また、共同生活介護（グループホーム）３６床及び小規模多機能型居宅
　介護を１施設整備しました。　
　　第８期介護保険事業計画では、市民の待機者の解消に向け、地域密着型の特別養護老人ホーム５９
　床の整備を進めるとともに、増加している認知症高齢者対策として、第７期に引き続きグループホーム
　１８床及び小規模多機能型居宅介護１施設の整備を計画しております。
　　なお、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）に関しては、既存施設の空室も見受けられる
　ことから、充足しているものと判断しています。

1月あたりの施設・居住系サービス利用者数の推計 （単位：人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

居宅（介護予防）サービス 285 280 295 306

特定施設入居者生活介護 285 280 295 306

地域密着型（介護予防)サービス 109 122 161 197

認知症対応型共同生活介護 108 121 132 139

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者 1 1 29 58

施設サービス 620 679 699 719

介護老人福祉施設 455 514 534 554

介護老人保健施設 155 155 155 155

介護療養型医療施設 8 8 8 8

介護医療院 2 2 2 2

1,014           1,081           1,155           1,222           

区　　分

合計
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（２）在宅サービス

【利用者数の推計】
　　在宅サービスの１月あたりの利用者数の推計は、予防給付と介護給付を合わせまして、令和５年
　に７，９１３人になると見込まれます。

【整備方針】
　　在宅介護実態調査の結果において、『日中・夜間の排泄、入浴・洗身に関して不安を感じる』という
　介護者が多かったことから、これらの不安を解消できるよう「小規模多機能型居宅介護」等の充実
　を図りたいと考えております。

1月あたりの在宅サービス利用者数の推計 （単位：人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

居宅（介護予防）サービス 7,174 7,173 7,307 7,567

訪問介護 589 607 620 653

訪問入浴介護 85 90 92 99

訪問看護 455 444 447 459

訪問リハビリテーション 132 136 142 144

居宅療養管理指導 812 804 834 854

通所介護 692 680 688 703

通所リハビリテーション 345 341 355 371

短期入所生活介護 206 194 195 199

短期入所療養介護（老健） 19 18 18 18

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0

福祉用具貸与 1,282 1,319 1,343 1,420

特定福祉用具購入費 27 31 33 36

住宅改修費 23 23 24 25

介護予防支援・居宅介護支援 2,507 2,486 2,516 2,586

地域密着型（介護予防）サービス 328 327 335 346

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 16 17 18 18

小規模多機能型居宅介護 34 39 41 45

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0

地域密着型通所介護 278 271 276 283

7,502 7,500 7,642 7,913

区分

合計
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４　介護保険事業費の推計（仮）

　　介護保険サービスの総給付費推計につきましては、令和３年度で８，２２１，８４９千円、令和４年度
　で８，３７７，４４１千円、令和５年度で８，６３５，２６０千円になると予測しています。
　　第８期の３か年の総額は２５，２３４，５５０千円となり、第７期と比較して約４０億５千円増、率にして
　１９．１％の増となります。なお、介護報酬改定により変動する場合があります。

（単位：千円）

給付費等区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総給付費 7,255,227               7,368,108               7,581,163               

特定入所者介護等サービス費給付額 202,592 211,462 219,330

高額介護等サービス費給付額 212,259 235,650 261,619

高額医療合算介護等サービス費給付額 25,536 27,944 30,579

審査支払手数料 6,393 6,836 7,309

地域支援事業費 519,842 527,441 535,260

合　　計 8,221,849 8,377,441 8,635,260

第８期総額（仮） 25,234,550
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５　所得段階別保険料

所得段階 対象者 保険料率 第8期保険料 第7期保険料 差額

第1段階

生活保護者、老齢福祉年金受給者、本人
および世帯全員が住民税非課税で、前年
の合計所得金額と課税年金収入額の合計
額が80万円以下の人

基準額
×0.35

1,792円
【21,504円】

第2段階
本人および世帯全員が住民税非課税で、
前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計額が80万円を超え120万円以下の人

基準額
×0.60

3,072円
【36,864円】

第3段階
本人および世帯全員が住民税非課税で、
前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計額が１２0万円を超える人

基準額
×0.65

3,328円
【39,936円】

第4段階

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課
税者がいる場合）で、前年の合計所得金額
と課税年金収入金額の合計額が80万円以
下の人

基準額
×0.88

4,505円
【54,060円】

第5段階

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課
税者がいる場合）で、前年の合計所得金額
と課税年金収入金額の合計額が80万円を
超える人

基準額
×1.0

5,120円
【61,440円】

第6段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が125万円以下の人

基準額
×1.15

5,888円
【70,656円】

第7段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が125万円を超え200万円未満の人

基準額
×1.30

6,656円
【79,872円】

第8段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が200万円以上350万円未満の人

基準額
×1.64

8,396円
【100,752円】

第9段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が350万円以上500万円未満の人

基準額
×1.72

8,806円
【105,672円】

第10段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が500万円以上700万円未満の人

基準額
×2.00

10,240円
【122,880円】

第11段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が700万円以上1000万円未満の人

基準額
×2.06

10,547円
【126,564円】

第12段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金
額が1,000万円以上の人

基準額
×2.10

10,752円
【129,024円】

算
定
中
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６　その他参考資料

【施設整備】

（１）海老名市の施設整備計画関係

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

施　　設　　名　　称 大　字 供用開始 第７期計画後 第８期計画後

　えびな南高齢者施設 杉久保南 Ｈ１２．１ 50 50

　中心荘第一老人ホーム 上今泉 Ｈ１２．１ 50 50

　中心荘第二老人ホーム 上今泉 Ｈ１２．１ 50 50

　特別養護老人ホーム　さつき 河原口 Ｈ１５．１２ 53 53

　特別養護老人ホーム　シエ・モア 河原口 Ｈ１８．１０ 60 60

　えびな北高齢者施設 上今泉 Ｈ２１．６ 50 50

　特別養護老人ホーム　和心 大谷南 Ｈ２３．１１ 100 100

　特別養護老人ホーム　陽だまり 社家 Ｈ２６．１２ 100 100

　特別養護老人ホーム　彩美苑 柏ケ谷 Ｒ２．４ 100 100

613 613

地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

施　　設　　名　　称 大　字 供用開始 第７期計画後 第８期計画後

　地域密着型介護老人福祉施設Ａ 未定 Ｒ４．４ 0 29

　地域密着型介護老人福祉施設Ｂ 未定 Ｒ５．４ 0 29

0 58

介護老人保健施設

施　　設　　名　　称 大　字 供用開始 第７期計画後 第８期計画後

　介護老人保健施設アゼリア 河原口 Ｈ１２．２ 105 105

　老人保健施設　えびな 柏ケ谷 Ｈ１２．２ 80 80

185 185

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

施　　設　　名　　称 大　字 供用開始 第７期計画後 第８期計画後

　アースサポートグループホーム　海老名 中野 Ｈ１６．１ 18 18

　グループホーム　えがお 門沢橋 Ｈ１６．６ 9 9

　グループホーム　グリーン・ハウス 河原口 Ｈ１２．10 9 9

　グループホーム　ちいさな手　海老名ふれあいの丘 杉久保北 Ｈ２２．12 18 18

　ＳＯＭＰＯケア　そんぽの家ＧＨ海老名グループホーム 社家 Ｈ２５．10 18 18

　「結」ケアセンターえびな 大谷北 Ｈ２９.４ 18 18

　グループホーム　プラチナホーム海老名 扇町 Ｒ１.10 18 18

　グループホーム　あかりの家　海老名 大谷 Ｒ２.４ 18 18

　グループホームＡ 未定 Ｒ４.４ 0 18

126 144

特定施設入居者生活介護（有料老人ホームなど）

施　　設　　名　　称 大　字 供用開始 第７期計画後 第８期計画後

　ニチイホーム海老名 東柏ケ谷 Ｈ１６．１０ 44 44

　ベストライフさがみ野 東柏ケ谷 Ｈ１４．１０ 107 107

　リアンレーヴ海老名 大谷北 Ｈ１６．８ 63 63

　レストヴィラ厚木 河原口 Ｈ８．６ 71 71

　ホームステーションらいふ海老名 河原口 Ｈ１８．１１ 38 38

　サニーライフ海老名 上郷 Ｈ１８．１２ 78 78

　サンライズヴィラ海老名 門沢橋 Ｈ２０．１１ 65 65

　レストヴィラ海老名 杉久保南 Ｈ２１．１１ 70 70

536 536

令和２年１２月１日現在

　合　　計

　合　　計

　合　　計

　合　　計

　合　　計
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（２）県 央 近 隣 市 の 施 設 整 備 状 況

カ所数 定員 カ所数 定員 カ所数 定員 カ所数 定員 カ所数 定員

海老名市 8 513 2 185 0 0 8 126 8 536

厚木市 11 751 7 629 0 0 13 201 9 605

大和市 12 832 5 517 0 0 20 342 11 657

座間市 6 510 2 121 0 0 6 108 6 388

綾瀬市 3 234 1 87 0 0 5 90 6 411

合　計 40 2,840 17 1,539 0 0 52 867 40 2,597

カ所数 登録定員宿泊定員 カ所数

海老名市 2 58 3 0

厚木市 4 116 32 1

大和市 8 225 54 0

座間市 2 50 14 1

綾瀬市 1 20 5 0

合　計 17 469 108 2

小規模多機能型居宅介護

定期巡
回・随時
対応型訪
問介護看

護

令和２年１２月１日現在

介護老人福祉施設
介護老人保健施設

　介護療養型
　医療施設

認知症対応型
共同生活介護

 特定施設
 入居者生活介護

(特別養護老人ホーム) (グループホーム) (有料老人ホーム)
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